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Ⅰ 県南地域の概況 

地域の特性 

（１）地勢 

県南地域は、福島県中通り地方の南部に位置し、栃木、茨城の両県に接し、白河市（平成

17 年 11 月 7 日、白河市、表郷村、東村、大信村が合併）、西白河郡及び東白川郡の１市４

町４村からなり、その面積は1,233.07 ㎢と県土の 8.9％を占めています。 

東部に阿武隈山系、西部に奥羽山系、南部に八溝山系があり、地域のほぼ中央を北に流れ

る阿武隈川と、南東に流れる久慈川の各流域に沿って田園が広がり、清流と緑豊かな美しい

源流の郷であります。 

気候は、西白河地方は比較的冷涼で、降雨量が多いのに対し、東白川地方は温暖で積雪も

少ないのが特徴です。 

東北自動車道、国道４号、東北新幹線、東北本線という東日本の大動脈上に位置し、さら

に、あぶくま高原道路が東北自動車道の矢吹ＩＣと磐越自動車道の小野ＩＣを結び、高速交

通体系が充実しています。 

また、国道２８９号の甲子トンネルの開通で幹線交通網の整備が進みました。 

（２）人口 

人口は、令和２年４月１日現在137,990 人と県全体 1,830,006 人の 7.5％を占めています。

年齢別では、年少人口比率が12.3％と県平均の 11.5％より高く、また、老年人口比率は30.9

％と県平均の 31.9％より低くなっています。 

人口の推移を令和２年４月１日現在と平成３１年４月１日の比較でみると、県南地域の人

口の減少率1.0％は県全体の減少率1.4％より低くなっています。 

（３）産業 

産業は、白河市及び西白河郡では、電気、機械等の製造業を中心とした企業の立地や各種

サービス産業の拡大により、第２次産業や第３次産業の占める割合が高くなっています。一

方、東白川郡では、米、畜産、花卉、久慈スギなどの特産物を中心とした農業や林業及び関

連地場産業を基幹として発展してきましたが、今日では機械等の製造業が地域経済を牽引し

ています。 

県南地域は、みちのくの玄関口として首都圏に隣接しているという好立地条件から今後更

なる発展が期待される地域です。 
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老年人口
65歳以上

305.32 23,904 58,294 190.9 11.6 57.2 31.2

西郷村 192.06 8,174 20,748 108.0 13.7 59.9 26.3

泉崎村 35.43 2,090 6,096 172.1 12.4 54.0 33.6

中島村 18.92 1,528 4,743 250.7 12.5 55.9 31.6

矢吹町 60.40 6,190 17,068 282.6 12.3 55.3 32.4

計 306.80 17,982 48,655 158.6 12.9 57.2 29.9

棚倉町 159.93 4,708 12,945 80.9 11.8 54.5 33.8

矢祭町 118.27 1,848 5,187 43.9 10.8 47.8 41.4

塙町 211.41 2,953 8,093 38.3 10.3 49.5 40.2

鮫川村 131.34 984 2,901 22.1 9.8 47.9 42.3

計 620.95 10,493 29,126 46.9 11.0 51.2 37.8

1,233.07 52,379 136,075 110.4 11.9 55.9 32.2

13,784.14 744,244 1,796,497 130.3 11.3 56.0 32.8

老年人口
65歳以上

305.32 23,761 59,074 193.5 11.9 57.7 30.4

西郷村 192.06 8,108 20,727 107.9 13.7 60.6 25.7

泉崎村 35.43 2,076 6,160 173.9 12.5 55.1 32.4

中島村 18.92 1,530 4,850 256.3 12.8 56.5 30.7

矢吹町 60.40 6,180 17,241 285.4 12.4 55.9 31.7

計 306.80 17,894 48,978 159.6 13.0 57.8 29.2

棚倉町 159.93 4,739 13,220 82.7 12.0 55.3 32.8

矢祭町 118.27 1,858 5,307 44.9 10.9 48.9 40.1

塙町 211.41 2,959 8,248 39.0 10.5 50.1 39.4

鮫川村 131.34 1,003 2,982 22.7 10.2 48.8 41.0

計 620.95 10,559 29,757 47.9 11.2 52.1 36.8

1,233.07 52,214 137,809 111.8 12.1 56.5 31.4

13,784.14 743,124 1,818,818 132.0 11.4 56.4 32.2

老年人口
65歳以上

0.00 143 -780 △ 2.6 △0.3 △0.5 0.8

西郷村 0.00 66 21 0.1 0.0 △0.7 0.6

泉崎村 0.00 14 -64 △ 1.8 △0.1 △1.0 1.2

中島村 0.00 △ 2 -107 △ 5.7 △0.3 △0.6 0.9

矢吹町 0.00 10 -173 △ 2.9 △0.1 △0.6 0.7

計 0.00 88 -323 △ 1.1 △0.1 △0.7 0.7

棚倉町 0.00 △ 31 -275 △ 1.7 △0.2 △0.8 1.0

矢祭町 0.00 △ 10 -120 △ 1.0 △0.1 △1.2 1.3

塙町 0.00 △ 6 -155 △ 0.7 △0.2 △0.6 0.8

鮫川村 0.00 △ 19 -81 △ 0.6 △0.4 △0.9 1.3

計 0.00 △ 66 -631 △ 1.0 △0.2 △0.8 1.0

0.00 165 -1,734 △ 1.4 △0.2 △0.6 0.8

0.00 1120 -22,321 △ 1.6 △0.1 △0.4 0.6福島県

〔出典：全国都道府県市区町別村面積調、福島県の推計人口〕

増減の状況(R4－R3)

区分
面積

（K㎡）
世帯数
(世帯）

人口
（人）

人口密度
(人/K㎡)

年齢別人口構成比（％）

年少人口
0～14歳

生産年齢人口
15～64歳

白河市

西
白
河
郡

東
白
川
郡

県南地域計

福島県

〔出典：全国都道府県市区町別村面積調、福島県の推計人口〕

管内市町村の概況（令和3年4月1日）

区分
面積

（K㎡）
世帯数
(世帯）

人口
（人）

人口密度
（人/K㎡）

年齢別人口構成比（％）

年少人口
0～14歳

生産年齢人口
15～64歳

西
白
河
郡

東
白
川
郡

県南地域計

福島県

人口密度
（人/K㎡）

年齢別人口構成比（％）

年少人口
0～14歳

生産年齢人口
15～64歳

白河市

管内市町村の概況（令和4年4月1日）

区分
面積

（K㎡）
世帯数
(世帯）

人口
（人）

白河市

西
白
河
郡

東
白
川
郡

県南地域計
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Ⅱ 県南保健福祉事務所の概況 
１ 沿革 

県では、保健と福祉の連携を強化し、より良い行政サービスを提供するため、平成１４
年４月１日に、従来の保健所と社会福祉事務所を統合し、県南保健福祉事務所として再編
しました。現在、県南保健福祉事務所は、３部６課７チームと東白川福祉相談コーナーで
組織されており、さらに、児童相談体制の充実・強化を図るため、県中児童相談所の白河
相談室が事務所内に設置されております。なお、保健福祉事務所は、地域保健法による保
健所を兼ねています。 

 
○県南社会福祉事務所 
昭和26年10月 東白川福祉事務所が東白川郡４町村を福祉地区として、また、西白河福祉事

務所が西白河郡7町村を福祉地区として設置されました。 
昭和44年 4月 行政機構改革に伴い従来の福祉地区が統合され、白河社会福祉事務所が設置

されるとともに、出張所として東白川福祉事務所が置かれました。 
昭和48年 4月 機構改革により、東白川福祉事務所の生活保護現業員が白河社会福祉事務所

に配置替えされ、東白川福祉事務所は福祉相談を主たる業務とする事務所と
なりました。 

平成 6年 4月 機構改革により、事務所の名称が白河社会福祉事務所から県南社会福祉事務
所に変更されました。また、東白川福祉事務所は廃止され、東白川福祉相談
コーナーとなりました。 

○県南保健所 
（旧白河保健所） 
昭和19年10月 白河市新蔵に元逓信省簡易保険相談所の施設の譲渡を受け、西白河郡一円を

所管区域として白河保健所が設置されました。 
昭和30年 8月 白河市字郭内127番地に新築移転しました。 
昭和53年 7月 庁舎改築着工に伴い、白河市中町郵便局舎に仮移転しました。 
昭和54年 7月 RC造3階建て庁舎が落成し、仮移転が解消されました。 
平成 9年 3月 地域保健法の施行に伴う保健所の再編統合により廃止されました。 

 
（旧棚倉保健所） 
昭和20年 1月 棚倉町大字棚倉字北町甲146番地に東白川郡及び石川郡一円を所轄地区とし

て棚倉保健所が設置されました。 
昭和23年 5月 石川保健所の設置に伴い、所管区域が東白川郡棚倉町外10町村となりました。 
昭和29年 3月 棚倉町北町甲149番地に新築移転しました。 
昭和58年 3月 棚倉町棚倉字城跡34番地1にRC造2階建て庁舎を新築、移転しました。 
平成 9年 3月 地域保健法の施行に伴う保健所の再編統合により廃止されました。 

 
（県南保健所） 
平成 9年 4月 地域保健法施行に伴う保健所の再編統合により、白河・棚倉両保健所が 統

合され、白河市字郭内127番地に新たに県南保健所が、棚倉町棚倉字城跡34
番地1に県南保健所棚倉支所が設置されました。 

平成20年 4月  機構改革により県南保健所棚倉支所が廃止されました。 
 
○県南保健福祉事務所 
平成14年 4月 社会福祉事務所と保健所の組織統合により、県南保健福祉事務所となりまし

た。 
平成15年 4月 旧県南保健所庁舎の改修完了に伴い、現在の同一庁舎内組織における執行体

制となりました。 
平成16年 4月 衛生検査体制の再編により、検査部門が衛生研究所県中支所に統合され、衛

生推進グループ検査チームが廃止となりました。 
平成18年 4月 家庭児童相談室は、中央児童相談所白河相談室に統合されました。 
平成19年 4月 中央児童相談所白河相談室は、県中児童相談所白河相談室となりました。 
平成20年 4月 県南保健所棚倉支所は、本所と統合されました。 
平成23年 6月 行政運営体制の再編により、総務課と地域支援課が統合し、総務企画課とな

りました。 
平成29年 4月 組織改正により、福島県動物愛護センターが田村郡三春町に設置されたこと

に伴い、当所で実施していた動物愛護管理業務が移管されました。 
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（令和４年４月１日現在）

総務企画部 総 務 企 画 課 経理、財産、福利厚生、庶務

企画調整、地域保健福祉、統
計、研修、法人指導・監査、
戦傷病者等援護、日本赤十
字、共同募金会、民生・児童
委員

健康福祉部 保 健 福 祉 課
高 齢 者 支 援
チ ー ム

介護保険、高齢者保健福祉、
高齢社会対策、施設監査

児童家庭 支援
チ ー ム

児童福祉、母子保健、女性保
護、ひとり親家庭支援
子育て支援、施設監査

所 長
東 白 川 福 祉
相談コー ナー
（棚倉合庁内）

嘱託相談員による母子父子福
祉相談（東白川郡）

県中児童 相談
所白河相 談室

児童家庭相談
児童虐待相談

副 所 長
障がい者 支援
チ ー ム

身体障がい者福祉、知的障が
い者福祉、精神障がい者福
祉、施設監査

生 活 保 護 課
生活保護、生活困窮者自立支
援、施設監査

健 康 増 進 課
健康づくり、難病、栄養指導
歯科保健、原爆被害者医療

生活衛生部 医 療 薬 事 課
医 事 薬 事
チ ー ム

医事、薬事、献血、骨髄バン
ク、救急医療、医療監視

感 染 症 予 防
チ ー ム

結核、エイズ等感染症対策、
新型コロナウイルス感染症対策

衛 生 推 進 課
環 境 衛 生
チ ー ム

生活環境衛生
水道施設指導

食 品 衛 生

チ ー ム
食品衛生、営業施設の監視

２　組織機構図 （令和4年4月1日） 



　３  職員の配置状況 （令和４年４月１日）
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部

部 長

副部長（兼県中児童相談所白河相談室長）

嘱 託

所 長

副 所 長 （ 兼 総 務 企 画 部 長 ）

総
務
企
画
部

部 長 ( 副 所 長 と 兼 務 ）
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企
画
課

課 長

10キ ャ ッ プ

保

健

福
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課

課 長
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支
援
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者

支
援
Ｔ
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庭

児
　
童

支
援
Ｔ
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者
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が

生
活
保
護
課

課 長

9キ ャ ッ プ

課 員

健
康
増
進
課

課 長

6キ ャ ッ プ

課 員

生

活

衛

生

部

部 長

副 部 長 （ 兼 衛 生 推 進 課 長 ）

医
療
薬
事
課

課 長

8

薬

事

Ｔ

医

事

予
防
Ｔ

感
染
症

衛
生
推
進
課

課 長 （ 副 部 長 と 兼 務 ）

合 計

※東白川福祉相談コーナーには、県南保健福祉事務所の母子・父子自立支援員１人が配置されています。（　）内の数字は、県南保健
福祉事務所の兼務職員数を表示しています。

6

衛

生

Ｔ

環
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生
Ｔ

食
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所

白
河
相
談
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室 長

計

職種別

組織別
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Ⅲ　人口動態
　1　人口動態の推移

　　　　（３） 自然増加

　　　（１） 出生

　　　（２） 死亡

  令和２年の出生率（人口千対）は、県平均と比較すると0.3ポイント下回っており、全国平
均より1.0ポイント下回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると減少傾向が続いており、平成24年では7.9でしたが、令和
２年は5.8と1.9ポイント減少しています。

　令和２年の自然増加率（人口千対）は、△6.7で前年より0.2ポイント減少し、県平均より
0.6ポイント上回り、全国平均より2.4ポイント下回っています。
　全体的に減少傾向にあり、県南地域では平成17年以降、福島県では平成15年以降、国では
平成19年以降減少傾向が続いています。

  令和２年の死亡率（人口千対）は、12.5と前年より0.5ポイント下回り、県平均より1.0ポ
イント下回り、全国平均より1.4ポイント上回っています。
  平成24年以降の年次推移をみると全体的に増加傾向にあり、県南地域では平成24年では
11.9でしたが、令和２年は12.5と0.6ポイント増加しています。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2

県南 7.9 8.0 8.0 7.9 7.6 7.3 6.7 6.6 5.8

福島県 7.0 7.4 7.5 7.5 7.3 7.1 6.8 6.3 6.2

全国 8.2 8.2 8.0 8.0 7.8 7.6 7.4 7.0 6.8

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

出生率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2

県南 11.9 11.1 11.9 11.8 12.6 12.6 12.7 13.0 12.5

福島県 11.9 12.2 12.2 12.7 12.8 13.2 13.4 13.7 13.5

全国 10.0 10.1 10.1 10.3 10.5 10.8 11.0 11.2 11.1

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

死亡率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2

県南 -4.0 -3.1 -3.9 -4.0 -5.0 -5.3 -6.0 -6.5 -6.7

福島県 -4.9 -4.6 -4.7 -5.3 -5.5 -6.2 -6.6 -7.3 -7.3

全国 -1.7 -1.9 -2.1 -2.3 -2.6 -3.2 -3.6 -4.2 -4.3

-8.0
-7.0
-6.0
-5.0
-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0

自然増加率
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　　　（５） 新生児死亡

　　　（６） 死産
　令和２年の死産率（出産千対）は、35.8で前年より20.6ポイント上回り、県平均より13.1
ポイント、全国平均より15.7ポイントそれぞれ上回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、上下の変動幅が大きく推移しており、平成24年では
25.1でしたが、令和２年は35.8と10.7ポイント上回っています。

　令和２年の乳児死亡率（出生千対）は、0.0で前年より3.3ポイント下回り、県平均より2.5
ポイント、全国平均より18.8ポイント下回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、県平均、全国平均を上回った年もあれば、下回った年
もあるなど上下の変動幅が大きくなっています。平成24年では2.6でしたが、令和２年は0.0
と2.6ポイント下回っています。

　令和２年の新生児死亡率（出生千対）は、0.0で前年より1.1ポイント下回り、県平均より
1.0ポイント、全国平均より0.8ポイント下回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、県平均、全国平均を上回った年もあれば、下回った年
もあるなど上下の変動幅が大きくなっています。平成24年では1.7でしたが、令和２年は0.0
と1.7ポイント下回っています。

　　　（４） 乳児死亡

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2

県南 2.6 1.7 3.4 4.4 0.9 1.9 4.2 3.3 0.0

福島県 2.2 1.6 1.9 2.4 2.0 1.7 2.2 2.5 2.5

全国 2.2 2.1 2.1 1.9 2.0 1.9 1.9 1.9 1.8

0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
4
4.5
5

乳児死亡率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2

県南 1.7 0 1.7 2.6 0.9 1.0 2.1 1.1 0.0

福島県 0.9 0.6 0.7 1.1 0.9 0.7 0.8 0.9 1.0

全国 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

新生児死亡率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県南 25.1 20.9 17.7 23.3 11.9 23.8 19.8 15.2 35.8

福島県 27.4 25.8 23.1 24.7 21.8 21.9 20.8 23.1 22.7

全国 23.4 22.9 22.9 22.0 21.0 21.1 20.9 22.0 20.1

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0

死産率
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＜参考資料：平成24年～令和２年人口動態統計（確定数）の概況（福島県）＞

　　　（８） 婚姻

　　　（７） 周産期死亡
　令和２年の周産期死亡率（出産千対）は、7.4で前年より5.2ポイント上回り、県平均より
3.5ポイント、全国平均より4.2ポイントそれぞれ上回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、県平均、全国平均を上回った年もあれば、下回った年
もあるなど上下の幅が大きく推移しており、平成24年では4.3でしたが、令和元年は7.4と3.1
ポイント上回っています。

　令和２年の離婚率（人口千対）は、1.82で前年より0.46ポイント上回り、県平均より0.19
ポイント、全国平均より0.25ポイント上回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、全体的に横ばい傾向を示しております。平成24年では
1.78で、令和２年は1.82と0.04ポイント上回っています。

　　　（９） 離婚

　令和２年の婚姻率（人口千対）は、3.6で前年より0.5ポイント下回っており、県平均と同
じですが、全国平均より0.7ポイント下回っています。
　平成24年以降の年次推移をみると、全体的に減少傾向にあり、平成24年では4.9でしたが、
令和２年は3.6と1.3ポイント下回っています。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県南 4.3 8.5 2.6 7.0 2.8 4.8 9.5 2.2 7.4

福島県 4.6 5.3 3.4 5.1 4.6 3.9 3.9 3.1 3.9

全国 4.0 3.7 3.7 3.7 3.6 3.5 3.3 3.4 3.2

2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0
10.0

周産期死亡率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県南 4.9 4.7 4.6 4.3 4.3 4.2 4.3 4.1 3.6

福島県 4.7 4.7 4.5 4.7 4.6 4.3 4.2 4.1 3.7

全国 5.3 5.3 5.1 5.1 5.0 4.9 4.7 4.8 4.3

3

3.5

4

4.5

5

5.5

6

婚姻率

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県南 1.78 1.78 1.75 1.76 1.47 1.38 1.82

福島県 1.64 1.64 1.73 1.71 1.67 1.63 1.63

全国 1.77 1.81 1.73 1.70 1.68 1.69 1.57

1.00

1.50

2.00

離婚率
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27.3%

26.2%

26.4%

23.7%

26.2%

25.5%

18.0%

18.2%

17.7%

18.3%

17.5%

15.7%

11.4%

10.8%

10.6%

9.5%

8.7%

8.8%

9.4%

6.3%

7.7%

7.9%

7.4%

5.5%

4.3%

4.8%

4.7%

4.1%

3.2%

3.1%

29.6%

33.7%

32.9%

36.5%

37.0%

41.4%

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

福島県

（令和２年）

＜参考資料：平成２８年～令和２年人口動態統計（確定数）の概況（福島県）＞

２ 県南地域の死因の推移

悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎



３　市町村別標準化死亡比（ＳＭＲ）：男性 （平成２６～３０年） (出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部)

死因

市町村

県 南 保 健 所 112.55 113.27 134.71 131.39 107.66 105.49 100.02 63.79 153.82 137.99

白 河 市 101.60 105.14 128.05 111.92 77.91 270.06 61.24 64.47 135.04 140.22

西 郷 村 95.29 91.05 108.20 142.25 71.69 94.62 68.22 71.09 78.71 110.03

泉 崎 村 98.81 118.09 81.75 117.00 116.35 146.15 124.86 48.76 172.10 72.88

中 島 村 108.05 111.30 94.61 111.85 129.54 49.37 120.28 21.60 175.91 93.92

矢 吹 町 107.94 107.64 142.95 102.13 119.22 66.03 102.86 37.35 135.32 174.39

棚 倉 町 136.78 139.74 137.34 193.07 139.75 119.81 155.56 42.89 238.88 150.89

矢 祭 町 180.99 169.95 226.51 200.50 211.75 288.21 276.27 195.32 264.38 165.68

塙 町 149.90 145.26 190.74 134.74 188.13 105.40 247.22 53.30 244.48 154.19

鮫 川 村 159.08 133.27 216.73 235.74 236.25 133.66 0.00 119.84 219.59 119.84

　当該市町村死亡数：市町村別（死因別）死亡数

　当該市町村５年階層別人口：市町村５歳階級別人口（資料：福島県の推計人口　年齢５歳階級別人口　平成26～30年10月1日現在）
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　基準年齢階級別死亡率：全国５歳階級別死亡数／全国５歳階級別人口（資料：人口動態統計（平成28年）　年齢５歳階級別人口（平成28年10月1日現在）、厚生労働省ホームページ）

※　ＳＭＲ　＝

肺  炎 肝疾患 腎不全 老　衰

ＳＭＲ＝１００：全国平均値
ＳＭＲ＞１００：全国平均値以上
ＳＭＲ＜１００：全国平均値以下

悪  性
新生物

心疾患
(高血圧症を除

く)

当該市町村死亡数

Σ当該市町村年齢階級別人口×基準年齢階級別死亡率

脳血管
疾　患

不慮の
事　故

自　殺総死亡



３　市町村別標準化死亡比（ＳＭＲ）：女性 （平成２６～３０年） (出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部)

死因

市町村

県 南 保 健 所 121.79 104.93 147.76 183.38 122.42 107.86 87.40 87.41 178.90 114.00

白 河 市 108.09 104.35 113.24 185.46 104.92 114.24 75.49 71.75 177.77 118.31

西 郷 村 117.73 89.88 112.62 189.97 74.07 88.17 91.60 115.37 207.31 78.75

泉 崎 村 131.61 104.68 117.36 183.20 158.37 68.21 121.08 127.63 138.25 125.19

中 島 村 114.78 100.23 157.76 150.89 76.97 0.00 80.23 107.70 179.90 83.54

矢 吹 町 113.02 107.03 137.78 161.46 121.81 206.11 129.89 49.12 97.31 68.28

棚 倉 町 132.88 121.39 159.11 213.75 112.91 61.54 43.18 61.96 160.65 165.92

矢 祭 町 197.71 273.63 393.01 181.00 221.57 147.31 170.49 270.36 307.35 127.66

塙 町 145.35 99.00 252.45 173.66 226.14 99.62 44.41 59.57 236.81 164.66

鮫 川 村 187.87 112.47 316.10 170.43 316.90 0.00 178.22 154.93 224.26 124.16

　当該市町村死亡数：市町村別（死因別）死亡数

　当該市町村５年階層別人口：市町村５歳階級別人口（資料：福島県の推計人口　年齢５歳階級別人口　平成26～30年10月1日現在）
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　基準年齢階級別死亡率：全国５歳階級別死亡数／全国５歳階級別人口（資料：人口動態統計（平成28年）　年齢５歳階級別人口（平成28年10月1日現在）、厚生労働省ホームページ）

※　ＳＭＲ　＝

肺  炎 肝疾患 腎不全 老　衰

ＳＭＲ＝１００：全国平均値
ＳＭＲ＞１００：全国平均値以上
ＳＭＲ＜１００：全国平均値以下

悪  性
新生物

心疾患
(高血圧症を除

く)

当該市町村死亡数

Σ当該市町村年齢階級別人口×基準年齢階級別死亡率

脳血管
疾　患

不慮の
事　故

自　殺総死亡



４　死亡数（選択死因・市町村別）：男性　

死因

市町村

県 南 保 健 所 4,450 2 1,448 51 21 742 422 379 95 1 64 72 86 204 122

白 河 市 1,724 1 577 17 4 303 167 117 41 0 26 19 38 77 53

西 郷 村 544 0 168 8 3 86 56 37 11 0 8 7 14 15 14

泉 崎 村 173 0 67 2 1 20 18 19 2 0 4 4 3 10 3

中 島 村 147 0 49 3 1 18 11 16 5 0 1 3 1 8 3

矢 吹 町 525 0 169 4 2 97 39 51 17 0 5 9 6 22 19

棚 倉 町 530 0 175 6 7 74 58 48 8 0 7 11 6 31 13

矢 祭 町 287 0 87 2 2 50 25 29 5 0 7 8 10 14 6

塙 町 367 1 115 7 1 65 31 41 3 1 4 11 4 20 8

鮫 川 村 153 0 41 2 0 29 17 21 3 0 2 0 4 7 3

(出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部)

（単位：人）

肺  炎 自　殺肝疾患 腎不全 老　衰
不慮の
事　故

慢性閉
塞性肺
疾患

喘　息
脳血管
疾　患

高血圧
性疾患

糖尿病
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（平成２６～３０年）

総死亡 結  核
悪  性
新生物

心疾患
(高血圧症を

除く)



４　死亡数（選択死因・市町村別）：女性　

死因

市町村

県 南 保 健 所 4,343 3 896 42 33 880 590 342 16 6 35 62 342 168 42

白 河 市 1,661 1 384 13 11 291 258 127 6 2 16 23 125 72 19

西 郷 村 584 0 107 8 7 93 85 29 2 0 4 9 62 27 4

泉 崎 村 215 0 41 3 2 32 27 21 0 1 1 4 22 6 2

中 島 村 144 0 30 1 0 33 17 8 0 0 0 2 15 6 1

矢 吹 町 486 1 110 4 1 99 62 41 6 2 8 11 22 11 3

棚 倉 町 471 0 103 6 8 94 68 30 1 0 2 3 25 15 6

矢 祭 町 292 0 44 1 1 97 24 25 0 0 2 5 42 12 2

塙 町 330 0 54 5 2 96 36 40 1 0 2 2 15 14 4

鮫 川 村 160 1 23 1 1 45 13 21 0 1 0 3 14 5 1

(出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部)
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腎不全 老　衰

（平成２６～３０年）

総死亡 結  核
悪  性
新生物

糖尿病
高血圧
性疾患

（単位：人）

心疾患
(高血圧症を

除く)

脳血管
疾　患

不慮の
事　故

自　殺肺  炎
慢性閉
塞性肺
疾患

喘　息 肝疾患



区    分
悪 性 新生

物
（ 全 体 ）

食 道 胃 結 腸
直腸S状結腸
移行及び直腸

肝及び肝内
胆 管

胆 の う 及 び
その他胆道

膵
気管、気管
支 及 び 肺

乳 房 子 宮 白 血 病

県南地域 335.4 14.3 61.4 25.7 15.0 16.4 17.8 31.4 55.7 2.1 6.4 10.0

白 河 市 300.4 18.3 51.4 23.2 16.6 16.6 19.9 28.2 46.5 3.3 3.3 10.0

西 郷 村 240.0 9.8 53.9 14.7 0.0 9.8 24.5 39.2 29.4 4.9 4.9 0.0

泉 崎 村 347.1 15.8 63.1 31.6 15.8 0.0 0.0 31.6 78.9 0.0 0.0 31.6

中 島 村 328.4 20.5 41.1 20.5 0.0 41.1 0.0 0.0 20.5 0.0 0.0 20.5

矢 吹 町 386.9 11.7 58.6 23.4 5.9 0.0 17.6 35.2 117.2 0.0 11.7 5.9

棚 倉 町 472.7 14.5 109.1 36.4 21.8 50.9 21.8 36.4 58.2 0.0 7.3 21.8

矢 祭 町 499.0 0.0 89.1 35.6 71.3 17.8 35.6 0.0 89.1 0.0 35.6 0.0

塙 町 325.2 0.0 58.1 34.8 11.6 11.6 0.0 69.7 34.8 0.0 11.6 11.6

鮫 川 村 468.8 31.3 93.8 62.5 31.3 0.0 0.0 0.0 62.5 0.0 0.0 0.0

(平成30年）

(出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部)

５　市町村別悪性新生物部位別死亡率（人口１０万対）
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６   病類別生活習慣病死亡率（人口１０万対）及び割合（％）県南・県・国比較

割合（％）

県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国 県南 県 国

合 計 681.7 698.9 557.4 100.0% 100.0% 100.0% 748.8 697.8 562.2 100.0% 100.0% 100.0% 716.2 713.1 570.9 100.0% 100.0% 100.0% 720.8 702.7 564.5 100.0% 100.0% 100.0%

脳 血 管 疾 患 129.3 130.1 89.4 19.0% 18.6% 16.0% 143.5 125.9 89.6 19.2% 18.0% 15.9% 136.4 127.4 88.2 19.1% 17.9% 15.4% 134.2 120.6 85.6 18.6% 17.2% 15.2%

（脳内出血） 25.5 34.3 25.6 3.7% 4.9% 4.6% 35.0 31.9 25.7 4.7% 4.6% 4.6% 34.6 33.3 26.2 4.8% 4.7% 4.6% 35.0 32.6 26.1 4.9% 4.6% 4.6%

（脳梗塞） 90.8 81.6 51.5 13.3% 11.7% 9.2% 90.3 77.7 51.6 12.1% 11.1% 9.2% 87.7 79.4 49.8 12.2% 11.1% 8.7% 84.2 73.2 47.7 11.7% 10.4% 8.5%

（その他） 13.1 14.2 12.2 1.9% 2.0% 2.2% 18.2 16.2 12.3 2.4% 2.3% 2.2% 14.1 14.7 12.1 2.0% 2.1% 2.1% 15.0 14.7 11.7 2.1% 2.1% 2.1%

悪 性 新 生 物 331.5 330.8 295.5 48.6% 47.3% 53.0% 361.1 339.2 298.2 48.2% 48.6% 53.0% 329.5 343.4 299.5 46.0% 48.2% 52.5% 335.4 336.2 295.5 46.5% 47.8% 52.3%

（食道） 10.3 9.4 9.4 1.5% 1.4% 1.7% 11.2 9.7 9.2 1.5% 1.4% 1.6% 7.1 10.3 9.3 1.0% 1.4% 1.6% 14.3 9.1 9.0 2.0% 1.3% 1.6%

（胃） 44.7 42.7 37.2 6.6% 6.1% 6.7% 55.3 46.8 36.4 7.4% 6.7% 6.5% 43.1 44.1 36.3 6.0% 6.2% 6.4% 61.4 42.2 35.0 8.5% 6.0% 6.2%

（結腸） 38.5 34.4 27.4 5.7% 4.9% 4.9% 28.7 33.6 27.6 3.8% 4.8% 4.9% 31.8 33.6 28.4 4.4% 4.7% 5.0% 25.7 32.5 28.0 3.6% 4.6% 5.0%

（ 直 腸 及 び S 字 結 腸 ） 12.4 14.4 12.3 1.8% 2.1% 2.2% 9.8 14.3 12.5 1.3% 2.1% 2.2% 19.1 15.8 12.3 2.7% 2.2% 2.2% 21.4 16.6 12.1 3.0% 2.4% 2.1%

（肝臓） 17.9 21.5 23.1 2.6% 3.1% 4.1% 29.4 21.3 22.8 3.9% 3.1% 4.1% 15.6 21.5 21.8 2.2% 3.0% 3.8% 24.3 21.7 20.5 3.4% 3.1% 3.6%

（胆のう） 20.6 19.7 14.5 3.0% 2.8% 2.6% 25.2 22.3 14.4 3.4% 3.2% 2.6% 17.7 20.8 14.6 2.5% 2.9% 2.6% 16.4 19.3 14.4 2.3% 2.8% 2.6%

（膵臓） 24.1 29.5 25.4 3.5% 4.2% 4.6% 24.5 29.1 26.8 3.3% 4.2% 4.8% 34.6 31.1 27.5 4.8% 4.4% 4.8% 31.4 30.8 28.0 4.4% 4.4% 5.0%

（ 気 管 ・ 気 管 支 ・ 肺 ） 70.2 66.0 59.4 10.3% 9.4% 10.6% 51.8 65.5 59.0 6.9% 9.4% 10.5% 56.6 66.1 59.5 7.9% 9.3% 10.4% 55.7 65.3 58.8 7.7% 9.3% 10.4%

（乳房） 4.8 10.1 10.9 0.7% 1.4% 2.0% 18.2 12.5 11.3 2.4% 1.8% 2.0% 9.9 10.7 11.5 1.4% 1.5% 2.0% 2.1 11.6 11.7 0.3% 1.7% 2.1%

（子宮） 6.2 4.8 5.1 0.9% 0.7% 0.9% 6.3 5.7 5.1 0.8% 0.8% 0.9% 12.0 6.0 5.3 1.7% 0.8% 0.9% 6.4 5.9 5.4 0.9% 0.8% 1.0%

（白血病） 5.5 6.2 6.9 0.8% 0.9% 1.2% 8.4 6.8 7.0 1.1% 1.0% 1.3% 5.7 6.9 6.9 0.8% 1.0% 1.2% 10.0 9.0 7.0 1.4% 1.3% 1.2%

（その他） 76.4 71.9 64.0 11.2% 10.3% 11.5% 92.4 71.6 66.2 12.3% 10.3% 11.8% 76.4 76.5 66.3 10.7% 10.7% 11.6% 66.4 72.2 65.8 9.2% 10.3% 11.6%

心 疾 患 203.6 215.7 156.5 29.9% 30.9% 28.1% 227.4 208.6 158.2 30.4% 29.9% 28.1% 229.8 217.0 164.3 32.1% 30.4% 28.8% 224.1 217.5 164.7 31.1% 31.0% 29.2%

（急性心筋梗塞） 61.9 74.7 29.7 9.1% 10.7% 5.3% 58.1 63.9 28.7 7.8% 9.2% 5.1% 61.5 63.1 28.0 8.6% 8.8% 4.9% 60.7 57.7 26.5 8.4% 8.2% 4.7%

（心不全） 64.7 72.1 57.3 9.5% 10.3% 10.3% 81.9 73.2 58.8 10.9% 10.5% 10.5% 83.4 80.9 64.8 11.6% 11.3% 11.4% 84.9 81.8 65.9 11.8% 11.6% 11.7%

（その他） 77.0 68.9 69.4 11.3% 9.9% 12.5% 87.5 71.4 70.7 11.7% 10.2% 12.6% 84.8 73.0 71.5 11.8% 10.2% 12.5% 78.5 78.0 72.3 10.9% 11.1% 12.8%

高 血 圧 疾 患 5.5 7.7 5.4 0.8% 1.1% 1.0% 4.2 7.9 5.5 0.6% 1.1% 1.0% 7.8 10.4 7.7 1.1% 1.5% 1.3% 7.9 11.1 7.6 1.1% 1.6% 1.3%

糖 尿 病 11.7 14.7 10.6 1.7% 2.1% 1.9% 12.6 16.3 10.8 1.7% 2.3% 1.9% 12.7 15.0 11.2 1.8% 2.1% 2.0% 19.3 17.3 11.2 2.7% 2.5% 2.0%

-
1
5
-

(出典：保健統計の概況（令和元年版）福島県保健福祉部（公表日：令和3年3月19日）)

平成29年

死亡率 割合（％）

平成30年

死亡率 割合（％）死亡率死亡率

平成28年平成27年

割合（％）
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令和４年度県南保健福祉事務所の基本方針及び重点施策 

 

（基本方針） 

令和４年３月に改訂された「福島県保健医療福祉復興ビジョン」においては、子

どもたちが親の世代となる３０年ほど先を視野に入れ、令和１２年度までを期間と

して「目指す将来の姿」を実現するための５つの基本目標が掲げられています。 

県南保健福祉事務所においては、地域における保健・医療・福祉を取り巻く諸課

題に対応し、保健医療福祉復興ビジョンの５つの基本方針を達成するための重点施

策を積極的かつ効果的に進めてまいります。 

 

（重点施策） 

 

(1) 保健・医療・福祉の連携の推進 

 住民が可能な限り住み慣れた地域で、健康を維持しながら自立した日常生活

を営むことができるよう、保健・医療・福祉の向上と増進のため関係機関の役

割分担を明確にしながら連携のさらなる推進を図ります。 

(2) 復興へ向けた心身の健康支援対策の推進 

 被災者の健康状態の悪化予防及び健康不安の解消を図るため、避難生活の長

期化や生活環境の変化など被災者や被災市町村の置かれている状況を踏まえつ

つ、心のケアを含めた健康サポート・相談支援等の事業を実施するなど、今後

も市町村や関係団体と連携して、被災者に寄り添った支援を実施します。 

(3) 県産加工食品の安全性の確保 

食品等事業者に対し、食品衛生管理手法の国際標準となっているHACCPによる

衛生管理に放射性物質対策を加えた「ふくしまHACCP」の導入を推進し、加工

食品の安全性の確保に努めます。 

 

１ 全国に誇れる健康長寿の実現  

(1) 健康づくり県民運動の推進と健康づくり体制の整備 

ア 住民一人ひとりが実践する健康づくりを基本に、家庭、学校、職域、地域が

一体となって、ふくしま“食の基本”推進キャンペーンなどの健康的な生活習

慣の確立等に取り組む「健康づくり県民運動」の展開を図り、関係機関との連

携により健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目指します。 

イ 県民の様々なライフステージに応じた健康の保持・増進を図るため、地域保

健・職域保健の連携を強化し健康経営の積極的な推進を図るとともに、自殺者

の減少を目標に市町村が取り組む自殺関連事業を支援します。 

ウ 健康増進センターなどの専門機関と連携し、健康づくりに関する医療等のデ

ータを活用した地域の健康課題の見える化を図ることによって効果的な健康情
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報を提供するとともに、民間企業のノウハウも活用しながら健康づくりに取り

組む市町村や事業所等の支援に努めます。 

 

(2) 生活習慣病等予防対策の推進 

ア 生涯を通じた生活習慣病の予防推進を図るため、喫煙、栄養・食生活、身体

活動・運動、休養・心の健康、飲酒、歯・口腔の健康などについて望ましい生

活習慣の確立を目指すとともに、住民一人ひとりが健康に関心を持ち、健康づ

くりに取り組みやすいよう、受動喫煙防止等の普及啓発による健康意識の向上

や健康を支える環境の整備を図ります。 

イ がん予防に関する正しい知識の普及啓発を図り、がん検診の受診率向上に努

めるとともに、医療保険者による特定健診・特定保健指導の着実な実施を支援

し、生活習慣病の発症予防や重症化予防の徹底を目指します。 

ウ う蝕や歯周疾患等の歯科疾患に関する予防意識の浸透を図り、口腔の健康の保持

増進を図るため、関係機関との連携の下にライフステージに応じた歯科保健思想の普

及啓発を図ります。 

  また、震災後、顕著となっている子どものむし歯増加への対応として、安全で高い

効果が得られるフッ化物洗口事業の推進を図ります。 

(3) 地域包括ケアシステムの深化と推進 

 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが

できるよう、市町村や関係団体と連携しながら、医療・介護・介護予防・住ま

い・生活支援を一体的に提供していく地域包括ケアシステムの深化と推進に取

り組みます。 

(4) 健全な食生活を育むための食育の推進 

 住民一人ひとりが、自らの食を見直し、健全な食生活と豊かな人間性を育む

ために、家庭、学校、地域が一体となった食育の取組みを推進します。 

 

２ 質の高い地域医療提供体制の確保 

(1) 医療従事者の確保と資質の向上 

ア  将来的に県南地域への医師の確保・定着を図るため、医学生を対象とした県

南地域の魅力と医療の現状を理解する地域医療体験研修及び小学生を対象とし

た地域の医療、福祉等を学ぶ親子学習会に継続して取り組みます。 

イ 限られた医療資源において、医療従事者の資質の向上に努めます。 

(2) 安全、安心な医療サービスの確保 

 保健・医療・福祉の連携を強化するとともに、住民が、安全で安心できる医

療が受けられるよう、福島県地域医療構想（県南区域）等に基づき、医療機能

の分化と連携に向けて医療機関の取組みへの支援を行い、安全で質の高い効率

的な医療提供体制の確保を推進します。 
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(3) 感染症対策の推進 

 感染症発生時には疫学調査等を実施し、まん延防止を図るとともに、感染症

に関する正しい知識の普及を行います。 

また、予防接種や感染症についての情報提供に努めるほか、エイズ等の検査

を実施するとともに、肝炎については、相談や検査の受検機会の拡大に努めま

す。 

特に、新型コロナウイルス感染症については、市町村や医療機関、医療関係団体等 

と連携しながら、感染予防対策に関する情報提供に努めるとともに、感染拡大防止対 

策に取り組みます。 

 

３ 安心して子どもを生み育てられる環境づくり 

(1) 子育て支援サービスの充実 

ア 保育施設の整備の促進及び保育の質の向上や、認可外保育施設への支援など

多様なニーズに対応した子育て支援サービスの推進に努めます。 

イ 妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行う「子育て世代包括支援センター」につ

いて、支援が必要な家庭の早期把握・早期支援を行えるよう市町村への支援を行い、セン

ターの機能充実を図ります。  

(2) 思春期保健対策の推進  

 地域の保健・医療機関等との連携・協力体制を構築し、教育機関と一体とな

って、思春期の若者や保護者に対する思春期保健対策を推進します。 

(3) 青少年の健全育成を推進するための社会環境の整備 

 県青少年健全育成条例の適正な運用を図るため、有害図書類等に関する規制等を

行い、社会環境の健全化に努めます。 

 

４ いきいき暮らせる地域共生社会 

(1) 高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実 

 高齢者がその状態に応じた適切で質の高いサービスを利用できるよう、市町

村や事業者の支援・指導に努めるとともに、「うつくしま高齢者いきいきプラ

ン」に基づき、計画的に介護サービス基盤や高齢者が安心して暮らせる環境の

整備を推進します。 

(2) 障がいのある方の地域生活への移行支援 

ア  障がい者が、自分らしい生活と社会参加を実現できるよう、地域自立支援協

議会等の地域における障がい者の自立に対する理解促進と支援体制の充実を図

り、障がいのある方自身のニーズに適切に対応しながら、地域で安心して暮ら

すための取組みを進めます。 

イ  障がい者の就労支援や居住環境の整備など生活環境全般への取組み（介護、

生活訓練など）を積極的に展開するとともに、障がいのある方がより適切で質
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の高いサービスを利用できるよう市町村や事業者の支援・指導に努めます。 

(3) 生活支援の充実 

ア 生活保護法に基づき、生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じて必要な

保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長するこ

とを目的として、要保護者の必要に応じた各種の扶助を実施します。 

イ 就労可能な被保護者に対し、生活保護からの早期脱却を目指すため、就労自立に向

けた計画的、集中的な就労支援を実施します。 

ウ 長期入院している被保護者のうち、受入条件が整えば退院可能な者に対し、個々の

退院阻害要因の解消等を計画的に行うことにより、長期入院患者等の地域生活への移

行を促進します。また、被保護者の生活習慣病予防と健康管理支援に取り組みます。 

エ 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図

るため、生活困窮者等に対する、自立相談支援事業・住宅確保給付事業・子どもの学

習支援事業・一時生活支援事業を委託事業者と連携して実施します。 

 

５ 誰もが安全で安心できる生活の確保 

(1) 生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上 

 住民の生活に密接な関係を有する生活衛生関係営業施設に対する計画的な監

視指導の実施、営業者による適切な自主管理の実施に対する支援など、衛生水

準の維持向上のための対策を推進します。 

(2) 安全な水の安定的な供給 

ア 住民が安全な水を将来にわたって安定的に享受できるよう、水道事業者の適

正な供給管理体制と事業運営体制の維持、向上を支援します。 

イ 飲料水の安全・安心を確保するため、水道水の放射性物質モニタリング検査及び飲

用井戸水等の放射性物質検査の支援を行います。 

(3) 食品等の安全性の確保 

ア  消費者が安心して食品を選ぶことができるよう、消費者の視点を重視し、食

品関連事業者や消費者、関係機関と相互の連携を図りながら、生産から流通、

消費に至る一貫した食品安全確保対策を推進します。 

イ  食品等事業者に対し、食品衛生管理手法の国際標準となっているＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

に

よる衛生管理に放射性物質対策を加えた「ふくしまＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

」の導入を推進

し、加工食品の安全性の確保に努めます。 

ウ 県内産農林水産物を原料とする加工食品を中心に放射性物質検査を実施し、市場等

に流通する食品の安全確保と消費者の安心の実現を図ります。 

(4) 健康危機管理体制の強化 

   医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により、住民の生命・

健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防や拡大防止に関

する業務（健康危機管理）の充実強化に努めます。 
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(5) 災害時の保健医療福祉体制の強化 

ア  高齢者や障がい者等の避難行動要支援者を迅速かつ的確に安全な場所へ避難

させるため、避難行動要支援者避難支援個別計画の策定と要支援者避難訓練の

全市町村での実施を支援します。 

イ  災害発生時に備え、広域避難が生じた場合も想定した保健・医療・福祉の専

門職チーム（DHEAT等）の派遣体制の充実強化に取り組むとともに､避難行動要

支援者等の県内外の医療機関や福祉施設での受入確保など、関係団体との災害

時連携体制の強化を図ります。  
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Ⅱ 令和４年度主要事業計画   

 

１【復興へ向けた保健・医療・福祉の推進】 

 

（１）復興へ向けた心身の健康管理対策の推進  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

被災者健康サポート

事業 

借上げ住宅、復興公営住宅等で生活している被災者

等が健康的な生活を維持していくことができるよう、

健康支援活動の実施体制整備を図りながら、被災者に

対する健康支援活動を行う。 

（１）被災市町村連絡会の開催 

（２）被災者健康支援活動 

健康 

増進課 

 

子ども健やか訪問事業  震災により避難生活を余儀なくされている子どもを

持つ家庭を訪問し、心身の健康に関する相談、生活・育

児に関する相談等に対応することにより、子育て家庭の

不安の軽減を図ります。 

保健福

祉課 

 
（２）県産加工食品の安全性の確保 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

HACCPによる衛生管理

の導入推進 
食品等事業者に対し、食品衛生管理手法の国際標準

となっている HACCP による衛生管理に、放射性物質管

理を加えた県独自の衛生管理手法「ふくしま HACCP」の

導入を推進します。 

（１）専用アプリ及び業種別手引き書を用いた実習型 

研修会の開催 

（２）HACCP 導入済施設のフォローアップ 

衛生 

推進課 

 

 

２【全国に誇れる健康長寿の県づくり】 

 

（１）健康づくり県民運動の推進と健康づくり体制の整備  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

健康長寿ふくしま推

進事業 

「第二次健康ふくしま２１計画」の基本目標である

健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目指します。 

（１）ふくしま【健】民パスポート事業 

（２）ふくしま健康情報ステーション事業 

健康 

増進課 

 

 

県南の地域・職域連携

推進 

地域保健と職域保健が連携し、生涯を通した継続的な

保健サービスを提供する体制の整備を図ります。 

（１）県南の地域・職域連携推進協議会の開催 

（２）地域・職域連携事業  

（３）元気で働く職場応援事業 

自殺予防対策の充実 

 

 

 

 

 自殺者数の減少を目標に、自殺予防のための人材育

成及び相談支援体制の整備を図るとともに、関係機関

と連携し、市町村が取り組む自殺関連事業を支援しま

す。 

（１）県南地域自殺対策推進協議会 

保健 

福祉課 
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（２）自殺予防対策に係る人材育成研修会、 

キャンペーン等 

（３）自殺対策緊急強化基金事業(市町村事業補助金) 

保健師・栄養士等現

任教育支援事業 

 県南地域の健康課題について、市町村保健師等とと

もに、管理者研修、特定保健指導研修、地域診断、事

例検討等の研修会を開催し、資質の向上を図ります。 

総務 

企画課 

 

（２）生活習慣病等対策の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

たばこの健康影響対策

事業 
がんや循環器疾患などの様々な生活習慣病のリスク

因子となるたばこについて、管内住民の健康寿命の延

伸寄与することを目的に普及啓発活動を始めとする喫

煙対策と受動喫煙を推進します。 

（１） 世界禁煙デー・禁煙週間における啓発活動 

（２） 受動喫煙防止対策に関する相談・啓発 

（３）「空気のきれいな施設・車両」の普及拡大 

健康 

増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がん対策推進事業 がんの予防と早期発見のため、がんに対する知識の

普及やがん検診の受診率向上を目指し、利用しやすく

質の高いがん検診実施体制整備を実施します。 

（１）がん検診体制整備事業 

（２）企業連携健診・健診受診促進啓発事業 

（３）がん予防啓発事業 

特定給食施設管理事業 給食施設設置や管理者、給食従事者に対し、健康増

進に果たす給食の役割や給食運営等に関する情報提供

を行うことにより、住民の栄養の改善及び健康の保持

増進を図ります。 

（１）特定給食施設等巡回指導 

（２）特定給食施設等講習会の開催 

ふくしま”食の基本“

推進事業 
 県民の食行動や栄養摂取状況を改善し、生活習慣病

の発症・重症化予防を図るため、主食・主菜・副菜が

そろったバランスの良い食事に「減塩」を加えたふく

しま”食の基本”を県民に浸透させ、日々の実践につ

なげるための普及啓発、人材育成を実践する。 

（１） ふくしま”食の基本”推進キャンペーン 

（２） 事業推進のための体制整備事業 

（３） 減塩の環境づくり推進事業 

（４） うつくしま健康応援店の普及拡大 

健康長寿サポーター養

成講座 
 健康づくりに係る講座を開催し、その受講者を「福

島県健康長寿サポーター」に認定することで、サポー

ターの健康への意識改革を図るとともに県民への伝播

を図ります。 

（１） 「健康長寿サポーター養成」出前講座の実施 
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歯科保健対策 市町村の地域特性に応じた支援を行うために、市町

村歯科保健強化推進研修会及び検討会を開催し、歯科

保健支援体制の構築を図ると共に、地域住民の健康の

保持増進を推進します。 

（１）市町村歯科保健強化推進事業 

（２）地域歯科保健活動推進事業 

 

健康 

増進課 

 

 

 

歯科保健対策 生涯を通した歯の健康づくりを推進するため、在宅療

養者らに対し口腔保健指導を行うとともに、施設等の保

健担当者への助言指導を行います。 

（１）ヘル歯一ケア推進事業 

震災後、子どもの肥満やむし歯の増加が目立っている

ことから、これまで取り組んできた歯磨き指導や食生活

の指導を継続及び効果的なフッ化物歯面塗布を普及啓

発するとともに、安全で高い効果が得られるフッ化物洗

口事業を実施し、口腔衛生の切り口から子ども達の健康

を促し、健康増進を推進します。 

（１） こどものむし歯緊急対策事業 

 

（３）地域包括ケアシステムの深化と推進  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

在宅医療・介護連携

の推進 

 医療、介護、介護予防、住まい、生活支援が一体的

に提供される地域包括ケアシステムに向けた市町村等

の取組みを支援します。 

（１）県南地域在宅医療・介護連携推進会議 

（２）県南地域における退院支援ルール運用評価会議 

（３）地域医療構想調整会議 

総務 

企画課 

保健 

福祉課 

医療 

薬事課 

 

（４）健全な食生活を育むための食育の推進  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

市町村栄養・食生活

支援事業 

管内市町村において栄養・食生活の改善に関する施

策の充実及び推進を図るため、栄養・食生活事業の実

施状況や課題を把握するとともに、課題解決の為に優

先的に取り組むべき事業について助言等の支援を行い

ます。 

（１）市町村栄養士資質向上のための研修会及び検討

会等 

健康 

増進課 

 

 

 

 

３【地域医療の推進】 

 

（１）医療従事者等の確保と資質の向上  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

医師定着促進事業 将来的に県南地域へ医師が定着するよう、医学生を

対象とし、県南地域の魅力と医療の現状を理解する地

域医療体験研修等を行います。 

（１）地域医療体験研修事業 

総務 

企画課 
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（２）福島県立医大と連携した体験型実習の実施 

（３）小学生を対象とした医療現場見学等の親子学習

会の開催 

臨床研修医、実習生に

対する研修 

臨床研修病院からの研修医や保健医療福祉学生等の

実習生を受入れ、県南地域の保健・医療の現状を踏ま

えながら、研修や実習指導を行います。 

 

 

 

（２）安全、安心な医療サービスの確保  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

地域医療体制の整備 病院や診療所の医療機関における、院内感染対策を

はじめとする医療安全の確保を図ります。 

（１）県南地域医療安全ネットワーク会議の開催 

（２）医療法に基づく医療機関への定期的立入 

医療 

薬事課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急医療体制の整備 県南地域における救急医療関係協議会等にて情報交

換と問題点の協議を行います。 

（１）県南地域救急告知病院の夜間休日診療体制情報

の集約と提供 

献血者の確保 安定した献血者数を確保するため、各種啓発を行い

ます。 

また、骨髄バンクドナー登録を推進します。 

（１）街頭献血キャンペーン 

（２）献血協力事業所等の訪問 

（３）市町村献血担当者会議の開催 

（４）献血併行型骨髄ドナー登録実施 

医薬品の有効性・安

全性の確保 

適正な医薬分業の推進や薬事営業者等の立入指導に

より医薬品等による健康被害や毒物劇物による事故防

止及び麻薬等の管理の徹底を図ります。 

（１）薬局等薬事営業者への立入指導 

（２）毒物劇物営業者への立入指導 

（３）麻薬等取扱施設への立入指導 

薬物乱用の防止 

 

薬物乱用の低年齢化や違法薬物への対策のため、若

年層に重点をおいた普及啓発を行います。 

（１）小中高等学校の薬物乱用防止教室への講師派遣 

（２）「ダメ。ゼッタイ。」普及運動による啓発 

 

（３）感染症対策の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

感染症対策の推進 感染症の発生時には患者等に適切な医療を受ける機

会を提供するとともに、必要に応じて疫学調査や保健

指導を実施して感染症の拡散防止を図ります。 

また、関係機関に対する感染症情報の提供や地域住

民等に対する啓発も行います。 

（１）感染症発生時疫学調査や療養支援の実施 

（２）感染症発生動向調査事業 

医療 

薬事課 
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（３）感染症情報の定期的な発行 

（４）エイズ等予防対策事業 

（５）肝炎治療特別促進事業 

（６）社会福祉施設等感染症予防対策研修会の開催 

結核対策の推進 結核のまん延を防止するため、患者の療養支援や地

域住民に対する啓発を行います。 

（１）結核医療事業 （患者治療費の公費負担） 

（２）結核患者療養支援事業 

（患者検診・接触者健診、DOTSの実施等） 

（３）結核予防事業（普及啓発等） 

 

 

４【日本一安心して子どもを生み育てられる環境づくり】 

 

（１）子育て支援サービスの充実    

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

ふくしま保育料支援 

事業（ふくしま多子世

帯保育料軽減事業） 

３人以上の子どもを養育している世帯に対する保育

所保育料の軽減措置を行う市町村に対し補助金を交付

することで、子育てにかかる保護者の経済的な負担感

の軽減を図ります。 

保健 

福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て世代包括支援セ

ンター機能充実事業 

妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行う子

育て世代包括支援センターにおいて、市町村が支援の

必要な家庭の早期発見・早期支援を行うための体制を

整備し、センターの機能充実を図ります。 

子どもの目を守る健

診体制強化事業 

３歳児健康診査において、視覚検査の屈折検査を導

入し、治療可能な弱視の見逃しをなくし、早期治療に繋

げるため、屈折検査実施希望の市町村に対し、検査機器

を貸し出し、子どもの健康を守るための体制を強化し

ていきます。（３年間のモデル事業） 

 

（２）思春期保健対策の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

県南地域思春期保健

対策推進事業 

関係機関との連携・協力により、思春期保健の健康

問題や教育状況を把握・分析し、思春期保健対策の充

実に努めます。 

（１）思春期保健教育等実施状況調査の実施 

（２）若者の健康情報交換会の開催 

（３）関係機関等への情報提供 等 

保健 

福祉課 

 

 

（３）青少年の健全育成を推進するための社会環境の整備  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

青少年の健全育成の

推進 

 青少年健全育成条例により青少年の健全育成を推進

するための社会環境の整備を図ります。 

（１）有害図書類指定に係る図書類の購入及び指定後 

調査（年３回） 

総務 

企画課 
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（２）社会環境実態調査（図書類自動販売機実態調査

・図書類取扱業者実態調査） 

 

 

５【ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進】 

 

（１）高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

地域支援事業の充実 県南地域における高齢者福祉計画等の進捗状況の管

理や新計画策定に向けた課題の検討等を行います。 

さらに、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよ

うにするため、医療・介護・介護予防・住まい・生活支

援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化

と推進に向け、各市町村地域支援事業の充実の取組みを

支援します。 

（１） 高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画に係る

県南圏域連絡会議の開催 

（２） 地域包括ケアシステム体制構築圏域別連絡会議 

（３） 各市町村の地域支援事業の充実に向けて、 

研修会、情報交換会、地域ケア会議支援等 

保健 

福祉課 

 

おもいやり駐車場利用

制度の推進 

店舗や公共施設などに設けられている車いすマーク

のある駐車スペースを利用しやくするため、歩行が一

定程度困難と認められる方に利用証を交付する「おも

いやり駐車場利用制度」の推進を図ります。 

 

（２）障がいのある方の地域生活への移行支援  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

障がい者の地域移行

・地域定着推進事業 

 障がい者の地域移行・地域定着に関する保健・医療

・福祉の相互理解を促進するため、地域の関係者との

協同し地域生活の定着を目指します。 

（１）精神障がい者地域移行・地域定着支援事業に係 

る研修会等の開催 

（２）県南地域生活移行圏域連絡会の開催 

保健 

福祉課 

 

 

 

 

 相談支援体制及び生

活を支えるサービス

の充実 

 地域自立支援協議会を中心として、相談支援体制や

生活を支えるサービスの充実が図られるよう、市町村

の取り組みを支援します。 

（１）市町村の相談支援体制整備への助言・指導 

（２）専門的な療育指導及び相談支援 

（３）重度障がい者支援事業、市町村地域生活支援事 

  業補助金 

難病対策の推進事業 医療費支給により医療費の負担軽減を図るととも

に、関係機関と連携を図り、患者・家族等が安心して

療養生活を送ることができるよう支援体制の整備を図

ります。 

（１）特定医療費支給認定 

（２）難病在宅療養者支援体制整備事業 

健康 

増進課 
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・難病患者地域支援連絡会議 

・医療相談事業 

・相談指導事業 

・訪問診療事業 

・難病ボランティア活動支援 

（３）遷延性意識障害者治療研究事業 

（４）先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 

（５）原子爆弾被爆者対策事業 

（６）石綿による健康被害・救済給付事業 

 

 

 

 

 

（３）生活支援の充実 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

生活保護事業 生活に困窮する方に対して、健康で文化的な最低限

度の生活を保障するとともに、自立の助長に向け、そ

の困窮の程度に応じ、必要に応じた各種扶助を実施し

ます。 

また、保護受給者の課題に応じた援助方針を策定

し、適切な支援、各種調査等の実施、町村や医療機関

等の関係機関との連携の上、保護の適正な実施並びに

漏給・濫給の防止を目指します。 

生活 

保護課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労自立促進事業 就労可能な被保護者に対して、生活保護からの早期

自立を目指し、求職活動計画を策定し、受給者の能力

に応じた就労支援を実施します。 

また、ハローワークと連携し、被保護者の求職活動

状況や求人情報の共有化などを通して、被保護者の就

労による自立を目指します。 

 

被保護者健康管理支援

事業 

レセプトデータ等から健康管理支援の支援対象者を

選定し、支援対象者が健診を受診できるよう受診勧奨

を行うとともに、健康管理指導を行うなどにより、被

保護者の適切な医療扶助の実施を目指します。 

 

長期入院患者等退院促

進事業 

長期入院している被保護者のうち、退院可能な者に

対し、個々の退院阻害要因の解消や退院に向けた指導

援助を行うことにより、受け入れ先を確保し、地域生

活への移行を目指します。 

 

生活困窮者自立支援事

業 

（１）自立相談支援事業 

生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至

る前の段階で、生活困窮者を対象に、委託事業者

と連携して、課題解消に向け必要な情報提供及び

助言等を行い、必要なサービスの提供につなぎま

す。 

（２）住居確保給付金事業 

離職等により経済的に困窮し、住居を失った又

はそのおそれがある者を対象に、住居確保給付金
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を支給することにより、安定した住居の確保、さ

らに就労による自立を目指します。 

（３）子どもの学習支援事業 

   生活困窮者等の世帯の小学１年生以上高校３年

生以下（中退者･未入学者も含む）を対象に、委託 

事業者と連携して学習支援等を行い、貧困の世代

間連鎖の解消を目指します。 

（４）一時生活支援事業 

   居住を持たない者等を対象に、委託事業者と連

携し、一定期間内に限り宿泊場所等の提供を行

い、生活困窮者の自立の促進を目指します 

 

 

６【誰もが安全で安心できる生活の確保】 

 

（１）生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

生活衛生関係営業施設

の衛生確保事業 

生活衛生関係営業施設に対する計画的な監視指導の実

施、営業者による適切な自主管理に対する支援のほか、

旅館や公衆浴場の浴槽水の検査等を行い、衛生水準の維

持向上を図ります。 

（１）生活衛生関係営業施設の監視指導 

（２）旅館、公衆浴場の浴槽水のレジオネラ属菌検査 

（３）理容所・美容所における器具類のＡＴＰ検査 

衛生 

推進課 

 

 

 

 

（２）安全な水の安定的な供給 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

水道事業への支援及び

飲用井戸等の衛生対策

の推進 

水道事業者等に対し、水道施設の立入検査を実施し、

適正な水質管理や施設の維持管理等についての指導助言

を行うとともに、国庫補助を活用した水道施設の計画的

な整備促進の支援に努めます。 

また、安全な水の安定的な供給に資する知見等の情報

収集に努め、水道事業者等に対し必要な情報の提供に努

めます。 

（１）水道施設への立入指導（書類検査及び現場検査） 

（２）水道施設の計画的な整備促進への支援（水道国庫

補助事業（生活基盤施設耐震化等交付金等）の指

導及び助言） 

（３）飲用井戸等の衛生対策指導 

衛生 

推進課 

 

 

飲料水の放射性物質検

査事業 

飲料水の安全・安心を確保するため、水道水の放射性

物質モニタリング検査及び飲用井戸水等の放射性物質検

査の支援を行い、検査結果に応じて助言等を行います。 

 

（３）食品等の安全性の確保 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

食品の安全性の確保事 「令和４年度福島県食品衛生監視指導計画」に基づ 衛生 
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業 き、食品営業施設等の監視指導を重点的、効率的かつ効

果的に実施するほか、流通食品等の病原微生物などの各

種検査（収去検査）を実施し、飲食に起因する健康被害

や不良食品の発生を未然に防止するとともに、消費者や

食品等事業者に対し、食の安全に関する正しい知識の普

及啓発を図ります。 

（１）食品製造施設等の監視指導 

（２）食品表示の適正化に係る指導 

（３）食品の収去検査（食品の安全対策事業含む） 

（４）食品衛生思想の普及啓発 

推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 HACCP による衛生管

理の導入推進（再掲） 

食品等事業者に対し、食品衛生管理手法の国際標準

となっている HACCP による衛生管理に、放射性物質管

理を加えた県独自の衛生管理手法「ふくしま HACCP」の

導入を推進します。 

（１）専用アプリ及び業種別手引き書を用いた実習型 

研修会の開催 

（２）HACCP 導入済施設のフォローアップ 

食品の放射性物質検

査事業 

市場等に流通する食品の安全を確認するため、県内

産農林水産物を原材料とする加工食品を中心に放射

性物質検査を実施します。 

 

（４）健康危機管理体制の強化 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

健康危機管理体制整備

事業 

原因が特定できない健康被害の発生や、大規模な健

康被害が発生した時などの健康危機管理対策に万全を

期すため、関係機関との連携体制整備や平常時から模

擬訓練等による対応能力の向上を図り、マニュアルに

基づく迅速かつ適切な対応に努めます。 

（１）平常時対応 

・所内体制整備等 

・模擬訓練等の実施 

・災害時医薬品等の備蓄 

・災害時用医療資機材の保管管理 

（２）発生時対応（２４時間体制） 

医療 

薬事課 

 

 

 

（５）災害時の保健医療福祉体制の強化  

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

避難行動要支援者避難

支援個別計画策定等支

援 

避難行動要支援者を迅速かつ的確に安全な場所へ避

難させ、避難に伴う健康被害を最小限に抑えるため、

避難行動要支援者避難支援個別計画の策定と要支援者

避難訓練の全市町村での実施を支援します。 

水害や土砂災害に備えるため、浸水想定区域や土砂

災害警戒区域にある要配慮者利用施設における避難計

画の作成や避難訓練の実施について支援します。 

災害発生時に備え、広域避難が生じた場合も想定

総務 

企画課 
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した保健・医療・福祉の専門職チーム（DHEAT等）

の派遣体制の充実強化に取り組むとともに､避難行

動要支援者等の県内外の医療機関や福祉施設での受

入確保など、市町村や関係団体との災害時連携体制

の強化を図ります。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ３ 章 

 

 

令和３年度事業実績 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



大 項 目 中 項 目 小 項 目

Ⅰ 復興へ向けた保健・医療・福祉の推進　

１　復興へ向けた心身の健康管理対策の推進 (健康増進課）（保健福祉課）
（１） 被災者健康サポート事業（健康増進課）

（２） 子ども健やか訪問事業（保健福祉課）

２　県産加工品の安全性の確保（衛生推進課）
（１） ＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入推進

Ⅱ 全国に誇れる健康長寿の県づくり　

１　健康づくり県民運動の推進と健康づくり体制の整備（健康増進課・保健福祉課・総務企画課）

（１）　健康長寿ふくしま推進事業(健康増進課）

（２）　県南の地域・職域連携推進(健康増進課）

（３） 自殺予防対策の充実（保健福祉課）

（４）　自らの能力を発揮できる地域づくりの推進(保健福祉課）

（５）　

２　生活習慣病等対策の推進（健康増進課）

（１） 健康長寿のための予防啓発事業

（２）　特定給食施設管理事業

（３） ふくしま“食の基本”推進事業

（４）　地域の栄養サポート体制整備支援事業

（５）　健康長寿サポーター養成講座

（６）　歯科保健対策

３　地域包括ケアシステムの深化と推進（総務企画課・保健福祉課・医療薬事課）

（１）　在宅医療・介護連携の推進

４　健全な食生活を育むための食育の推進（健康増進課）

（１）　ふくしまからはじめよう。元気なふくしまっ子食環境整備事業

（２）　市町村栄養・食生活支援事業

Ⅲ　地域医療の推進

１　医療従事者等の確保と資質の向上（総務企画課）

（１）　医師定着促進事業

（２）　

２　安全･安心な医療サービスの確保（医療薬事課）

（１）　地域医療体制の整備

（２）　

（３）　献血者の確保

（４）　医薬品の有効性・安全性の確保

（５） 薬物乱用の防止

３　感染症対策の推進（医療薬事課）

（１） 感染症対策の推進

（２） 結核対策の推進

（３） 結核予防事業

救急医療体制の整備

　令和３年度県南保健福祉事務所事業体系

保健師・栄養士等現任教育支援事業（総務企画課）

臨床研修医、実習生に対する研修

－33－



大 項 目 中 項 目 小 項 目

Ⅳ 日本一安心して子どもを産み育てられる環境づくり

１　子育て支援サービスの充実（保健福祉課）

（１）　ふくしま保育料支援事業

（２）　子育て世代包括支援センター設置促進・機能充実事業

（３）　障がいのある子どもへの支援

（４）　

（５）　特定不妊治療費支援事業・不育症治療費支援事業

２　思春期保健対策の推進（保健福祉課）

（１）　

３　青少年の健全育成を推進するための社会環境の整備（総務企画課）

（１）　青少年の健全育成の推進

Ⅴ ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進

１　高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実（保健福祉課)

（１）　地域支援事業の充実

（２）　介護保険の認定

（３）　おもいやり駐車場利用制度推進事業

２　障がいのある方の地域生活への移行支援(保健福祉課・健康増進課）

（１）　障がい者の地域移行・地域定着推進事業（保健福祉課）

（２）　相談支援体制及び生活を支えるサービスの充実（保健福祉課）

（３） 難病対策の推進事業（健康増進課）

３　生活支援の充実（生活保護課）

（１）　生活保護事業

（２）　

（３）　

（４）　生活困窮者自立支援事業の実施状況

Ⅵ 誰もが安全で安心できる生活の確保

１　生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上（衛生推進課）

（１）　生活衛生関係営業施設の衛生確保事業

（２）　その他の事業

２　安全な水の安定的な供給（衛生推進課）

（１）　飲料水の安全確保事業

（２）　飲用井戸等の衛生対策指導

（３） 飲料水の放射性物質検査事業

３　食品等の安全性の確保（衛生推進課)

（１）　食品の安全性の確保事業

（２）　ＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入推進（再掲）

（３） 食品の放射性物質検査事業

４　健康危機管理体制の強化(医療薬事課）

（１）　健康危機管理体制整備事業

５　災害時の保健医療福祉体制の強化（総務企画課）
（１）　避難行動要支援者避難支援個別計画策定等支援

妊産婦等に対する支援事業

県南地域思春期保健対策推進事業

自立支援プログラムの実施状況

長期入院患者退院促進事業

－34－
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Ⅰ【復興へ向けた保健・医療・福祉の推進】 
 
Ⅰ－１ 復興へ向けた心身の健康管理対策の推進（健康増進課）（保健福祉課） 
 
（１） 被災者健康サポート事業（健康増進課） 

  東日本大震災及び原発事故の影響により、管内の復興公営住宅等で生活している被災者等

が健康的な生活を維持していくことができるよう健康支援活動簿実施体制の整備を図りな

がら健康支援活動を実施しました。 

   

① 被災市町村との連絡会の開催 

    被災者の健康支援を被災市町村等との緊密な連携のもとに継続的に実施するため、連

絡会及び打合せを行いました。 

ア 被災市町村との連絡会 

  双葉町５回実施 

イ 関係機関との打合せ    

心のケアセンターとの打合せ      ３回 

本庁、県社会福祉協議会主催の連絡会  ２回 

② 被災者健康支援事業 

心のケアセンターや社会福祉協議会等関係機関との連携のもとに、借上げ住宅及び復

興公営住宅入居者等に対する訪問及び健康相談活動等を実施しました。 

ア 集団支援 

      ○県南地域に避難している男性への健康支援（男遊クラブ） 

開催場所：白河市産業プラザ人材育成センター等 

開催回数：１０回 

参 加 者：延４９人 

内  容：運動、健康づくり、栄養・食生活、交流支援等 

      ○双葉町社協サロン(交流会) 

開催場所：白河市中央老人福祉センター 

開催回数：２回 

参 加 者：延１０人 

○白河市社協サロン 

開催場所：白河市中央老人福祉センター 

開催回数：１回 

参 加 者：１９人 

   イ 個別支援  

〇 災害公営住宅入居者支援 

家庭訪問件数：延１７５人 

（内訳：浪江町１１１人、南相馬市２９人、双葉町３５人） 

      〇 自宅再建者への支援 

家庭訪問件数：延１１３人 

（内訳：南相馬市１１人、浪江町８２人、双葉町２０人） 

 

（２）子ども健やか訪問事業（保健福祉課） 

避難生活をしている、１歳または４歳の誕生日を迎えるお子さんをお持ちのご家庭の訪問支

援を行いました。 

対応状況：訪問 ４人（浪江町４人） 
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Ⅰ－２ 県産加工食品の安全性の確保(衛生推進課) 
  
（１） ＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入推進 

食品事業者に対し、国際標準の食品衛生管理手法であるＨＡＣＣＰによる衛生管理に 

放射性物質対策をを加えた本県独自の「ふくしま食品衛生管理モデル」（通称：ふくしま 

ＨＡＣＣＰ）の導入を推進しました。 

 

① ＨＡＣＣＰ導入のための業種別手引きの作成配布、説明 

ＨＡＣＣＰ導入普及のため、施設の営業形態別や食品の種類別ごとに作成された支援マ

ニュアル「ふくしまＨＡＣＣＰ導入手引き書」を管内の新規営業許可申請者、その他対象

施設に配布し、説明しました。 

 

② 手引き書等を用いた研修会等の開催 

    食品事業者等を対象とする講習会において、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化につ

いて説明しました。 

■ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化について説明した衛生講習会 

区       分 実施回数 受講者数 

食品関係営業者等講習会 ６ １０３

食品衛生責任者養成講習会 ４ １６３

計 １０ ２６６

 

③ 食品事業者の衛生管理計画への指導・助言 

県が開発したスマートフォン用アプリを活用した「ふくしまＨＡＣＣＰ導入支援研修会」

は、新型コロナウイルス感染症の影響で開催できなかったため、施設調査の機会等に必要

に応じて衛生管理計画への指導助言を行うことにより、ＨＡＣＣＰ導入の促進を図りまし

た。 

  

 

Ⅱ【全国に誇れる健康長寿の県づくり】 
 
Ⅱ－１ 健康づくり県民運動の推進と健康づくり体制の整備（健康増進課） 
 
（１） 健康長寿ふくしま推進事業（健康増進課） 

（根拠）健康長寿推進に関する基本戦略、ふくしま【健】民パスポート事業実施要領、 

ふくしま健康情報ステーション事業実施要領､｢元気で働く職場｣応援事業実施要領 

生涯にわたり健やかで心豊かに生活できる「健康長寿社会」の実現に向け、食、運動、社

会参加を 3 本の柱に、管内の関係者と一体となった地域づくりを目指し、各事業を行いまし

た。 

 

  ① 市町村健康増進計画策定支援等 

（根拠）健康増進法第８条 

市町村の健康づくりの基本方針である健康増進計画の策定について、令和３年度に評価

改訂が必要な市町村はありませんでした。 
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＜参考＞健康増進計画策定状況(令和３年度末現在） 策定済み：９市町村 
市町村名 健康増進計画 第二次健康増進計画 第三次健康増進計画 

白河市 H16 年度～H25 年度 H26 年度～H35 年度  

西郷村 H15 年度～H19 年度 H26 年度～H29 年度 H30 年度～R9 年度 

泉崎村 －     － H31 年度～R5 年度 

中島村 － H29 年度～H38 年度  

矢吹町 H22 年度～H26 年度 H27 年度～H31 年度 R2 年度～R6 年度 

棚倉町 H18 年度～H27 年度 H28 年度～H37 年度  

矢祭町 H22 年度～H26 年度 H27 年度～H31 年度 R2 年度～R6 年度 

塙 町 － H27 年度～H34 年度  

鮫川村 H22 年度～H26 年度 H25 年度～R5 年度  

 
② 市町村健康づくり推進協議会に対する支援   

    各市町村が設置する市町村健康づくり推進協議会から委員と委嘱されている市町村に出
席又は書面開催により、健康づくり施策への助言等を行いました。 

・白河市２回、西郷村１回、塙町 1 回、 
中島村 1 回（書面開催）、矢吹町 1 回（書面開催） 

 
③ 健康増進事業技術的助言 

管内市町村における健康増進事業・栄養関係事業の実施状況や実施上の課題及びその対
応等についての情報交換や相談助言を目的として、管内市町村担当者会議を開催予定とし
ておりましたが、令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため書面開催しまし
た。 

 
④ 健康増進事業費補助事業 

    市町村が住民の健康の向上のため実施する健康増進事業に対して補助しました。 
（補助率２／３） 

⑤ ふくしま【健】民パスポート事業 
ア 事業の普及啓発に関すること 
  元気な職場応援事業、所主催会議・研修会、各種健康週間の機会にあわせ、チラシ等

配布による啓発活動を実施しました。 
イ 市町村との連携実施に関すること 
  市町村への実施に係る相談に対応しました。 

 
⑥ ふくしま健康情報ステーション事業（総務企画課） 

   福島県版健康データベース（FDB）事業 
令和３年度は事業の活用に向けた研修会に参加しました。 
・市町村の保健師等保健事業担当職員研修会（11/2：2 名、11/30：1 名参加） 

 
（２）県南の地域・職域連携推進（健康増進課） 

（根拠）地域保健法第４条、健康増進法第９条、県南の地域・職域連携推進協議会設置要項 
地域保健と職域保健が連携し、生涯を通した継続的な保健サービスを提供する体制の整備

を図りました。 
 

① 県南の地域・職域連携推進協議会の開催 
    月  日 令和４年２月１日（火）  
    実施方法 書面開催 

出 席 者 構成機関 22 機関 
     議  題 ア 情報共有「県南管内の健康課題について」 

イ 令和3年度県南の地域・職域連携推進事業の取組みについて 
ウ  県南管内における受動喫煙対策の取組みについて 
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② 地域・職域連携事業 

世界禁煙デー及び禁煙週間に合わせた普及啓発、世界 COPD デーに合わせた禁煙等の

普及啓発の実施 

 

③ 元気で働く職場応援事業 

管内の２事業所をモデル事業所として選定し、福島労働保健センター・管轄市町村・県

南地方振興局等と連携しながら、事業所の健康課題や健康増進対策のあり方等を整理し、

事業所の健康増進対策や職場環境改善等の支援を行いました。 

   ア 検討会の開催 ２回（令和３年５月２５日、７月６日） 

   イ モデル事業所における健康支援活動 

     ・民間企業健康プログラムを活用した事業の実施  

     ・モデル事業所健康増進対策の実施内容及び方法等の企画調整 

     ・元気で働く職場応援事業費補助金活用に関する支援 

      

（３）自殺予防対策の充実（保健福祉課） 

① 県南地域自殺対策推進協議会 

管内の自殺者の減少を図るため、市町村・医療・教育・労働・司法関係者等の関係機

関と情報共有や連携の推進を目的に実施しました。 

令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、書面開催としました。 

    日 時 令和 4 年 3 月 9 日（水）関係機関に送付 

    送付先 白河医師会、東白川郡医師会、白河警察署、棚倉警察署、福島県弁護士会白 

河支部、白河労働基準監督署、白河公共職業安定所（ハローワーク白河）、 

生活自立サポートセンター県中・県南事務所、福島県学校保健会東西しらか 

わ支部養護教諭研究会、管内各市町村（自殺対策担当）、管内各市町村地域 

包括支援センター、県南教育事務所、県南保健福祉事務所、白河地域広域市 

町村圏消防本部          

計 32 箇所 

    内 容 ・県南地域の自殺の現状について 

        ・関係機関における自殺対策の取組等について 

 

② 自殺予防対策に係る人材育成研修会、キャンペーン等 

   （根拠）福島県自殺対策推進行動計画 
自殺者の減少に向けて「福島県自殺対策推進行動計画」に基づき、自殺予防に関する普

及啓発の推進、市町村の自殺対策への支援等を実施しました。 
 

   ア 市町村人材育成事業（自殺予防セミナー）の開催 

自殺対策を担う人材として「ゲートキーパー」等の養成や県民一人ひとりが差別や偏

見なく多様性に寛容でともに支えあう意識が醸成されることを目的としています。 
※当所で実施している理容衛生講習会と共催で実施。 

 日時 場所 対象 参加人数  

令和3年10月4日（月） 
13：30～14：30 

サンフレッシュ白河 理容生活衛生同

業組合  
東白川支部 

 
22名 

令和3年10月25日（月） 
14：00～15：00 

矢吹町複合施設 
kokotto 

理容生活衛生同

業組合 
矢吹支部 

 
17名 
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イ 心の健康相談事業 

（根拠）福島県精神保健相談・訪問指導要領 

心の悩みや不安、アルコール、自殺、ひきこもりに関することなど様々な心の問題に

対して、心の健康相談窓口を設置し、精神科嘱託医及び保健師が相談に応じるとともに、

精神障がい者と医療機関の結びつけ、早期治療の促進、精神障がい者を持つ家族への対

応に関する助言等を行いました。 
 

相 談 区 分 開 催 回 数 
相  談  人  数  

実 人 数 延 人 数
心の健康相談  ＊ ４   5    5

その他来所相談 随 時 15 16

所外相談 随 時 3 4

電話相談 随 時 108 419

家庭訪問 随 時 12 38

計 143 482

注１）＊精神科医による相談  
注２）「相談人数」の「実人数」について、１人の相談者が２種類以上の「相談区分」

で相談実績がある場合（ex.その他来所相談＆電話相談）、実人数を把握するため一

番上の相談区分（ex.その他来所相談）のみに計上してます。 

 

ウ ひきこもり家族教室 

 （根拠）福島県精神保健相談・訪問指導要領 

ひきこもりに悩む家族に集まる場を提供し、家族同士で話し合い、学び合うこと家 

族の心理的な安定を図り、ひきこもりへの対応能力を高めることを目的にひきこもり 

家族教室を実施しました。 

  参 加 者  実7人 延べ11人 

  開催場所  県南保健福祉事務所 大会議室 

開催日時 内容等 

令和3年 

8月24日（火） 

13:30～15:00 

講話 「ひきこもりからを理解する～家族の関わり方～」 

講 師  特定非営利活動法人 ビーンズふくしま 

      理事長 若月 ちよ氏 

 

10月8日（金） 

13:30～15:00 

・ミニ講話 

「経済面から本人の将来を考える」 

・家族交流会  

助言者 福島県ひきこもり支援センター職員 

      県南保健福祉事務所職員 

 

12月3日（金） 

13:30～15:00 

 

・家族交流会  

助言者 福島県ひきこもり支援センター職員 

      県南保健福祉事務所職員 
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③ 自殺対策緊急強化基金事業(市町村事業補助金) 

自殺対策緊急強化基金事業 

（根拠）福島県自殺対策緊急強化基金事業実施要綱 
自殺者数の減少を図るため、県民ひとりひとりが追い込まれることなく、早期に相談窓

口を活用できるよう普及啓発活動等を実施し地域における自殺対策の強化を推進しまし

た。 
 

ア 普及啓発事業 

一般住民に対して、自殺や心の健康等に関する正しい知識や各種相談窓口の普及のた

め、自殺予防キャンペーンを実施しました。 
 

開 催 日  場    所 主な内容 配布数 備 考

令和3年7月 

12日,14日,15日 

白河高校、白河第二高校 
白河旭高校、白河実業高校、

修明高校、修明高校鮫川校、

塙工業高校、光南高校 

チラシ及び

啓発グッズ

の配布 

1,345部 
生徒（1年生）と

教職員へ配布 

令和4年2月 

18日,22日,24日 

管内地域包括支援センター

計11箇 
865部 

管内高齢者へ相

談窓口を周知す

るため配布 

令和4年2月24日 
白河労働基準監督署、白河

公共職業安定所 
150部 

各機関の来庁者

へ配布 

 
イ 市町村自殺対策強化支援事業 

（根拠）福島県自殺対策強化交付金交付要綱 
地域における自殺対策強化に必要な経費を交付し、地域の実情を踏まえて自主的に取 

り組む市町村の活動を支援するため、補助金を交付しました。 
・補助金交付市町村数       ９市町村 

・補助金交付額    ２，０１８，０００円 
 

（根拠）福島県新型コロナウイルス感染症セーフティネット補助金交付要綱 
地域における新型コロナウイルス感染症対応した自殺対策防止事業に必要な経費を交

付し、地域の実情を踏まえて柔軟かつ機動的に取り組む市町村の活動を支援するため、

補助金を交付しました。 
・補助金交付市町村数       １市町村 

・補助金交付額      １５１，０００円 
 

ウ うつ病家族教室 
うつ病の方の家族に対して、うつ病の基礎知識や対応方法の基本などの必要な情報を

伝えるとともに、自身の健康に目を向ける機会や家族同士の気持ちを分かち合う場を提

供すること、また家族の支える力を高めることを目的として、うつ病家族教室を開催し

ている。 
※令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から開催を中止した。 
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（４）自らの能力を発揮できる地域づくりの推進（保健福祉課） 

①  老人クラブ活動等事業 

（根拠）福島県老人クラブ活動等事業実施要綱 

老人クラブが行う、高齢者自らの生きがいを高め健康づくりを進める活動や、ボランテ

ィア活動をはじめとした地域を豊かにする活動等に対し補助金を交付しました。 

・実施市町村     ９市町村 

・補 助 額  ２，５４６千円 
 

② 百歳高齢者知事賀寿事業 

（根拠）百歳高齢者知事賀寿実施要綱 
百歳の高齢者に対し、その長寿を祝い、併せて県民の間に広く老人福祉についての関心

と理解を深めるとともに、老人の健康の増進に努める意欲を高めることを目的に、知事か

らの祝状及び記念品を贈呈しました。 
・令和３年度贈呈者数 ５３人 
 (令和２年度 ４６人、令和元年度 ３５人、平成３０年度 ３１人、平成２９年度
４１人、平成２８年度３７人、平成２７年度２６人、平成２６年度４３人、平成２５
年度２４人、平成２４年度２２人、平成２３年度３２人) 

 

（５）保健師・栄養士等現任教育支援事業（総務企画課） 

①  地域保健福祉活動推進研修 

（根拠）地域保健福祉活動推進研修実施要領 

市町村及び関係機関等において地域保健福祉事業及び活動に従事する関係者の資質の向

上を図り、地域保健福祉対策が推進することを目的に開催しています。 

 研修名：「管理者研修」 

          市町村国保担当課長及び保健担当課長、統括保健師等を対象に、令和４年

１月に実施予定でしたが、新型コロナウイルス感染症対策のため中止しまし

た。 

 

② 保健師現任教育 

ア 集合研修 

第１回 日 時：令和 3 年 8 月 17 日（火）9:00～16:00 

      場 所：県南保健福祉事務所会議室 

      内 容：講義・地域診断 

      講義Ⅰ：「何故、地域診断なのか？～地域診断から行動変容へ～」 

      講 師：県南保健福祉事務所長 伊藤 理 

講義Ⅱ：「地域保健活動とは」 

講 師：公立大学法人福島県立医科大学看護学部教授 髙橋 香子 

出席者：13 名 

  第２回 日 時：令和 3 年 12 月 6 日（月）9:40～17:15 

      場 所：県南保健福祉事務所会議室 

      内 容：講義・事例検討会・地域診断 

      講 義：「事例検討の進め方」 

     講 師：公立大学法人福島県立医科大学看護学部講師 阿久津 和子 

     出席者：22 名 

イ 市町村新任期保健師･栄養士現任教育支援事業 

     ・県南地域市町村保健師･栄養士現任教育運営検討会 

        実施回数 １回    

構成員 管内各市町村・県南保健福祉事務所統括保健師 １２人 

・新任期保健師・栄養士研修及び情報交換会   

        実施回数 ３回   参加者延べ数 ４７人 



- 42 - 

 

 

③ 行政栄養士現任教育研修会（健康増進課） 

県及び市町村行政栄養士のスキルアップを図るための研修会を開催した。 
     回数３回 参加人数21名（県7名、市町村14名） 

ア 第１回 日時 令和3年6月25日（金）10：00～14：00 

場所 白河市「県南保健福祉事務所 大会議室」 

内容 説明「福島県行政栄養士人材育成ガイドラインについて」 

         情報交換 
 

イ 第２回 日時 令和3年8月23日（月）13：30～16：30 

場所 白河市「県南保健福祉事務所 大会議室」 

内容 説明「行政栄養士の業務について」 

          情報交換 

 

ウ 第３回 日時 令和3年12月20日（月）10：00～15：30 

場所 鮫川村「鮫川村保健センター・鮫川村内飲食店」 

内容 振り返り「令和3年度鮫川村における行政栄養士の業務について」 

説明・実習「健康的な食環境整備の重要性について」 

 

  
Ⅱ－２ 生活習慣病等対策の推進(健康増進課) 
 
（１）健康長寿のための予防啓発事業（健康増進課） 
  ① 保健福祉事務所における普及啓発活動 

下記普及月間時に、以下のキャンペーン並びに、当所ホームページへの情報掲載、当所

・管内県出先機関・事業所等でのチラシ・ティッシュ等の設置配布、のぼり旗の掲示等を

実施し、啓発を行いました。 

 

ア 「世界禁煙デー」及び「禁煙週間」（5/31-6/6） 

◇普及啓発資材の掲示 

場  所：管内県出先機関（白河合庁、棚倉合庁、当所）、管内事業所 5 カ所  

    実施内容：普及啓発資材（イエローグリーンリボン、のぼり、ポスター） 

◇当所ホームページへの情報掲載 

     ◇啓発資材（当所作成チラシ）の配布 

      対  象：管内事業所従業員等 

配 布 数：1000 部  

 

イ 健康増進普及月間（9/1～9/30） 

   ◇当所における普及啓発資材（のぼり）の掲示 

◇特定給食施設及びうつくしま健康応援店（７９店舗）に対する普及啓発依頼 

◇ホームページへの情報掲載 

 

ウ がん検診受診率 50％達成集中キャンペーン月間（10/1～10/31） 

◇当所における普及啓発資材（のぼり）の掲示、ピンクリボンの配布 
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エ 世界ＣＯＰＤデー（11/18） 

     ◇普及啓発資材の配布 

実施期間：令和 3 年 11 月 16 日（月）～令和 3 年 11 月 27 日（金） 

場  所：当所、管内事業所８か所 

実施内容：啓発資材（不織布マスク付き当所作成啓発用チラシ）の配布 

配 布 数：1,500 部 

◇当所ホームページへの情報掲載      

      

② 受動喫煙防止対策に関する相談・啓発 

健康増進法（受動喫煙防止）に関する施設類型に応じた禁煙のルール等の周知や受動喫 

煙の健康影響に関する普及啓発を行いました。 

 

ア 相談対応 

対応種別 件数 相談者 

電話 ６ 第 1 種施設１、第 2 種施設（事業所等）5 

来所 ０  

実地調査・訪問指導 ０  

 

イ 義務違反の情報提供･通報等による対応 

施設種別 件数 所在市町村または施設種別等 

飲食店 ０  

事業所等 ０  

立入検査件数 ０  

 

ウ 既存特定飲食提供施設における喫煙可能室設置届出 

      届出件数 ０件 

 

エ 喫煙防止教育のための教材の整備と貸出及び提供 

 件数 貸出先 

媒体貸出（喫煙対策） ５ 小学校２件、施設等３件 

 

オ 出前講座 0回 

       

カ 改正健康増進法（受動喫煙防止措置）に関する周知活動 

食品衛生講習会等における周知活動 

 

③ 「空気のきれいな施設・車両」の拡大 

禁煙に取り組む施設を登録・紹介することで、たばこの煙にふれない環境づくりを推進

しています。 

     申請・届出件数 

種別 新規申請 変更申請 辞退届 年度合計 管内総計(R4.3 月末現在)

施設 ５ 0 0 ５ 115 件 

車両 0 0 0 0 3 事業所、52 台 
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（２）特定給食施設管理事業（健康増進課） 

 ① 特定給食施設等巡回指導 

特定かつ多数の者に対して継続的に食事を提供する施設のうち、栄養管理が必要な施設

に対し、指導を実施しました。 

ア 特定給食施設数 

 平成30年度 平成31(令和元)年度 令和2年度 令和3年度 

特 定 給 食 施 設          ７０ ７２ ７４ ７４

小規模特定給食施設 ５７ ５６ ５３ ５４

計 １２７ １２８ １２７ １２８

 

イ 巡回指導 

 平成30年度 平成31（令和元）年度 令和2年度 令和3年度 

実 施 施 設 数        ５６ ５４ ５６ ６７

  

② 特定給食施設等講習会の開催 

 平成30年度 平成31（令和元）年度 令和2年度 令和3年度 

開 催 回 数         ４ ２ ２ １

参 加 延 人 数         １３９ １２４ １１２ ２２

参 加 延 施 設 数         １０４ ９３ １１２ ２２

   ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年度は事業所及び寄宿舎のみ実施。 

 

（３）ふくしま“食の基本”推進事業（健康増進課） 

福島県民の食習慣の課題（食事バランスの乱れ、若い世代の野菜摂取不足、塩分の過剰摂

取）を改善するために、県南地域におけるふくしま“食の基本”（バランスのよい食事「主

食+主菜+副菜」+「減塩」）及びベジ・ファーストの普及啓発及び実践に結びつける方策を検

討しました。 

  ① ふくしま“食の基本”推進キャンペーン ２回 

下記の機会において、当所ホームページへの情報掲載、のぼり旗の掲示、管内県出先機

関・事業所等への情報提供及びチラシの配布等を実施し、福島県民の健康状況や県南地域

の健康課題、バランスの良い食事＋減塩、ベジ・ファーストに関する普及啓発を行いまし

た。 

ア 食育月間における普及啓発活動（6/1～6/30） 

◇当所ホームページへの情報掲載 

 掲  載  日：令和３年６月１日（火） 

◇普及啓発資材の掲示 

 実  施  日：令和３年６月１日（火）～６月３０日（水） 

場    所：県南保健福祉事務所 

    普及啓発資材：のぼり旗２種（食育月間、減塩＆野菜）各１枚 

◇管内９市町村の普及啓発 

当所作成チラシ及びマグネットを送付し、住民に対する普及啓発を依頼した。 

送 付 物：チラシ各１０枚、 

マグネット２種（ベジ・ファースト、減塩）各１０枚 

補  足：チラシについては HP よりダウンロードできる旨を伝えた。 

◇食生活改善推進員の普及啓発 

当所作成チラシ及びマグネットを送付し、住民に対する普及啓発を依頼した。 

送 付 物：チラシ各１００枚、 

マグネット２種（ベジ・ファースト、減塩）各１００枚 
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補  足：チラシについては HP よりダウンロードできる旨を伝えた。 

◇特定給食施設及びうつくしま健康応援店に対する普及啓発 

送 付 物：チラシ 各１枚、 

マグネット２種（ベジ・ファースト、減塩）各１枚 

補  足：チラシについては HP よりダウンロードできる旨を伝えた。 

 

イ 食生活改善普及運動期間における飲食店への健康情報提供（令和 3 年 9 月） 

   ◇のぼり旗の掲示 

    普及啓発のぼりを掲示し、来庁者への普及啓発を図った。 

時  期：令和３年９月１日（水)～令和３年９月３０日（木） 

    場  所：県南保健福祉事務所 玄関前スロープ 

    掲 示 物：のぼり１種（減塩＆野菜） １枚 

◇うつくしま健康応援店に対する健康情報の提供 

    うつくしま健康応援店に普及啓発チラシの健康情報を提供し、利用者と従業員の 

健康意識の向上を図った。 

    時  期：令和３年９月 

    対象施設：県南管内のうつくしま健康応援店 

    実施方法：対象施設７９施設にチラシを郵送した。 

 

② ふくしま“食の基本”推進のための人材育成事業 

ア ふくしま”食の基本”推進検討会 1 回 

  令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、書面開催としました。 

日  時 令和４年３月２５日（金） 

参加機関 学校給食研究会栄養士部会県南方部、 

学校保健会東西しらかわ支部養護教諭研究会、 

福島県保育協議会県南支部、西白河幼稚園・こども園教育研究会、 

県南地域食生活改善推進協議会、公益社団法人福島県栄養士会県南支部、 

夢みなみ農業協同組合、東西しらかわ農業協同組合、白河飲食業組合、

管内９市町村教育委員会、管内９市町村、県南教育事務所、県南農林事

務所                        計２９機関 

内  容 

  説明「ふくしま“食の基本”推進事業について」 

情報共有「関係機関における、ふくしま“食の基本”及びベジ・ファーストの 

実践に向けた取り組みについて」 

 

イ ふくしま”食の基本”推進のための人材育成研修会 1 回 

  令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、書面開催としました。 

日 時 令和３年８月２３日（月） 

参加者 県南管内の事業所、寄宿舎                計２２施設 

内 容 栄養管理の資料により、減塩のための食環境整備（「無意識の減塩」環境

          境づくり推進事業）について、先行モデル的に実施した本庁の取組み及び 

当所での取組み報告書を提供し、各施設での取組を勧奨した。 

 

③ うつくしま健康応援店の普及拡大 

   応援店の登録   ：新規登録店舗１０店舗 

応援店への支援  ：健康講座（健康情報提供）２回 ７９店舗 

健康応援店登録状況：新規登録店１０店舗、廃止１１店舗、管内応援店 87 店舗 
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（４）地域の栄養サポート体制整備事業（健康増進課） 

  ① 地域の栄養サポート体制整備支援検討会 

    日  時 令和４年３月８日（火） 

    開催方法 書面開催 

    内  容 講  演「福島県版健康データベース（FDB）と県南地域の健康データについ 

て」 

情報提供「県南地域におけるベジ・ファーストの推進について」 

 

（５）健康長寿サポーター養成講座（健康増進課） 
①「健康長寿サポーター養成」出前講座の実施 

健康長寿を目指し、働き盛り世代の県民を中心に、出前講座の一環として「健康長寿サ
ポーター養成講座」を実施しています。 

令和3年度は、受講申込みがなく開催実績はありませんでした。 

  

（６）歯科保健対策（健康増進課） 

  ① 市町村歯科保健強化推進事業 

市町村の地域特性に応じた支援を行うために、市町村歯科保健強化推進検討会を開催し、

歯科保健支援体制の構築を図りました。 

ア 歯科保健情報システムの運用 

例年、市町村の歯科保健に関する情報について、集計、分析を行い、市町村歯科

事業評価及び計画を支援しています。           (参照資料編 表１) 

   イ 市町村歯科保健強化推進検討会の書面開催         （④－イ 記載内容参照） 

 

② 地域歯科保健活動推進事業 

地域保健対策における歯科口腔に関する地域住民の健康の保持及び増進を推進させるこ

とを目的に実施しました。 

ア 地域における歯科保健事業に関する企画、調整、指導の実施（計 1 件） 

イ 歯科保健対策の推進に必要と認められる事項 

(ｱ) 歯科保健の普及啓発に関すること（出前講座０回） 

(ｲ) 歯科保健に関する相談、情報提供等（計７件） 

(ｳ) 歯と口の健康週間における啓発活動 

  実施期間：令和３年６月４日～１０日 

  実施内容：啓発資材（ポスター、のぼり）の掲示 

啓発資材（当所作成啓発チラシ）配布 ２０部 

ホームページへの情報掲載 

 

  ③ ヘル歯―ケア推進事業 

生涯を通した歯の健康づくりを推進するため、在宅療養者らに対し口腔保健指導を行うと

ともに、施設等の保健担当者への助言指導を行いました。 

 なお、相談及び家庭訪問については、特定医療費助成事業（指定難病）アンケートの要 

望に応じて歯科に関する相談を行っていますが、今年度は要望がありませんでした。 

 
   施設入所者・通所者等 

  下記施設の通所者及び施設職員に対し、口腔保健指導及び助言指導を行いました。 

施設名 回数 
利用者 支援者（職員等） 

実人数 延人数 実人数 延人数 

難病患者 １回  １人  １人 １人 １人 

計 １回  １人  １人 １人 １人 
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④ 子どものむし歯緊急対策事業 

子どものむし歯を予防するため、市町村において乳幼児及び小学校の児童・生徒を対象

としてむし歯予防事業を総合的、体系的に実施することにより、地域における歯科保健水

準の向上を図ることを目的とし、以下の事業を行いました。 

ア 子どものむし歯緊急対策検討会の開催（1 回 書面開催） 

市町村歯科保健強化推進検討会と併せて実施。 

日  時：令和４年３月10日(木)  関係機関に送付 

関係機関：管内歯科医師会、歯科衛生士会、市町村歯科保健担当者 

内  容：(1)説明 ア「県内及び管内の乳幼児及び学齢期の歯科保健データ及びフッ 

化物洗口継続実施後のデータについて」  

イ「歯周疾患検診等の実施状況について」  

(2)情報共有 

        ア「管内のフッ化物洗口実施状況について」 

        イ「成人期の歯科保健事業の実施状況共有及び課題等について」 

イ フッ化物洗口事業に対する補助 

就学前集団施設(保育所・幼稚園・認定こども園等)及び小学校において、フッ化物洗

口を実施する３市町村に対して補助しました。 

 

 

Ⅱ－３ 地域包括ケアシステムの深化と推進(総務企画課・保健福祉課・医療薬事課) 
 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

① 県南地域在宅医療・介護連携推進会議 

新型コロナウイルス感染症対策のため開催を見送りました。 

 

② 県南地域における退院支援ルール運用評価会議 

在宅医療・介護連携の推進と、退院後の高齢者の円滑な在宅復帰を目指す「県南地域に

おける退院支援ルール運用評価会議」を書面開催しました。  

 日 時 令和 4 年 2 月 7 日（月） 

    内 容 退院支援ルールの運用状況、ガイドラインの改訂について 

     

③ 地域医療構想調整会議 

   県南地域の医療構想の実現に向けた関係者との会議を開催しました。  

  ア 第１回 

日 時：令和３年１０月７日（木） 

    場 所：県南保健福祉事務所 大会議室 

    内 容：第７次福島県医療計画の見直し（素案）について 他 

  イ 第２回 

日 時：令和３年１２月 8 日（水） 

    場 所：書面開催 

    内 容：第７次福島県医療計画中間見直し（素案）について 他 
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Ⅱ－４ 健全な食生活を育むための食育の推進(健康増進課) 
 
（１）ふくしまからはじめよう。元気なふくしまっ子食環境整備事業（健康増進課） 

① こどもの食を考える地域ネットワーク会議 1 回 

  ふくしま“食の基本”推進検討会（Ⅱ-2(3)②ア）と併せて実施しました。 

② 保育所等を対象とした食の指導者育成研修会 1 回 

  ふくしま“食の基本”推進検討会（Ⅱ-2(3)②ア）と併せて実施しました。 

 

（２）市町村栄養・食生活支援事業（健康増進課） 

 ① 市町村栄養士資質向上のための研修会及び検討会等 

ア 市町村食育推進計画策定に向けた支援 
   令和３年度に食育推進計画改定予定であった白河市、棚倉町、鮫川村に対し、進捗状

況確認等の声かけ支援を行った。 
       支援対象 ３市町村（白河市・棚倉町・鮫川村）の管理栄養士・保健師 

支援回数 １２回 
       内  容 食育推進計画改定作業に関する支援、行政栄養士業務等について 

イ 市町村栄養業務担当者会議 ４回 

第１回～第３回 

 行政栄養士現任教育研修会（Ⅱ－１（５）③）と併せて実施しました。 

第４回 地域の栄養サポート体制整備支援検討会（Ⅱ－２（４）①）と併せて実施

しました。 
 

 

 

Ⅲ 【地域医療の推進】 
 
Ⅲ－１ 医療従事者等の確保と資質の向上（総務企画課） 

 

（１）医師定着促進事業 

 ① 地域医療体験研修 

県内外の医学生を対象に、地域医療の現状視察や地域住民との交流などの場を提供し、

東白川地域等における地域医療や地域の現状について理解を深めてもらうため、宿泊体

験研修を実施予定でしたが、新型コロナウイルス感染症対策のため中止しました。 

【実施計画】 

日  時：令和 4 年 2 月 28 日～3 月 1 日（1 泊 2 日）（予定） 

参加者：１５名（福島県立医科大学３年生） 

内 容：塙厚生病院、特別養護老人ホームユーアイホーム等医療・介護現場の視察 

医師等医療関係者との懇談会 

 ② 福島県立医大と連携した体験型実習の実施 

“ひがししらかわ”ふれあい交流事業 
地域医療に従事する医師確保の推進のため、福島県立医科大学での実習とタイアップ

し、医学生が東白川地域の生活を地域住民とのふれあいを通して学ぶことができる体験

型実習を実施しました。 
【実績】 

日 時：令和 3 年 11 月～12 月 

参加者：１０名（福島県立医科大学３年生） 

内 容：福島県立医科大学医学部の学生が健康問題を課題とする家庭を訪問し、交流

を通じて課題を把握する。 
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 ③ 小学生を対象とした医療現場見学等の親子学習会の開催 

“ひがししらかわ”未来の医療人は君だ！事業 

小学生のうちから、地域医療等について学ぶ機会を提供し、地域医療等への関心を高

めるため、夏休みに親子学習会を実施していますが、新型コロナウイルス感染症対策の

ため中止しました。 
【実施計画】 

日 時：令和 3 年 7 月 29 日（予定） 

参加申込者数：２２名 

内 容：東白川郡管内の小学校４～６年生及びその保護者を対象に医療福祉関係の事

業所見学を通じて地域医療への関心を醸成する（病院見学～特別養護老人ホー

ム（介護食・介護器機体験）・見学～医療器機工場見学（内視鏡操作体験））。 

 

（２）臨床研修医、実習生に対する研修 

① 医師臨床研修「地域保健・医療」研修 

  (根拠）医師法及び「福島県保健福祉事務所標準研修プログラム」 

平成１６年度から医師臨床研修制度に基づく「地域保健・医療」研修がスタートしたこ

とに伴い、臨床研修病院から研修医を受入れ、当事務所における研修プログラムに基づき、

県南地域の保健・医療の現状を踏まえながら地域保健・医療研修の充実に努めました。 

人 数：６人 

時 期：令和 3 年 6 月 2 日～令和 3 年 12 月 25 日 

期 間：各３日間 

② 実習生に対する教育・実習指導 

（根拠）福島県保健医療福祉関係実習生受入実施要綱 

保健福祉事務所の実習を通して、地域保健福祉活動の理解を深めることを目的に、保健

医療・福祉学生等の実習指導を行いました。 

■実習生受入状況 

養 成 施 設 名 実習人数 実 習 期 間        

福島県立医科大学看護学部２年 １６人 令和3年 9月27日(一斉講義) 

令和3年 9月28日～9月30日 

    10月4日～10月6日 
ポ ラ リ ス 保 健 看 護 学 院 ４ 年 １１人 令和3年5月31日(一斉講義) 

郡 山 女 子 大 学 ３ 年 ３人 令和3年8月23日～ 8月27日 

東 北 医 科 薬 科 大 学 ６ 年 ７人 令和3年6月28日(一斉講義) 

 

 

Ⅲ－２ 安全・安心な医療サービスの確保（医療薬事課） 
 

（１）地域医療体制の整備 

 ① 医療安全研修会の開催 

   新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮し、開催を中止しました。 

 

② 県南地域医療安全ネットワーク会議の開催 

   新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮し、開催を中止しました。 

 

③ 医療法に基づく医療機関への定期的立入 

病院、診療所、助産所等について、関係法令に規定された構造設備及び適正人員の配置

状況、さらには、適正な管理が行われているか等について立入検査を実施し、県民に適正

な医療が提供できるよう指導・助言を行いました。 
（参照資料編 表 2） 
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■医療監視実施数   

立入実施数 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 

病院 8 8 8 8 7 

一般診療所 34 36 28 20 0 

歯科診療所 22 24 26 9 10 

助産所 0 1 1 0 0 

施術所 21 19 18 9 2 

歯科技工所 0 0 8 2 1 

合計 85 88 89 48 20 

 

④ 医療相談 

患者、家族からの医療に関する苦情、心配事などの相談に迅速に対応するとももに、医

療機関への情報提供、指導を実施しました。 

医療相談件数  １８件 

 

⑤ 医療法等に基づく許認可事務 

医療機関の開設（病院を除く。）許可、使用許可等の事務を行いました。 

診療所開設許可    ２１件 
病院診療所変更許可  １６件（病院 １１・診療所 ５） 
病院診療所使用許可   ６件（病院  ６） 

 

（２）救急医療体制の整備（医療薬事課） 

 ① 県南地域救急告知病院の夜間休日診療体制情報の集約と提供 

  ア 県南地域救急医療対策協議会の実施 

地域の救急医療体制の整備、充実を図るため、医療・行政・消防など関係機関による
検討、協議を必要に応じ実施しますが、今年度は新型コロナウイルス感染症の流行状況
を考慮し、資料の配付を行いました。 

 
イ 第二次救急医療体制の整備 

休日、夜間における入院治療を必要とする重症救急患者の救急医療体制については、

救急医療輪番病院群により実施しています。 
■第二次救急医療機関                   令和 4 年 3 月 31 日現在 

医療機関名 住      所 
病院群
輪番制 

救 急
病 院

福島県厚生農業協同組合連合会 

白河厚生総合病院 
白河市豊地上弥次郎2-1 ○ ○ 

医療法人社団恵周会 
白河病院 

白河市六反山10-1 ○ ○ 

公益財団法人会田病院 西白河郡矢吹町本町216 ○ ○ 

福島県厚生農業協同組合連合会 

塙厚生病院 
東白川郡塙町大字塙字大町1丁目5 ○ ○ 

計  ４ ４ 

 

（３）献血者の確保（医療薬事課） 

 ① 街頭献血キャンペーン 

令和３年 ７月 12 日（月） 白河市立図書館「りぶらん」 

令和３年 11 月 29 日（月） 白河市立図書館「りぶらん」 
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 ② 献血協力事業所等の訪問 

市町村、血液センター、保健福祉事務所の３者により事業所を訪問し、引き続き献血へ

の理解と協力を求めました。 
実施日：令和３年６月９日、７月 12 日、10 月 22 日、11 月 29 日 

訪問事業所数：（延べ） ３９件 

 

 ③ 市町村献血担当者会議の開催 

   新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮し、開催を中止しました。 

 

 ④ 献血併行型骨髄ドナー登録の実施 

福島県骨髄バンク連絡協議会と連携し、移動献血併行型登録会を開催するとともに、毎週

水曜日には所内でも登録を受け付けています。 

■管内の骨髄バンク登録者数の推移 

年 度     Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

開催件数（件） 15 15 18 15 21

登録者数（人） 66 77 83 59 76
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（４）医薬品の有効性・安全性の確保（医療薬事課） 

 ① 薬局等薬事営業者への立入指導 

医薬品等の安全性を確保するために、医薬品等の製造業者、薬局薬店等に立入検査を実

施し、不良医薬品等の発見、法令の遵守状況の監視取締り及び指導を行いました。 
 

■薬事監視結果                        令和 4 年 3 月 31 日現在 

業  種  別 
対 象

施設数

立入検査施設数        違   反 
発見数 

処分件数 

実 数 延 数 説 諭 その他

医薬品  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薬局 51 4 4   

製造業 
専業 5 2 2   

薬局 2 1 1   

製造販売業（薬局のみ） 2 1 1   

店舗販売業 38 17 17 6 6 

卸売販売業 4   

薬種商販売業   

特例販売業   

配置販売業 1   

医薬部外品 

 製造業 5 1 1   

化粧品 

 製造業 4 1 1   

医療機器 

 

 

 

 

 

 

製造業 10 1 1   

修理業 2   

販売業    
高度管理医療機器等         53 13 13 1 1 

管理医療機器 254 10 10 5 5 

賃貸業    
高度管理医機機器等         18 4 4   

管理医療機器 16   

再生医療等製品販売業 1   

合  計 466 55 55 12 12 

令和２年度 455 59 61 12 12 

令和元年度 449 78 86 23 23 

平成３０年度 437 102 114 46 46 

平成２９年度 474 129 189 70 70 1
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○薬局開設・医薬品販売業の許可事務 

■薬局・医薬品等販売業等の許可等処理件数             令和 4 年 3 月 31 日現在 

区  分 新 規 
許 可
更 新

許 可 証 書 
変更届 廃止届 休止届 再開届

書換交   付 再交付

薬   局 1 3 141   

医
薬
品
販
売
業 

店舗 6 8 71 1  

卸売  2   

薬種商    

特例    

配置    

配置身分証明書 2 3 ※ 1  

薬局医薬品製造販売業  1   

薬局医薬品製造業  1   

高度管理医療機器等販売･貸与業 2 1 7 1  

高度管理医療機器等販売業 1 5 31   

高度管理医療機器等貸与業  1   

管理医療機器販売･貸与業 1    

管 理 医 療 機 器 販 売 業 3 1  24 3  

管 理 医 療 機 器 貸 与 業    

再生医療等製品販売業    

合  計 16 24 0 0 276 6 0 0

令和２年度 19 12 0 0 246 12 0 0

令和元年度 15 18 1 0 247 8 0 0

平成３０年度 38 22 9 0 272 20 0 0

平成２９年度 42 32 2 0 215 33 1 1

                                ※返納届  

② 毒物劇物営業者への立入指導 

毒物及び劇物取締法に基づいて、毒物劇物製造業者及び販売業者並びに業務上取扱者に 
対する指導取締りを行い、事故の未然防止に努めました。 

■監視指導実施結果                     令和 4 年 3 月 31 日現在 

業 種 別 
対 象 

施設数 

立入検査 

施 設 数 

違反発見 

件  数 

処 分 件 数 

説 諭 その他 

毒物劇物製造業 2  

毒物劇物輸入業  

販

売

業 

一般 42 3   

農業用品目 41 2 1 1 

特定品目 1  

業

務

上 

電気メッキ業 1  

金属熱処理業  

運送業 1  

届出不要  

特定毒物使用者 1 1 1 1 

特定毒物研究者  

合  計 89 6 2 2 

令和２年度 90 11 5 5 

令和元年度 89 36 13 10 3

平成３０年度 87 45 20 18 1

平成２９年度 83 49 11 10 1
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○毒物劇物販売業の登録事務 

■毒物劇物販売業登録等の事務処理件数              令和 4 年 3 月 31 日現在 

区   分 新 規 
登 録

更 新

登  録  票 

変更届 

責任者

・設置・

変更届 

廃 止書 換

交 付

再交付

 製造・輸入業    

販

売

業 

一般  4  1 

農業用品目  11  11 2

特定品目    

 特定毒物使用者 1   

 特定毒物研究者    

 業務上取扱業者    

合  計 1 15 0 0 0 12 2

令和２年度 1 5 0 0 2 15 0

令和元年度 4 8 1 0 2 14 2

平成３０年度 6 16 1 0 7 12 2

平成２９年度 4 8 0 0 12 13 3

 

③ 麻薬等取扱施設への立入指導 

 ア 麻薬取扱者指導取締事業 

麻薬及び向精神薬取締法に基づき、麻薬取扱施設の監視指導を行いました。 

・立入検査   22 件 

■麻薬取扱者数                         令和 4 年 3 月 31 日現在 

卸売業者 小売業者 施用者 管理者 研究者 施用施設 合計 

3 41 192 14 1 51 295

イ 覚醒剤等取扱者指導取締事業 

覚醒剤取締法に基づき、覚醒剤等取扱施設の監視指導を行いました。 
・立入検査   ５件 

■覚醒剤等取扱者数            令和 4 年 3 月 31 日現在 

施用機関 研 究 者 原料研究者 原料取扱者 合 計 

0 0 1 ※224 225 

※病院・一般診療所・歯科診療所・薬局（220）含む 

ウ 向精神薬取扱者指導取締事業 

麻薬及び向精神薬取締法に基づき、向精神薬取扱施設の監視指導を行いました。 
・立入検査   ９件 

■向精神薬取扱者数          令和 4 年 3 月 31 日現在 

製造製剤業者 試験研究施設 みなし業者 計 

0 1 ※224 225

※病院・一般診療所・歯科診療所・薬局・卸 

 

④ 麻薬及び向精神薬取締法に基づく麻薬免許等事務 

麻薬及び向精神薬取締法に基づき、事務処理を行いました。 

ア 麻薬免許事務件数 

・免許申請   112 件 ・免許証記載事項変更届 25 件 ・業務廃止届 18 件 

イ 麻薬廃棄等届出件数  

・麻薬事故届   8 件 ・調剤済麻薬廃棄届 37 件 ・麻薬廃棄届  25 件  

・麻薬現在量届 6 件 ・麻薬譲渡届       1 件 ・麻薬受払等届 91 件 

・麻薬営業者法人役員変更届  10 件 
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⑤ 覚醒剤取締法に基づく覚醒剤取扱指定等事務 

・覚醒剤原料廃棄届  3 件  覚醒剤原料事故届  0 件 

 

⑥ 不正大麻・けし撲滅運動の実施（5 月 15 日～7 月 31 日） 

啓発活動を行うとともに不正大麻・けしのパトロール等により発見した不正けし・大麻

を抜去しました。 

・抜去本数  けし  614 本（2 件） 

 

（５）薬物乱用の防止（医療薬事課） 

① 小中高等学校等の薬物乱用防止教室への講師派遣    

薬物乱用の低年齢化が進行していることから、若年層を対象とした薬物乱用防止教室へ

の講師派遣を実施しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮し見合

わせました。なお、啓発のための取組として、延べ７校へ資材提供等の支援を実施しまし

た。 
 

② 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動による啓発 

  ■ヤング街頭キャンペーン 

   新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮し、街頭キャンペーンの実施は見合わせま

した。なお、東白川地区において、薬物乱用防止指導員と棚倉警察署員が合同で、国道や

高等学校入口での啓発活動を実施しました。 
 
     ■薬物乱用防止指導員協議会の育成指導 

薬物乱用防止指導員等を対象に、白河地区及び東白川地区薬物乱用防止指導員協議会と 
の共催で研修会を開催しました。 

日 時：令和３年12月15日（水） 

場 所：表郷公民館 

内 容：「薬物乱用の現状と指導員の皆様に期待すること 
～薬物乱用防止教室 講師の経験から～」 

講 師：薬剤師 持立 隆司氏 
 参加指導員数：30名 
 
 

Ⅲ－３ 感染症対策の推進（医療薬事課） 
 
（１） 感染症対策の推進（医療薬事課）  

 ① 平常時対策 

（根拠）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法） 

感染症に関する正しい知識の普及、情報の収集・分析や公表、人材の養成・資質の向上、

感染症発生時の医療提供体制の整備等を行いました。 
 

② 令和３年度県南地域新型インフルエンザ等対応訓練（病院実動訓練） 

      福島県新型インフルエンザ等対策マニュアルに基づき、管内の救急告知病院の協力を得

て、毎年実施していましたが、令和３年度は、新型コロナウイルス感染発生に伴い実施し

ていません。 
 

③ 所内における研修会の開催 

新型コロナウイルス感染症発生時に速やかに対応し、感染拡大防止を図るために保健所

内の体制と対応等について、研修を実施しました。 
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     日 時：令和 3 年 4 月 14 日、令和 3 年 5 月 11 日  

場 所：県南保健福祉事務所 会議室 

     参加者：県南保健福祉事務所職員 

     内 容：移送業務の説明、個人防護具着脱訓練等 

 

④ 感染症発生動向調査事業 

 （根拠）福島県感染症発生動向調査事業実施要綱 

ア 感染症患者届出状況・全数把握 

医師が感染症法に定められた疾病であると診断し届出が行われた場合は、その感染症

に係る発生状況等を正確に把握し福島県感染症情報センターに報告しました。 

また、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１５条の規定に基

づく調査が必要な感染症が発生した際に積極的疫学調査を実施し、感染源及び感染経路

の究明を図りました。 

■全数把握報告数                             単位:件 

 

年報 

 

 

１類 

 

２類 

 

３類 

 

４類

 

５類

２０２１年報内訳 

２類 結核12件 

  ３類 腸管出血性大腸菌感染症1件 

  ４類 つつが虫病5件 レジオネラ症2件  

       Ｅ型肝炎1件 

  ５類 梅毒8件 アメーバ赤痢1件   

    播種性クリプトコックス症1件 

 

2017 0 17 0 15 1

2018 0 19 0 8 20

2019 0 5 6 10 13

2020 0 4 4 8 7

2021 0 12 1 8 10

 

イ 感染症患者報告状況・定点把握 

感染症発生動向調査指定届出機関から、管内における患者情報及び病原体情報を収集

し、福島県感染症情報センターに報告しました。 

（参照 資料編 表５ 定点把握疾患別報告数（令和３年）） 

      

  ⑤ 新型コロナウイルス感染症対策 

新型コロナウイルス感染症の発生・感染拡大に対して、医療体制の整備、患者（無症状

病原体保有者を含む）や濃厚接触者への対応、有症状者の健康相談、受診調整、診断のた

のめの PCR 検査検体採取、検体搬送等を実施し、感染拡大防止に努めました。 

   

 ア 新型コロナウイスル感染症対策県南地域市町村連絡会議の開催 

      開催回数：１回（令和３年１１月１６日） 

  参 集 者：管内市町村、 

新型コロナウイルス感染症対策県南地域本部事務局（県南地方振興局） 

  内  容：感染拡大期に備えた市町村と保健所の協力体制について 他 

 

イ 新型コロナウイルス感染症対応状況（令和３年度） 

患者数２，１６３名   （令和２年度：１２４名） 

 入院患者３２２名      宿泊療養者４５２名（入院との重複者１８名） 

 自宅療養者１４０７名  

   

ウ 行政検査数（PCR 検査）  

  保健所での検体採取 ３８２件 

検査数件 ８５１０件（内訳：衛生研究所 ３６７件 外部委託８１４３件） 

  検体搬送回数 １１５回 

保健カード発行による検体採取 １６３５件 
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エ 相談件数  

  帰国者・接触者相談センター １２３９件 

（再掲） 委託機関からの情報提供による対応件数   ２０５件  

     有症状または濃厚接触の可能性がある件数  ４３９件 

一般相談 ８１６件 

 

オ 検疫対象者 

      空港検疫所からの情報提供によりフォローアップを行った人数  ４１４名 

 

  ⑥ 感染症情報の定期的な発行 

県南地域の社会福祉施設（高齢者施設、児童福祉施設、障がい者施設等）、医療機関及び教育

委員会を対象に感染症に関する情報を定期的に提供した。 

 県南地域感染症情報共有システムの構築 
平成２２年６月より毎月１回程度（情報提供が必要な事態が発生した場合は随時）感染

症情報を対象施設に電子メール及びファックスにより送信しています。（１６８か所） 
令和３年度は、定期号５回と臨時号２回の、計７回発信しました。 

 

⑦ エイズ等予防対策事業 

  （根拠）福島県ＨＩＶ検査実施要領 

ア エイズ等相談・ＨＩＶ抗体・梅毒検査事業 

毎週木曜日に実施しました。１２月からは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

伴い休止しました。 

 

■相談・検査実施件数                                  単位：件 
年度 エイズ相談件数 

 

HIV抗体検査 

()は夜間検査 

梅毒検査 

()は夜間検査 

男 女 計 男 女 計 男  女  計 

29 58 15 73 15 5 20(6) 15 5 20(6) 

30 61 22 83 15 5 20(6) 13 5 18(5) 

元 35 11 46 8 3 11(5) 8 3 11(5) 

２ 50 4 54 10 1  11(2) 9 1 10(2) 

 ３ 57 18 75 11 2  13(0) 11 2 13(0) 

HIV：ヒト免疫不全ウイルス  

     

イ エイズ等予防啓発事業 

エイズ予防出前講座 
エイズや性感染症に関する正しい理解を図り、エイズ・性感染症の予防と患者・感染

者への差別・偏見の解消について考える機会として健康教育を行っていますが、令和３

年度は、新型コロナウイルス感染発生に伴い実施していません。 

 
世界エイズデー関連事業 

毎年１２月１日の世界エイズデーの前後の期間に、県立高校等に対し学校を通じて全

校生徒・学生へ啓発資材を配付及び所内に啓発資材を設置しエイズに関する正しい知識、

レットリボンの意味、検査の受け方に関する啓発を行いました。 

 

⑧ 肝炎治療特別促進事業 

（根拠）福島県肝炎治療特別促進事業実施要綱 

Ｂ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝炎について、肝硬変・肝がん等への進行予 
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 防および肝炎治療を推進するため、インターフェロン治療患者、インターフェロンフリ

ー治療患者及び核酸アナログ製剤治療患者の経済的負担の軽減と受診機会の拡大を図りま

した。 

 

ア 医療費助成  

○対象医療：Ｃ型ウイルス性肝炎の根治を目的とするインターフェロン治療及びインタ

ーフェロンフリー治療で、保険適用となっているもの。Ｂ型ウイルス性肝

炎に対して行われるインターフェロン治療及び核酸ナログ製剤治療で保

険適用となっているもの。  

○助成期間：同一患者について１年以内。（延長規定､２回目の制度利用規定有り､核酸

アナログ製剤治療に関しては助成期間の更新有り) 

    ○受給者証発給状況 

・申請件数：９３ （Ｂ型肝炎 ７８件、Ｃ型肝炎 １５件） 

・受給者証発給数： ９３件 

・不 承 認 数：  ０件 

 

イ 肝炎ウイルス検査及び陽性者フォローアップ事業 

（根拠）福島県肝炎ウイルス検査及び陽性者フォローアップ事業実施要領 

利用者の利便性に配慮した肝炎ウイルス検査を実施することにより、肝炎ウイル

ス陽性者を早期に発見するとともに相談やフォローアップにより陽性者を早期治

療につなげ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を図ります。 

   

ウ 肝炎ウイルス検査 

      毎週木曜日に実施しています。         単位：件 

年度 HCV・HBｓ相談  HCV検査 HBｓ抗原検査 

２９ 260 6 6 

３０ 201 17 17 

元 213 6 6 

２ 184 3 4 

３ 216 3 3 

        （HCV：Ｃ型肝炎ウイルス HBs：Ｂ型肝炎ウイルス抗原） 

 

エ 初回精密検査費用及び定期検査費用の助成 

       初回精密検査  ５件 

       定期検査    ４件 

 

⑨ 社会福祉施設等感染症予防対策研修会の開催 

情報交換を行い、施設毎に感染症発症時の対策が図れるよう支援するとともに研修会を

通して、各施設の職員の感染症予防対策のさらなる向上を目的として、社会福祉施設等感

染症予防対策研修会を開催しておりましたが、令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大

防止のため開催を中止しました。 
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（２） 結核対策の推進（医療薬事課） 

① 結核患者登録者数 

ア 市町村別新結核患者登録者数 

令和３年の新登録患者１２人のうち、喀痰塗抹陽性であった者は４人となっています。 

■新結核患者登録者数（年別・市町村別・活動分類別） 

（当該年に新たに結核患者として登録された数）             単位：人 

区分 

 

 

年別 

市町村別 

活動性肺結核 
罹患率 

（人口10

万対） 

※ 

別 掲 

総 数 

肺結核活動性 

肺外結

核活動

性 

潜在性 

結 核 

感染症 
総 数 

喀痰塗抹陽性 その他

の結核

菌陽性

菌陰性

その他
総数 初回治療 再治療

平成29年 13 11 3 3 0 8 0 2 9.2 3

平成30年 17 11 4 3 1 4 3 6 12.1 2

令和元年 3 3 2 2 0 １ 0 0 2.2 2

令和2年 4 4 2 2 0 1 1 0 2.9 0

令和3年 12 9 4 4 0 4 1 3 8.7 0

白 河 市 4 2 1 1 0 1 0 2  0

西 郷 村 2 2 1 1 0 1 0 0 0

泉 崎 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

矢 吹 町 4 3 0 0 0 2 1 1 0

棚 倉 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

矢 祭 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

塙    町 2 2 2 2 0 0 0 0 0

鮫 川 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 市町村別結核患者登録数   
■結核患者登録数(年別・市町村別・活動性分類別)         Ｒ3.12.31 現在 
（当該年に新たに結核として登録された者とそれ以前からの登録者で年末に登録のある結核患者数）単位：人 

区分 
 
 
 

年別   
市町村別 

総数 活動性結核 不活

動性

結核

活動性

不明 
 別掲  

登 録 率 

(人口10

万対) 

※ 

有病

率 
(人口1

0万対)

 ※

総数 肺結核活動性 肺外

結核

活動

性 

潜 在 性 
結 核 

感 染 症 
総数 登録時喀痰塗抹

陽性 
登録時

その他

の結核

菌陽性

登 録 時

菌 陰 性

･その

他 
総数 
 

初回

治療 
再治

療

平成29年 21 7 6 1 1 0 5 0 1 14 0 11 15.0 5.0

平成30年 29 10 6 2 2 0 2 2 4 13 6 10 20.7 7.1

令和元年 20 2 1 0 0 0 1 0 1 16 2 6 14.4 1.4

令和2年 15 3 2 0 0 0 2 0 1 6 6 3 10.9 2.2

令和3年 13 9 6 2 2 0 3 1 3 4 0 0 9.5 6.6

白 河 市 4 3 1 0 0 0 1 0 2 1 0 0 

西 郷 村 3 2 1 0 0 0 1 0 1 1 0 0 

泉 崎 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

中 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

矢 吹 町 3 2 2 0 0 0 1 1 0 1 0 0 

棚 倉 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

矢 祭 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

塙    町 2 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 

鮫 川 村 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 

※上記ア、イの各年の罹患率・登録率・有病率は、結核管理図より引用 

令和 3 年の罹患率・登録率は、R3.10.1 現在人口 137,248 人を基に県南保健所集計にて算出。 
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② 結核医療事業 （患者治療費の公費負担） 

 感染症診査協議会開催 

（根拠）福島県感染症の診査に関する協議会運営要綱 

開催回数  ４週間に１回程度 
（入院勧告を行う場合は臨時に開催する） 

■感染症診査協議会診査件数 
年  度 H29 H30 H31 R2 R3 

開催回数 15回 13回 13回 56回 100回 

診査件数 35件 27件 16件 137件 334件 

 

③ 結核患者療養支援事業（患者検診・接触者健診、DOTSの実施等） 

ア 結核罹患率 

管内の結核罹患率は、全国・県と比較すると、平成２５年を除き平成１５年から低い

状況で推移しています。 
■結核罹患率の推移（人口１０万対） 

年 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ R２ R３ 

全  国 13.9 12.3 11.5 10.1 9.2 

福 島 県 7.3 9.8 6.9 6.7 5.6 

県南地域 9.2 12.1 2.2 2.9 8.7 

       （出典：公立財団法人結核予防会 結核研究所疫学情報センター2021 年版結核指標値） 

イ ＤＯＴＳカンファレンス 
結核医療の基本である標準治療完遂のため、全結核患者に対するDOTS（直接服

薬確認療法）を実施しています。DOTSカンファレンスでは、医療機関と保健所で

情報交換を行い、有効な院内DOTS・地域DOTSにより患者支援の徹底を行っていま

す。 
・開催回数：１５回 
・事例人数：延べ３８人、実人数１５人 
・医療機関：３か所（県南管内１か所、管外２か所） 

ウ 管理検診の実施 
（根拠）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法） 
  ■管理検診実施状況 
   ・対象者 １２名 
   ・実施数 １２名 実施率 １００％ 異常なし８名 経過観察４名 
エ 接触者健診の実施 

感染症法第１７条の規定に基づき、結核の感染が疑われる者、または、結核を他に感

染させるおそれのある者等特定の対象者に対して健康診断を行いました。 
■接触者健康診断実施状況                          単位：人 

年 度 対象数 実施数 
実施率 検診結果 

％ 要医療 経過観察 異常なし 

H29 482 479(396) 99.4 2 32 445

H30 168 168(108) 100.0 0 21 147

H31 183 183(154) 100.0 0 12 171

R２ 71 71(68) 100.0 0 13 58

R３ 158 157(134) 99.3 0 13 144

(  )内は、Ｔスポット、ＴＢ検査を再掲 
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（３）結核予防事業（普及啓発等） 

① 定期健康診断 

定期の健康診断は、下記の者を対象として、事業所・学校及び施設においてはそれぞれ

の長が、それ以外の住民については市町村長が実施義務者となり実施しています。 
・高等学校、大学等の学生又は生徒 

・学校、医療機関及び社会福祉施設の業務に従事する者 

・６５歳以上の者 
■令和３年度 結核定期健康診断実施状況                     単位：人 

 対象者数 受診者数 受診率 間接撮影 直接撮影 喀痰検査 結核患者

高等学校 961 957 99.6 957 0 0 0

大 学 等 174 173 99.2 64 109 0 0

施   設 1612 1524 94.5 356 1168 0 0

事 業 所 6288 6025 95.8 2444 3581 1 0

一般住民 42467 12459 29.3 7055 5404 32 0

合    計 51502 21138 41.0 10876 10262 33 0

 

② 高齢者施設職員等を対象とした出前講座 

   令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策のため開催を中止しました。 
 
 
Ⅳ【日本一安心して子どもを生み育てられる環境づくり】 
 
Ⅳ－１ 子育て支援サービスの充実（保健福祉課） 
 

（１）ふくしま保育料支援事業（保健福祉課） 

子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、認可保育所等に入所する第３子以降の３歳

児未満児にかかる保育料について、市町村が減免する額の一部を補助しました。(多子世帯保

育料軽減事業) 

    補 助 先：９市町村 

    対象人数：２２１人 

 

（２）子育て世代包括支援センター機能充実事業（保健福祉課） 

国は、妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援を行う子育て世代包括支援センターを令和

2 年度末までの全国設置を目指しており、本県では、前倒しして平成 31 年度末の設置を目指

していました。管内では令和 2 年度末で、全９市町村において設置されました。 

各市町村の子育て世代包括支援センターにおいて、支援が必要な家庭の早期把握・早期支

援が行えるよう、センターの機能充実を図るための支援を行いました。 

 

①  県南地域母子保健推進連絡会義の開催 

各市町村の子育て支援包括支援センター事業の情報交換及び助言指導を行いました。 

       第 １ 回 第 2 回 

開催日 令和 3 年 7 月 30 日（金） 令和 4 年 3 月 4 日（金） 

 ※コロナ感染症蔓延により書面開催 
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（３）障がいのある子どもへの支援 

  ① 小児慢性特定疾病医療費支援事業 

 （根拠）児童福祉法１９条の２、第５３条 
 福島県児童福祉法施行細則第４条 

小児慢性特定疾病の児童等に健全育成の観点から患児家庭の医療費支援を実施していま

す。対象児には受給者証を交付しています。児童福祉法の改正に伴い平成２７年１月１日

より対象疾病が拡大され、令和３年１１月１日現在、１６疾患群７８８疾病が対象となっ

ています。                         （参照資料編 表６） 
  ② 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 

（根拠）小児慢性特定疾病児童等自立支援事業実施要綱 

小児慢性特定疾病児童等とその家族に体し、疾病の状態及び療育の状況に応じた適切な

指導・相談・助言を行うと共に、家族の相互交流を目的に交流会等を実施しています。令

和３年度は、新型コロナウイルス感染症対策のため開催を中止し、過去に実施した交流

会の内容等を掲載したリーフレットを作成し、対象者へ配布しました。 
  ③ 発達障がい児支援者スキルアップ事業 

（根拠）発達障がい児支援者スキルアップ事業実施要綱 

発達障がい児支援者スキルアップ研修会（方部別研修）の開催 

発達障がい児とその保護者が、地域で安心して生活や子育てができるよう、乳幼児やそ

の保護者を支援する市町村、保育所、幼稚園職員等に対し研修会を開催しました。 
 

開催年月日 内 容 参加者（職種・数） 

令和 3 年 
8 月 18 日（水） 
 
※新型コロナ

ウイルス感染

症対策のため

書面開催 

事例検討会 
１ 講話 
「発達が気になるお子さんの理解と対

応」 
２ 事例検討会の進め方 
３ 事例検討 
      グループワーク 
講師 県発達障がい者支援センター 

主任心理判定員 愛川美帆氏 
心理嘱託員   川島慶子氏 

受講者：15 名 
 
 

令和 3 年 
11 月 5 日(金） 
 
県南保健福祉

事務所 

ＣＡＲＥプログラム研修会（第１回） 
１福島県立矢吹病院「児童思春期外来」

について 
２講話 

ＣＡＲＥプログラムⅠ 

計 12 名 
（内訳） 
保育士・幼稚園職員、保

健師等 
 

参集者 管内市町村母子保健担当者 

当所事務局 

 

             計 9 名 

管内市町村母子保健担当者 

管内産科医療機関助産師 

在宅助産師 

           計 14 名 

主な議題 ・令和 3 年度の母子保健事業及

び市町村の新規・重点事業につ

いて 

・子育て世代包括支援センター

の運営について 

・子育て世代包括支援センターの評

価について 

・県南地域における産前産後支援連

携システムについて 

・産後 2 週間健診について      
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大会義室 
 
 
 

３演習 
 ＣＡＲＥスキル（減らしたスキル・使

いたいスキル）のグループワーク 
講師 県立矢吹病院 

主任心理判定員 吉田英記 氏 

 
 

令和 3 年 
11 月 19 日

(金） 
 
県南保健福祉

事務所 
大会義室 

ＣＡＲＥプログラム研修会（第２回） 
１講話 

ＣＡＲＥプログラムⅡ 
２演習  
 ＣＡＲＥスキル（指示の出し方）のグ

ループワーク 
講師 県立矢吹病院 

主任心理判定員 吉田英記 氏 

計 15 名 
（内訳） 
保育士・幼稚園職員 
保健師等 

  

④ 自主グループ『障がい児者親の集い こすもす』への支援 

県南地域に居住している障がい児（者）を抱えた保護者の集いで、月１回定例開催し交

流や情報交換などを行っており、相談に対応しました。 

・開催場所：太陽の国管理センター 交流センター 

・開催回数：９回、参加人数 7 人～10 人  

    ※令和３年度は新型コロナウイルス感染症蔓延のため開催を見合わせた月がありま 
した。 

 

⑤ 先天性代謝異常等検査事業 

（根拠）福島県先天性代謝異常等検査事業実施要綱 

先天性代謝異常症等のマス・スクリーニング検査の結果、要精密検査となった児に対し

て、結果の確認や保健指導を実施しました。 
（参照資料編 表７） 

 

（４）妊産婦等に対する支援事業 

    （根拠）妊産婦等支援事業実施要綱 
生涯を通じた女性の健康の保持増進を図るために、女性特有の健康等に関することや妊娠

・出産等にかかる様々な心身の悩みを気軽に相談できる体制を整備しました。 
 

① 不妊等健康教育事業：不妊セミナーの開催 

不妊・不育症に悩む夫婦等を対象として、不妊や不育症治療に関する講話、個別相談

会を開催しました。（県中保健福祉事務所と共催） 

開催日時・場所 実施内容 参加者 

令和 3 年 

10 月 16 日（土) 

 

県中保健福祉事

務所 会議室 

■個別相談会 

対応者 福島県立医科大学 産科婦人科学講座

菅沼亮太医師 

    宇仁田明奈カウンセラー 

3 組 6 名 

 

 

 

② 女性のミカタ健康サポートコール事業 

専用ダイアルを設置し、予期しない妊娠や女性のからだに関する相談、心の悩みに対応

しました。 

（参照資料編 表８） 
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③ 不妊専門相談センター活用事業 

不妊や不育症等に関する相談や不安に対応しました。     （参照資料編 表９） 

また、専門医への相談や専門医からの助言が必要とされる場合、福島県立医科大学病院

に設置した不妊専門相談センターへ繋げるなど適切な支援を行いました。        

    ・不妊専門相談センターへの連絡票の送付件数 １件 

 

（５）特定不妊治療費支援事業・不育症治療費支援事業 

（根拠）福島県特定不妊治療費助成事業実施要綱・福島県不育症治療費助成事業実施要綱 

特定不妊治療（体外受精、顕微授精）及びヘパリンを主とした不育症治療に要した費用の

一部を助成し、経済的負担の軽減を図りました。 
（参照資料編 表 10，11） 

   
（６）保育所等監査及び認可外保育施設への指導監督 

   児童福祉法等に基づき、保育所等に対する運営指導・監査及び認可外保育施設に対する調

査を実施することにより、当該施設の適切な運営の確保を図る。 
   実施施設 
   ア 保育所    １８施設 

イ 認定こども園  ７施設 
ウ 認可外保育施設 ９施設 

  
 

Ⅳ－２ 思春期保健対策の推進（保健福祉課） 
 

（１）県南地域思春期保健対策推進事業 

① 関係機関等への情報提供 等 

思春期の子ども達の様々な相談に応じている小・中・高等学校の養護教諭や保健福祉関

係者が「性」の相談対応で困った時に活用していただく「思春期相談マップ」を作成して

います。 
    ・当所及び県のホームページへ掲載 

    ・「思春期相談マップ」をメール提供（市町村、小・中・高等学校）・関係機関へ配布 

 
 
Ⅳ－３ 青少年の健全育成を推進するための社会環境の整備（総務企画課） 
 

（１）青少年の健全育成の推進 
① 社会環境実態調査（図書類自動販売機実態調査・図書類取扱業者実態調査） 

ア 図書類自動販売機等実態調査        ４台 
イ 図書類取扱業者実態調査          ７店舗 
ウ 携帯電話ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続役務提供事業者等 ５店舗 
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Ⅴ【ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進】 
 

Ⅴ－１ 高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実（保健福祉課） 
 
（１）地域支援事業の充実 

  ① 高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画に係る県南圏域連絡会議の開催（書面開催） 
第八次高齢者福祉計画及び第七次介護保険事業支援計画の進捗状況及び第８期市町村介

護保険事業計画の策定状況について確認し、課題等の情報共有を行いました。 
開催時期：令和４年３月 
出席者：市町村保健福祉担当課長、医療機関代表者、社会福祉施設代表者、 

居宅系サービス提供機関代表者、地域包括支援センター代表者等 
 
  ② 地域包括ケアシステム体制構築圏域別連絡会議（書面開催） 

県南地域における地域包括ケアシステム構築の課題共有、検討、及び情報共有等を通じ、
在宅医療・介護連携を推進するための会議を開催しました。 

    開催時期：令和４年３月 
    内 容：・地域包括ケアシステム体制構築にかかる各市町村における実施状況 
        ・介護人材確保関連事業等 
       

③ 各市町村の地域支援事業の充実に向けて、研修会、情報交換会、地域ケア会議支援等  
ア 認知症対策 

・ 地域支援関係者認知症対応力向上研修会の開催（１回） 
・ 認知症地域支援推進員ネットワーク連絡会の開催（１回） 

イ 地域ケア会議等活動支援事業 
・ 自立支援型地域ケア会議に参加し助言を行った（４市町村） 

ウ 生活支援体制整備事業 
・ 生活支援コ－デイネ－ター情報交換会の開催（１回） 
・ 生活支援体制整備事業推進アドバイザーの派遣（西郷村・１回） 

エ リハビリ職との連携 
・ 県南地域リハビリテーション連絡協議会への参加（２回） 
・ 地域リハビリテーション研修会への支援 

   オ 在宅医療・介護連携推進事業 
     ・ 白河地域在宅医療・介護連携推進協議会等への出席、助言支援（２回） 
     ・ 東白川郡在宅医療・介護連携推進事業研修会への出席、専門職派遣（新型コロナ

ウイルス感染防止対策のため、中止） 
 
（２）介護保険の認定 

① 介護認定審査会委員研修会  
（根拠）福島県認定調査従事者・介護認定審査会委員研修事業実施要綱 

介護認定審査会委員が、要介護認定及び要支援認定における公平・公正かつ適切な審査
判定を実施するために必要な知識、技能を修得及び向上させること及び介護認定審査会に
おける審査判定の適正化を図ることを目的とした、介護認定審査会委員研修会の開催につ
いて、令和２～３年度は新型コロナウイルス感染防止対策のため、中止した。 

 
② 認定調査員研修事業 
（根拠）福島県認定調査従事者・介護認定審査会委員研修事業実施要綱 

認定調査員研修会 
認定調査に従事する者が、要介護認定及び要支援認定における公平・公正かつ適切な認

定調査を実施するために必要な知識、技能を修得及び向上させることを目的とした認定調
査員研修会について、令和２～３年度は新型コロナウイルス感染防止対策のため、中止し
た。 
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③ 市町村別要介護認定状況 

認定者数は要介護、要支援とも年々増加する傾向にあります。 
■要介護（要支援）認定者数                  単位：人 

 

要支援 

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 
計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

白 河 市 253 497 501 631 568 418 283 3,151

西 郷 村 61 124 132 164 119 91 66 757

泉 崎 村 29 36 55 82 49 45 37 333

中 島 村 23 35 26 30 33 40 20 207

矢 吹 町 63 111 104 150 129 152 76 785

棚 倉 町 58 134 70 161 149 133 60 765

矢 祭 町 22 36 43 60 65 60 16 302

塙  町 98 116 120 104 120 89 44 691

鮫 川 村 19 29 31 41 45 35 22 222

R3.  3月末 626 1118 1082 1423 1277 1063 624 7,213

R2.  3月末 578 1,028 1,038 1,398 1,264 1,016 669 6,991

H31. 3月末 544 1,077 1,017 1,365 1,209 1,038 651 6,901

H30. 3月末 480 1,026 868 1,439 1,230 1,006 654 6,703

H29. 3月末 510 1,003 820 1,427 1,143 994 620 6,517

H28. 3月末 553 1,056 826 1,383 1,115 1,026 579 6,538

H27. 3月末 563 1,019 767 1,292 1,072 992 627 6,332

H26. 3月末 541 976 704 1,258 1,035 936 746 6,196

H25. 3月末 499 979 644 1,214 1,012 961 824 6,133

H24. 3月末 524 918 611 1,082 896 952 791 5,774

H23. 3月末 541 904 564 1,060 923 958 770 5,720

H22. 3月末 538 833 538 1,010 924 901 723 5,467

 

④ 介護保険法事業者指定 

介護保険法に基づく事業者指定事務について、令和３年度における居宅介護支援事業者

及び居宅サービス事業者の数は、５件増となっています。 
施設サービスについては、介護老人福祉施設が１０床増、介護老人保健施設は増減なし

となっています。 
 
■居宅介護支援事業者及び居宅サービス事業者 

区    分
 4.4.1

現在 
3.4.1
現在 増加数

 
対前年比

介
護
給
付
サ
ー
ビ
ス 

 居宅介護支援事業者 48 47 1 1.02

 居宅サービス事業者 137 133 4 1.03
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 訪問介護 34 34 - 1.00
 訪問入浴介護 6 6 - 1.00
 訪問看護 10 10 - 1.00
 訪問リハビリテーション 3 3 - 1.00
 居宅療養管理指導 1 1 - 1.00
 通所介護 27 27 - 1.00
 通所リハビリテーション 6 6 - 1.00
 短期入所生活介護 19 19 - 1.00
 短期入所療養介護 8 8 - 1.00
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 特定施設入所者生活介護 3 3 - 1.00
 福祉用具貸与 10 8 2 1.25
 特定福祉用具販売 10 8 2 1.25

      小   計 185 180 5 1.03

予
防
給
付
サ
ー
ビ
ス 

介護予防支援事業者 11 11 - 1.00

介護予防サービス事業者 75 71 4 1.06

  介護予防訪問入浴介護 5 5 - 1.00
 介護予防訪問看護 10 10 - 1.00
 介護予防訪問リハビリテーション 3 3 - 1.00
 介護予防居宅療養管理指導 1 1 - 1.00
 介護予防通所リハビリテーション 6 6 - 1.00
 介護予防短期入所生活介護 19 19 - 1.00
 介護予防短期入所療養介護 8 8 - 1.00
 介護予防特定施設入所者生活介護 3 3 - 1.00
 介護予防福祉用具貸与 10 8 2 1.25
 特定介護予防福祉用具販売 10 8 2 1.25

      小   計 82  

        合   計 262  
 

■施設サービスの状況  （ ）は入所定員 

 4.4.1現在 3.4.1現在 増 減 対前年比 

介護老人福祉施設 17施設(1，179床) 17施設(1，169床) 0(10) 1.00(1.01)

介護老人保健施設 8施設( 604床) 8施設( 604床) 0( 0) 1.00(1.00)

介護療養型医療施設 0施設(  0床) 0施設(  0床) 0( 0) 1.00(1.00)

合   計 25施設(1,783床) 25施設(1,773床) 0(10) 1.00(1.01)

※ 介護老人保健施設はｼｮｰﾄｽﾃｲを含んだﾍﾞｯﾄﾞ数（ ｼｮｰﾄｽﾃｲﾍﾞｯﾄﾞ数は特定されていない。） 

 

⑤ 介護保険指定事業所等の運営指導及び監査 

（根拠）福島県介護保険施設等指導要綱 

介護保険指定事業所等の適正な施設運営の確保を図るため、事業所等に対して書面によ

り実地指導を実施しました。（５事業所） 

  
⑥ 介護保険業務技術的助言（地域支援事業を含む） 

  （根拠）介護保険法第５条第２項、第１９７条第１項、地方自治法第２４５条の４第１項  
   ・実施市町村 ２町１村 
 
（３）おもいやり駐車場利用制度推進事業 

（根拠）おもいやり駐車場利用制度実施要綱 

スーパー、病院、公共施設などには、歩行が困難な「障がい者、高齢者、妊産婦などが車

を停めるためのスペース（車いすマークのある駐車場）が設置されていますが、このスペー

スを必要としない方々の心ない利用により、「必要としている方が必要としている時に」利

用できない場合が多くあります。 
この「おもいやり駐車場利用制度」は、福島県がおもいやり駐車場を利用できる者を明確

にし、おもいやり駐車場で利用できる共通の利用証を交付することにより、おもいやり駐車

場の適正利用を図ることを目的として、平成２１年７月１日から実施しています。 

ア 利用証交付数  (令和 4 年 3 月 31 日現在）県南  ４，５４３件 

イ 利用制度協力施設(令和 4 年 3 月 31 日現在）県南    ６３施設 
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Ⅴ－２ 障がいのある方の地域生活への移行支援（保健福祉課・健康増進課） 
 

（１）障がい者の地域移行・地域定着推進事業（保健福祉課） 

 

 ① 精神障がい者の措置入院等 

（根拠）精神保健福祉法第２２条～第３１条、第３４条 

精神障がい者に関する住民、警察官からの通報等を受けて、調査、指定医による診察、

入院措置等を実施しました。 

 

■精神保健福祉法に基づく申請・通報・届出・診察実施状況      単位：件 

申請 通  報 精神病

院管理

者の届

出 

(26条の2)

（移送）

（34条）

 

合 計
診察 

不要 

診 察 
要

措

置

一般 

人 

（22条） 

警察 

官 

(23条)

検察 

官 

(24条) 

保護観

察所の

長 

(25条) 

矯正

施設

の長

(26条)

１次 ２次

１ １０ ２ ０ ３ ０ （４） １６  ６ １２ ３ ２

 

■措置入院患者の状況                      単位：人 

前年度末措置患者数 新規・転入患者数 解除患者数 転出患者数 年度末患者数

０ ３  ３ ０ ０

 

■医療保護入院患者の状況 

入院届件数（３３条） 退院届件数 

２２３ ２１９ 

 

② 精神科病院実地指導及び入院者の実地審査 

（根拠）精神保健福祉法第３８条の６ 

福島県精神科病院実地指導要領 

精神科病院に対する指導監督等の徹底を図るため、一般実地指導及び実地審査を実施し

ました。 

 ・実地指導：２病院（一般）１病院（特別） 

 ・実地審査：措置入院０人 医療保護入院９人 任意入院６人 

 

③ 精神障がい者地域移行・地域定着支援事業に係る研修会等 

ア 精神障がい者地域移行・地域定着支援事業に係る研修会の開催は、新型コロナウイル

ス感染防止対策のため、中止した。 
 
イ 県南地域生活移行圏域連絡会の開催 

令和３年１２月２１日（火）開催し、県南圏域の障害福祉サービス事業所等の状況
や各地域自立支援協議会の活動状況報告、地域生活支援拠点等整備事業の課題を協議
した。  
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（２）相談支援体制及び生活を支えるサービスの充実（保健福祉課） 

① 市町村の相談支援体制整備への助言・指導 

ア 自立支援給付費負担金関係事業 

障がい者及び障がい児の福祉の増進を図ることを目的に市町村が障害者自立支援法第

９２条に基づき支弁する費用に対して負担金を交付しました。 
(ｱ) 障害福祉サービス費等 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

障がい者及び障がい児が障害福祉サービスを受けた場合、市町村が支弁する介護給

付費等に対して負担金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

(ｲ) 相談支援給付費等 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

市町村が実施する、相談支援給付事業に対して負担金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

(ｳ) 自立支援医療（更生医療） 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

身体障がい者が自立支援医療（更生医療）を受けた場合、市町村が実施する給付事

業に対して負担金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

(ｴ) 療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

市町村が実施する、療養介護医療費給付事業に対して負担金を交付しました。 

実施市町村   ７市町村 

(ｵ) 補装具費 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

市町村が実施する、身体障がい者のための補装具費給付事業に対して負担金を交付

しました。 

実施市町村   ９市町村 

(ｶ) 高額障害福祉サービス等給付費 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

障害者及び障がい児が負担限度額を超え障害福祉サービスを受けた場合に市町村が

支弁する費用等に対して負担金を交付しました。 

実施市町村   ４市村 

(ｷ) 自立支援医療（育成医療） 

（根拠）障害者総合支援法第５８条 

身体に障害のある児童等が放置することで障害を残すと認められ手術により確実な

治療効果が期待できる場合に医療を給付した場合に市町村が支弁する費用等に対して

負担金を交付しました。（公衆衛生費） 

実施市町村   ７市町村 

(ｸ) やむを得ない事由による措置給付費 

（根拠）福島県障がい者自立支援給付費負担金交付要綱 

障害者及び障がい児がやむを得ない事由による措置給付費を受けた場合に市町村が

支弁する費用等に対して負担金を交付する制度。（令和３年度は実績なし） 

実施市町村   ０市町村 
 

イ 市町村自立支援給付支給事務等実地調査 
（根拠）福島県市町村自立支援給付支給事務等実地調査実施要綱 

自立支援給付関する業務等の適正かつ円滑な実施を図るため、実地調査を実施しまし
た。 

      実施市町村   ５町村 
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② 重度障がい者支援事業費補助金 

（根拠）福島県重度障がい者支援事業費補助金交付要綱 

重度心身障がい者に係る医療費等についての支援（以下のア～ウの事業）を行った市町

村に対して、補助金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

 

ア 重度心身障がい者医療費補助事業 

重度心身障がい者の健康保持と福祉増進を図るため、医療費自己負担額についての助

成を行った市町村に対して、補助金を交付しました。 

 

イ 在宅重度障がい者対策事業 

日常生活において、常に医療的処置を必要とする在宅重度障がい者への治療材料等の

給付を行った市町村に対して、補助金を交付しました。 

 

ウ 人工透析患者通院交通費補助事業 

  人工透析を受けている通院患者の通院に要する費用の助成を行った市町村に対して、

補助金を交付しました。 

 
③ 地域生活支援事業費補助金 

   （根拠）福島県地域生活支援事業費等補助金交付要綱 
障害者自立支援法に基づき、障がい者及び障がい児がその有する能力及び適正に応じ、

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう地域の特性や利用者の状況に応じ
た柔軟な事業形態により効率的・効果的な支援を実施することにより、障がい者及び障が
い児の福祉の増進を図ることを目的とする事業を実施した市町村に対して補助金を交付し
ました。 

 
ア 主な事業 

(ｱ) 意思疎通支援事業  

市町村が聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図るこ

とに支障がある障害者等に、手話通訳等の方法により、障害者等とその他の者の意思

疎通を仲介する手話通訳者等の派遣等を行う事業に対して、補助金を交付しました。 

実施市町村   ６市町村 

 

(ｲ) 日常生活用具給付等事業 

市町村が重度障がいのある人等に対し、自立生活支援用具等日常生活用具の給付又

は貸与を行う事業に対して、補助金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

■日常生活用具給付状況 

区     分 件数 区     分 件数

特殊寝台 6 パルスオキシメーター 2 

特殊マット 2 情報・通信支援用具 4 

体位変換器 1 視覚障害者用ポータブルレコーダー 2 

(介助・訓練)移動・移乗支援用具 5 視覚障害者用拡大読書器    11 

エアーパッド 2 視覚障害者用時計 4 

入浴補助用具 9 聴覚障害者用情報受信装置 1 

(自立生活)移動・移乗支援用具 3 人工喉頭 5 

頭部保護帽 2 点字図書 1 
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電磁調理器 2 埋込型用人工鼻 8 

透析液加湿器 1 人工鼻 6 

ネブライザー（吸引器） 4 ストーマ装具 2,899 

電気式たん吸引器 7 紙おむつ等 36 

視覚障害者用体温計（音声式） 3 住宅改修費 2 

 計 3,028 
 

(ｳ) 移動支援事業 
市町村が屋外での移動が困難な障がいのある人について、外出のための支援を行う事

業に対して、補助金を交付しました。 
実施市町村   ８市町村 

(ｴ) 地域活動支援センター機能強化事業 
障がいのある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流の促進等の便

宜を図る地域活動支援センターについて市町村が行う機能強化事業に対して、補助金を
交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

(ｵ) 相談支援事業（基幹相談支援センター等機能強化事業） 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相談支援センターを設置

し、専門的職員を配置して障がいの種別やニーズに対応出来る総合的、専門的な相談支

援や、地域の相談支援事業者に対する指導・助言・人材育成等を行う事業に対して補助

金を交付しました。 

実施市町村   ９市町村 

 

（３）難病対策の推進事業（健康増進課） 

① 特定医療費支給認定 

ア 特定疾患治療研究事業 

（根拠）福島県特定疾患治療研究事業実施要綱（平成 27.4.1 施行、平成 27．1.1 適用） 

これまで、５６疾患を対象に調査研究及び医療費の公費負担が行われていましたが、

難病患者に関する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号）に基づく医療費助成制

度が平成 27 年１月１日から施行されたことに伴い、対象疾患が５疾患となりました。 

 

■特定疾患医療受給者証所持者（年度末現在） 

年度 平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度

平成 

30年度

令和 

元年度

令和 

2年度 

令和 

3年度 

人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

 

イ 特定医療費支給認定事務 

     （根拠）福島県特定医療費支給認定実施要綱(平成 27.4.1 施行、平成 27.1.1 適用) 

     対象疾患が追加となり、令和 3 年 11 月 1 日より 338 の疾患に医療費助成が行われ

ています。          

■特定医療費受給者証所持者（年度末現在） 

年度 平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度

平成 

30年度

令和 

元年度

令和 

2年度 

令和 

3年度 

人数 ８９５ ９３０ ８３４ ８７５ ８８９ ９５３ １０１１

 

ウ 指定医・指定医療機関等の指定申請事務 

    （根拠）難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号） 

第１４条第１項の規定に基づき指定医療機関の指定、第６条第１項の規定に基づき指
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定医の指定を都道府県知事が行うものです。 

■指定申請件数及び指定件数（年度末現在）  

種 別       件 数 新規 変更 更新 辞退 再交付 
指定医数・

指定機関数

難病指定医 ５ ０ ４ ０ ０ ８８

指定医療機関 ４ １２ ４ ０ ０ １０６

(再掲) 

医療機関 ２ ０ ３ ０ ０ ５０

薬 局 １ １１ １ ０ ０ ４６

訪問看護事業者 １ １ ０ ０ ０ １０

 

② 難病在宅療養者支援体制整備事業 

（根拠）福島県難病在宅療養者支援体制整備事業実施要綱 

ア 難病患者地域支援連絡調整会議 

（ｱ） 難病患者地域支援連絡会議 

地域の保健･福祉サービスと医療が総合的に提供できる体制を整備するために、難病

患者を支援する関係者が課題と対策を検討するために開催する予定でしたが、国の新

型コロナウイルス感染症の対応方針に基づき書面開催としました。       
       送付先：構成機関39件（医師会長、市町村長、訪問看護ステーション、包括支援

センター長） 
       内 容：(1)管内における指定難病患者の実態について 
           (2)更新申請時アンケートによる療養生活状況について 
            (3)難病患者の在宅療養支援状況の現状と課題・その対応策について 

  

(ｲ)  難病患者在宅ケア調整会議 

療養生活をしている難病患者の多様なニーズに対応し、保健・医療・福祉等の各種

サービスの総合的な調整を行いました。 
  関係機関主催の調整会議への出席：１回出席 
 

イ 相談指導事業 

面接や電話による相談指導を随時行うと共に、神経難病患者を中心に保健師、看護師、

による家庭訪問を実施し、在宅療養生活を支援しました。 

 
  
 
 
 

 

ウ 医療相談事業 

在宅で療養をしている神経難病患者等を対象に、ＱＯＬの向上を図るため、相談及び

交流を目的とした医療相談会を例年実施していますが、新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため、今年度は中止しました。 

  

エ 訪問診療事業 

専門医師、理学療法士等が、患者の家庭（生活の場）において、診療及び療養上

の相談や実技指導等を行う事業ですが、今年度は、希望する患者がなく実施してい

ません。   

 

オ 福島県在宅難病患者一時入院事業  

在宅難病患者が介護者の休息（レスパイト）等の理由により、在宅の介護を受ける事

内 容 実件数 延件数 

家庭訪問 １８ １９

電話相談 － ９２３

面接相談 ４８２ ７２３
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が困難となった場合の体制整備を図り、患者や家族等の相談に応じ、申請受理し一時入

院受け入れ医療機関との調整を行うものです。 

福島県では９医療機関、県南地域は、会田病院が委託契約医療機関になっています。

事業利用実績はありません。 

 

カ 難病ボランティア育成支援 

難病患者ボランティア「ゆいの会」（平成 15 年 3 月 7 日発足）の活動助言等支援を例

年実施していますが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、今年度は中止しまし

た。 

 

③ 遷延性意識障害者治療研究事業 

 （根拠）遷延性意識障害者治療研究事業実施要綱 

事故や疾病等により３ヵ月以上にわたり意識障害が認められる患者を対象に、医療の確

立と普及、医療費の自己負担の軽減を図ることを目的に実施しています。 

 

■遷延性意識障害治療研究事業認定患者数 

年度 平成27年

度 

平成28年

度 

平成29年

度 

平成30年

度 

平成31年度

(令和元年度)
令和2年度 

令和３年度

人数 ３ ３ ３ ３ ４ ５ ３

 

④ 先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 

（根拠）福島県先天性血液凝固因子障害等治療研究事業実施要綱 

医療費の公費負担により、患者の医療負担及び精神的、身体的不安の軽減を図ることを

目的としています。 

■先天性血液凝固因子障害等治療研究事業認定患者：２人（令和３年度末現在）  

 

⑤ 原子爆弾被爆者対策事業 

 （根拠）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 

健康診断の実施、医療の給付、各種手当の支給等を行い、被爆者の健康保持と福祉の向

上を図っています。 

ア 原子爆弾被爆者健康手帳所持者：１人 

 

イ 原子爆弾被爆者健康診断事業 

・健康診断の実施状況 

 第1回定期健康診断 第2回定期健康診断 精密検査 

受診者数 １ ０ ０

 

・希望によるがん検査の実施状況  （実人員 １人） 

 胃がん 

検 診 

肺がん 

検 診 

大腸がん

検  診

乳がん 

検 診 

子宮がん

検 診 

多発性骨

髄腫検診

受診者数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

 

・希望による一般検診の実施状況  (実人数 ０人) 

 

ウ 被爆者二世健康診断 受診者 ３名 

 

エ 原子爆弾被爆者各種手当支給事業 

・健康管理手当支給者 ０人 
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⑥ 石綿による健康被害・救済給付事業 

 （根拠）石綿による健康被害の救済に関する法律 

石綿による健康被害を受けられた方及びそのご遺族の方で、労災補償等の対象とならな

い方に対し、迅速な救済を図ることを目的として創設された事業です。医療費、療養費、

葬祭料などの給付が受けられます。 

・認定申請：１件 

 

 

Ⅴ－３ 生活支援の充実（生活保護課） 
 
（１）生活保護事業 

（根拠）生活保護法 

管内に居住する生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じ、世帯を単位として必要な保護

を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的に生活保

護法に基づく各種の扶助（生活・教育・住宅・医療・介護・出産・生業・葬祭）を実施しま

した。 
■被保護世帯数及び被保護人員の推移（平均値） 

区 分 被保護世帯数 被保護人員 保護率 

２２年度 471世帯 608人 7.1‰ 

２３年度 476世帯 635人 7.5‰ 

２４年度 468世帯 608人 7.3‰ 

２５年度 461世帯 584人 7.0‰ 

２６年度 466世帯 575人 7.0‰ 

２７年度 473世帯 580人 7.1‰ 

２８年度 480世帯 583人 7.2‰ 

２９年度 501世帯 610人 7.6‰ 

３０年度 495世帯 599人 7.5‰ 

令和元年度 500世帯 604人 7.6‰ 

令和２年度 490世帯 591人 7.6‰ 

令和３年度 494世帯 580人 7.5‰ 

 (出典：福祉行政報告例） 

保護率(‰:パーミル・千分率)＝被保護人員÷管内人口 

令和3年度平均の被保護世帯数は494世帯、被保護人員は580人であり保護率は7.5‰と
なりました。 

保護率は、高齢化や雇用情勢等に影響されます。 

 

① 町村別被保護世帯数(平均値)              単位：世帯 
西郷村 泉崎村 中島村 矢吹町 棚倉町 矢祭町 塙 町 鮫川村 合 計 

105 29 10 139 100 31 70 10 494 

（出典：福祉行政報告例） 

令和3年度における被保護世帯の町村別内訳では全494世帯中、矢吹町が139世帯で最も多

く、次いで西郷村が105世帯、棚倉町が100世帯、塙町が70世帯となりました。 
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② 扶助別被保護世帯数(平均値)                 単位：世帯 

区 分 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 そ の 他 合 計
２２年度 389 268 22 79 424 15 1,197

２３年度 405 273 24 86 433 16 1,237

２４年度 386 266 20 86 432 15 1,205

２５年度 375 253 17 84 429 12 1,170

２６年度 379 258 16 89 441 9 1,192

２７年度 377 248 14 102 447 5 1,194

２８年度 377 245 12 112 422 5 1,172

２９年度 384 251 14 117 454 6 1,226

３０年度 372 241 11 117 454 9 1,203

令和元年度 381 248 12 126 459 15 1,241

令和２年度 379 255 12 133 452 7 1,237

令和３年度 388 271 11 137 457 7 1,271

（出典：福祉行政報告例） 

令和3年度における被保護世帯の扶助別内訳では、全494世帯中医療扶助は92.5％にあた

る457世帯が受給しており、生活扶助及び住宅扶助と合わせて３つの扶助が、扶助の中心と

なっています。 

 

③ 保護申請、開始及び廃止件数       単位：件 

区 分 申  請 開  始 廃  止 

２２年度 108 85 49

２３年度 86 62 82

２４年度 87 70 87

２５年度 104 65 47

２６年度 88 41 48

２７年度 81 69 60

２８年度 79 67 54

２９年度 91 85 76

３０年度 108 89 87

令和元年度 100 79 77

令和２年度 85 64 74

令和３年度 103 74 81

（出典：保護申請・開始・廃止処理ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ） 

令和3年度における生活保護の申請件数は103件でした。 

また、年度内の開始は74件、廃止は81件でした。 

 

④ 生活保護開始の主たる要因                    単位：世帯 

区 分 
世帯主の 

傷病 

世帯員の

傷病 

働きによる

収入減少喪失

仕送りの

減少・喪失

手持現金貯金 

の減少・喪失 
その他 合 計 

２２年度 21 1 8 9 36 10 85

２３年度 11 1 9 3 21 17 62

２４年度 22 0 3 5 28 12 70

２５年度 13 2 5 4 29 12 65

２６年度 10 2 3 3 21 2 41

２７年度 15 1 5 8 29 11 69
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２８年度 15 2 0 4 41 5 67

２９年度 11 0 2 5 52 15 85

３０年度 0 0 3 1 79 6 89

令和元年度 0 0 7 1 67 4 79

令和２年度 2 1 1 0 44 16 64

令和３年度 0 0 0 0 71 2 73
（出典：保護申請処理ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ） 

令和3年度における生活保護開始の主たる要因は、手持現金貯金の減少・喪失となってい
ます。 

 
    

⑤ 生活保護廃止の主たる要因                     単位：世帯 

区 分 
死 亡 

失 踪 

働きによ
る 

収入増加

社会保障

給付金の

増加 

仕送り金

等の増加 施設入所 そ の 他 合  計

２２年度 18 5 1 0 1 24 49

２３年度 23 7 5 0 1 46 82

２４年度 27 15 7 0 3 35 87

２５年度 18 8 3 0 1 17 47

２６年度 26 5 1 1 1 14 48

２７年度 22 11 2 0 3 22 60

２８年度 27 5 0 0 1 21 54

２９年度 35 12 3 0 2 24 76

３０年度 27 14 3 0 2 41 87

令和元年度 29 19 7 0 0 22 77

令和２年度 23 13 6 0 0 32 74

令和３年度 38 13 4 5 1 20 81

（出典：保護廃止ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ） 
令和3年度における生活保護廃止の主たる要因は、死亡が38世帯とこれまでと並んで多く

なっています。                       
 

⑥ 入院・入院外別、単給・併給別医療扶助人員         単位：人 (延人員） 

区 分 
総 医 療 

扶助人員 

入   院 入 院 外 

医療扶助単給 他扶助併給 計 医療扶助単給 他扶助併給 計 

２２年度 6,161 279 327 606 244 5,311 5,555

２３年度 6,484 272 362 634 317 5,533 5,850

２４年度 6,483 252 388 640 318 5,525 5,843

２５年度 6,354 262 647 909 357 5,088 5,445

２６年度 6,405 254 805 1,059 325 5,021 5,346

２７年度 6,481 246 604 850 304 5,327 5,631

２８年度 5,983 234 282 516 315 5,152 5,467

２９年度 6,441 319 416 735 366 5,340 5,706

３０年度 6,470 289 882 1,171 456 4,843 5,299

令和元年度 6,603 325 966 1,291 384 4,928 5,312

令和２年度 6,414 230 578 808 362 5,244 5,606

令和３年度 6,372 229 516 745 285 5,342 5,627
（出典：福祉行政報告例） 

令和3年度における総医療扶助人員を入院・入院外の別で見ると、入院が延745人、入院

外が延5,627人となっています。               
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⑦ 生活保護施設別利用者数                    単位：人 

区  分 
救   護   施   設 矢吹授産場（法別利用内訳）

からまつ荘 矢吹緑風園 郡山せいわ園 その他 計 生活保護法 みなし保護

２２年度末 21 16 4 1 42 16 6

２３年度末 21 16 4 1 42 15 7

２４年度末 20 19 4 1 44 15 7

２５年度末 21 19 4 1 45 13 8

２６年度末 21 22 4 1 48 13 7

２７年度末 22 23 4 1 50 13 6

２８年度末 19 22 4 1 46 6 6

２９年度末 19 22 4 1 46 7 6

３０年度末 17 26 5 2 50 8 5

令和元年度末 16 25 5 3 49 8 5

令和２年度末 15 27 5 4 51 11 5

令和３年度末 14 23 5 4 46 15 4

（出典：施設事務費支給台帳等） 

令和3年度末における生活保護施設の利用状況は、救護施設では入所者数が前年度 

末より5名減少しました。 

矢吹授産場では、生活保護受給者が15人、みなし保護が4人となっています。 

    

⑧ 被保護世帯の世帯類型別内訳                   単位：世帯 

区  分 被保護世帯数 
内           訳 

高齢者世帯 母子世帯 障がい者世帯 傷病者世帯 その他の世帯

２３年３月分 486 210 22 91 81 82

２４年３月分 467 204 18 76 111 58

２５年３月分 457 211 20 71 70 85

２６年３月分 470 235 19 71 76 69

２７年３月分 458 239 15 68 76 60

２８年３月分 473 256 12 71 76 58

２９年３月分 488 280 14 62 71 61

３０年３月分 499 303 16 62 58 60

３１年３月分 501 315 13 59 67 47

令和2年3月分 500 321 10 57 60 52

令和3年3月分 495 324 11 55 51 54

令和4年3月分 494 323 11 51 54 55

＊保護停止中の世帯を除く                                （出典：福祉行政報告） 

令和4年3月における被保護世帯の世帯類型は、高齢者世帯が323世帯で最も多く、全世帯

の65％以上を占めています。                  
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⑨ 被保護世帯の世帯構成別就労状況                 単位：世帯 

区分 稼働・非稼働別 単身世帯 複数世帯 合計 

２４年３月分 
働いている者がいる世帯 43 36 79

働いている者のいない世帯 337 51 388

２５年３月分 
働いている者がいる世帯 48 34 82

働いている者のいない世帯 321 54 375

２６年３月分 
働いている者がいる世帯 49 26 75

働いている者のいない世帯 342 53 395

２７年３月分 
働いている者がいる世帯 54 24 78

働いている者のいない世帯 332 48 380

２８年３月分 
働いている者がいる世帯 59 25 84

働いている者のいない世帯 340 49 389

２９年３月分 
働いている者がいる世帯 54 27 81

働いている者のいない世帯 368 39 407

３０年３月分 
働いている者がいる世帯 49 29 78

働いている者のいない世帯 378 43 421

３１年３月分 
働いている者がいる世帯 47 31 78

働いている者がいない世帯 380 43 423

令和2年３月分 
働いている者がいる世帯 52 23 75

働いている者がいない世帯 380 46 426

令和3年３月分 
働いている者がいる世帯 40 19 59

働いている者がいない世帯 394 42 436

令和4年3月分 
働いている者がいる世帯 46 18 64

働いている者がいない世帯 386 44 430

（出典：福祉行政報告例 年度平均） 

被保護世帯の構成を令和4年3月で見ると､単身世帯が432世帯､2人以上の世帯が62世帯と

なっており､単身世帯が全体の8割以上を占めています｡ 

就労形態別では､働いている者がいる世帯が計64世帯､働いている者のいない世帯が計

430世帯となっており､就労している者のいない世帯が全体の8割以上を占めています｡ 

 

（２）自立支援プログラムの実施状況 

被保護世帯における就労による「経済的自立」、「日常生活の自立」および「社会生活の

自立」を図るため、自立支援プログラムに基づき、管内の被保護世帯全体の状況を把握した

上で、被保護者の状況や自立阻害要因の類型化を図り、それぞれの類型毎に取り組むべき自

立支援の具体的内容および実施手順などを定め、個々の被保護者に必要な支援を組織的に実

施しました。 
（ 生活保護就労支援員：２名配置 ／ 生活保護退院促進員：０名(他事務所兼務) ） 
生活保護就労自立促進事業 

支援者数            ５４名 
就労開始人数（実人数）     ２６名 
・うち就労開始に伴う廃止世帯  １３世帯 

（※保護辞退を含む） 
 

（３）長期入院患者退院促進事業 

180日を超えて療養病棟に長期間入院を継続している者が退院できない理由を調査し、社

会的入院である場合は、退院先の確保を検討し、地域で生活できるように支援する。 

退院者数  ２名(養護老人ホーム２名) 
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（４）生活困窮者自立支援事業の実施状況 

生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の自立を図るため、生活困窮者に対し

て、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給、一時生活支援事業及びその他の支援

を行いました。 
また、貧困の連鎖の防止ため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに

対する学習支援事業を実施しました。（ ※業務委託による実施:県南管内 ） 
■ 自立相談支援事業     年間相談等支援件数   ４７９件 
■ 子どもの学習支援事業 支援者数           ７名（小中高生） 
■ 一時生活支援事業      年間支援件数        ５件  
■ 住居確保給付金    年間支援件数        ２件 

 

 

Ⅵ【誰もが安全で安心できる生活の確保】 
 
Ⅵ－１ 生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上（衛生推進課） 

 
（１）生活衛生関係営業施設の衛生確保事業 

① 理容所・美容所・クリーニング所等営業施設の監視指導 

（根拠）興行場法、旅館業法、公衆浴場法、理容師法、美容師法、クリーニング業法、 
墓地埋葬等に関する法律、温泉法他 

令和３年度監視指導計画に基づき立入検査を行い、衛生管理体制の向上や健康被害の未

然防止の観点から、営業者等に対し必要な指導助言等を行いました。 

（参照資料編 表 30） 

■市町村別生活衛生関係営業施設数           令和 4 年 3 月 31 日現在 

市 町 村 
旅  館  業 

興行場

公衆浴場 

理容所 美容所

クリーニング所 

合 計 
旅館・ホテル 簡易宿所 下宿 普通 その他 一般 取次所 

白 河 市 28 5 3 14 85 161 10 17 323 

西 郷 村 21 4 9 19 32 2 2 89 

泉 崎 村 3 1 1 1 6 8  1 21 

中 島 村  1 1 7 6 1 16 

矢 吹 町 10 1 1 1 7 24 40 1 6 91 

小   計 62 12 1 5 0 32 141 247 14 26 540 

棚 倉 町 12 2 1 5 25 41 7 93 

矢 祭 町 4 9 1 7 10 1 1 33 

塙   町 9 1 2 14 21 4 4 55 

鮫 川 村 1 12 2 6 4  1 26 

小   計 26 24 0 1 0 10 52 76 5 13 207 

合   計 88 36 1 6 0 42 193 323 19 39 747 
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■生活衛生関係その他の施設                 令和 4 年 3 月 31 日現在 

市町村 火葬場 
墓地・

納骨堂 

特定建

築物 

建築物

環境衛

生登録

業 

コイ

ンラ

ンド

リー

無店舗

取次店

一般 

プール

温  泉 

合 計

源泉 
利用

施設 

白河市 注 26 4 19 1 7 7 3 67

西郷村 59 7 3 2 29 16 116

泉崎村 10 1 1 3 2 17

中島村 14 2 1 2 19

矢吹町 1 49 6 5 1 8 9 79

小 計 1 132 39 5 29 1 11 48 32 298

棚倉町 1 92 4 4 1 2 3 107

矢祭町 69 1 2 1 3 2 78

塙 町 89 1 2 2 1 10 5 110

鮫川村 49 1 1 5 2 58

小 計 1 299 6 2 9 4 20 12 353

合 計 2 431 45 7 38 1 15 68 44 651

注）平成 23 年 4 月１日より白河市に権限移譲 

② 旅館及び公衆浴場浴槽水のレジオネラ属菌検査 

（根拠）レジオネラ属菌水質検査事業実施要領 

旅館及び公衆浴場の浴槽水等のレジオネラ属菌行政検査を実施し、関連設備の衛生管理

指導を行いました。 
レジオネラ属菌が検出された施設に対しては、直ちに立入検査を行うとともに、清掃及

び塩素消毒の徹底等について指導し、改善対策実施後の自主検査において基準値以下とな

ったことを確認しました。 
 

■レジオネラ属菌水質検査結果 

検査施設数 

(検体数) 

検査結果 備  考 

（基準値） 不検出 検 出

3(10) 9 1 10CFU 未満/100ml 

 

③ 理容所・美容所における使用器具の細菌検査 

（根拠）理容所美容所衛生対策確保対策事業実施要領 

皮膚に接する器具の消毒効果確認のため、フードスタンプを用いてブドウ球菌の検査を

実施し、その結果に基づき適切な消毒方法について指導、啓発を行いました。 
 

■フードスタンプ検査結果 

 

理 容 所 美 容 所 

検査施

設数 

一般細

菌のみ

検出数 

ブドウ

球菌の

み検出

数 

両方 

検出数
不検出

検査

施設

数 

一般細

菌のみ

検出数

ブドウ

球菌の

み検出

数 

両方 

検出数 
不検出

はさみ 5 1 0 0 4 10 2 0 1 7

くし 3 1 0 0 2 9 5 0 0 4

カミソリ 3 0 0 0 3 3 0 0 0 3
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④ 業種別衛生講習会の開催 

理美容組合員を対象に、理美容所で使用する器具類の消毒方法を中心に講習を行いました。 
 

■衛生講習会実施状況 

区   分 主 催 者 回 数 受講者数（人）

理容師衛生消毒講習会（矢吹） 理容組合矢吹支部 １ １７

理容師衛生消毒講習会（白河） 理容組合白河支部 １ ２２

計 ３ ３９

 

（２）その他の事業 

   ① 家庭用品安全対策試買検査 

（根拠）家庭用品試買検査実施要領 

乳幼児用衣服や繊維製品、家庭用洗浄剤等の家庭用品について試買検査を実施しました。

検査の結果、全て基準に適合していることを確認しました。 
 

■家庭用品安全対策試買検査状況 

 

ホルムアルデヒド 

（生後２４ヶ月以内の

乳幼児のもの） 

ホルムアルデヒド

（生後２４ヶ月以内の

乳幼児のものを除く）

水酸化カリウム

又は水酸化ナト

リウム 

計 

検体数 5 4 2 11

不適数 0 0 0 0

 

② ねずみ・衛生害虫等の相談対応 

住民からの害虫等の同定、駆除等に関する相談に応じました。 

 
■ねずみ・衛生害虫の相談状況 

  ｱﾀﾏｼﾞﾗﾐ ハ チ ダ ニ その他 合 計

苦情・相談数 0 0 0 1 1 

被害者数 0 0 0 0 0 

 

 

Ⅵ－２ 安全な水の安定的な供給（衛生推進課） 
 
（１）飲料水の安全確保事業 

① 水道施設への立入指導（書類検査及び現場検査） 

（根拠）水道法 
    水道施設等の維持管理状況を立入検査等で確認し、衛生指導を行いました。 

（参照資料編 表 31） 

令和２年度末現在の管内の水道普及率は 93.6％と県平均 94.0％よりわずかに低い状況

ですが、ここ５年間での水道普及率は、ほぼ横ばい傾向です。 
安全な水の安定的供給に向けて、市町村等の水道施設整備が計画的かつ効率的に進めら

れるよう、水道事業者に対する指導助言を実施しました。 
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■市町村別水道普及状況                      (R3.3.31 現在) 

市町村 
行政区域

内総人口 
給水人口 

水道普及

率(％) 

 年度末水道普及率（％） 

R1 年度 H30 年度 H29 年度 H28 年度

白河市 59,114 56,791 96.1 96.6 96.5 97.3 96.9

西郷村 20,728 20,374 98.3 98.2 98.4 98.4 97.9

泉崎村 6,161 5,248 85.2 84.7 84.9 84.4 84.4

中島村 4,854 4,643 95.7 95.8 96.6 96.7 96.2

矢吹町 17,261 16,106 93.3 93.3 94.2 93.9 94.0

小 計 108,118 103,162 93.7 93.7 95.9 96.2 95.9

棚倉町 13,207 12,945 98.0 98.0 97.9 97.8 97.7

矢祭町 5,319 4,940 92.9 92.6 95.8 95.2 94.8

塙 町 8,267 6,441 77.9 79.1 76.4 76.7 75.3

鮫川村 2,991 1,598 53.4 53.5 54.5 54.3 51.1

小 計 29,784 25,924 80.6 80.8 87.2 87.0 86.1

合 計 137,902 129,086 93.6 93.9 93.9 94.1 93.7

福島県 1,819,956 1,710,600 94.0 94.6 94.2 94.0 93.5

 

② 水道施設の計画的な整備促進への支援 

    水道施設の整備及び更新について立入検査時に助言等を実施しました。 

水道施設整備国庫補助事業（生活基盤施設耐震化等交付金事業等）を行う町村に対して

は、執行状況の把握と指導を行いました。 

     事業実施町村  白河市、中島村、棚倉町、矢祭町、鮫川村  

③ 研修会の開催 

    水道事業者等を対象に県主催で実施した水道技術力確保支援事業の研修会（５回開催、

延べ５日間）に協力し、管内水道事業者へ技術情報等の提供を行い情報共有を図りました。 

④ 危機管理対策の水道事業間の連携の推進 

    水道施設等立入指導時に、危機管理対策及び応援体制について指導助言を行いました。 

 

（２）飲用井戸等の衛生対策指導 

  （根拠）福島県飲用井戸等衛生対策要領 

飲用井戸等使用者に対して、飲料水の衛生確保を図るための管理について助言を行いまし

た。 

     相談件数 31 件 

 
（３）飲料水の放射性物質検査事業 

① 飲料水の放射性物質モニタリング検査事業 

水道水の放射性物質検査の支援を実施したほか、市町村を経由し飲用井戸の所有者から

依頼のあった飲用井戸水の放射性物質検査を行い、飲料水の安全確保に努めました。 

なお、これまでに基準値（10Bq/kg）を超過したものはありません。 
■実施件数  

水道水     461 件 

飲用井戸    3 件 

検査結果  すべて ND（検出限界 1Bq/kg） 
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Ⅵ－３ 食品等の安全性の確保（衛生推進課） 
 
（１）食品の安全性の確保事業 
  （根拠）食品衛生法、食品表示法 

① 食品製造施設等の監視指導 

食品の製造加工、調理・販売施設など食品取扱施設に対する定期的な立入検査、夏期一

斉及び年末一斉立入検査を行い、衛生管理の徹底について指導しました。 
令和３年度における延べ監視指導件数は 757 件で、そのうち営業許可施設の監視件数は

487 件、届出施設の監視件数は 270 件でした。 

（参照資料編 表 32-1,32-2,33） 
 

② 食品表示の適正化に係る指導 

食品表示法に基づく食品表示基準について、食品関係営業者を対象とした食品表示講習

会を開催しました。また、その他の衛生講習会においても食品表示について見直しを行う

よう指導しています。 

■食品表示講習会の実施状況 

実施回数 受講者数 備 考 

２     ２７  

  

③ 食品の収去検査（食品の安全対策事業含む） 

違反又は不良食品の流通を防止するため、食品製造施設や販売施設等から食品等の収去

検査及び買上検査を行い、その結果に基づいて衛生管理等を指導しました。 
                           （参照資料編 表 35） 

■食品別収去検査状況 
食品種別 総検体数 検査項目 不良

検体細菌 残留 
農薬 

食品 
添加物

残留動物 
医薬品 

その他 

魚介類   
冷凍食品 ３ ３   
魚介類加工品   
肉卵類・その加工品 ４ ４  ４ ２  
乳・乳製品 ３ ２  １  

アイスクリーム類・氷菓 １ １  １ 
穀類・その加工品 ２０ １ ２  １７ 
野菜果物・その加工品 １１５ ８  １０７ 
菓子類   
清涼飲料水 ４ ４  ４ 
その他食品 ４ ２ ２  

合 計 １５４ １４ ９ ８ ３ １２９ ０

 

■食品安全対策買上検査 

食品種別 買上検体数 検 査 目 的 

魚 介 類 １ 動物用医薬品 

合  計 １  

 

④ 食品衛生思想の普及啓発 

      食品関係営業者や集団給食施設従事者などを対象に、衛生管理意識の向上や食中毒防止 
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   に関する衛生教育を行うとともに、食品営業者等からの依頼に対しては、講師を派遣して 
衛生講習会（出前講座）を実施し、食品衛生思想の普及啓発に努めました。 

衛生教育の実施状況は、講習会を 12 回開催し、受講者は 293 名でした。このうち出前講

座は 3 回、受講者は 34 名でした。 

また、毎年８月に実施していた食品衛生街頭キャンペーンは、新型コロナウイルス感染症の

影響で見送られましたが、消費者の食品衛生に対する意識向上のため、８月の食品衛生月間に

あわせ管内市町村に対し食中毒予防記事の掲載を依頼し、1 市 4 町 2 村で掲載いただきました。 

 

■衛生教育講習実施状況  単位：回又は人 
区       分 実施回数 受講者数

食品関係営業者等講習会 ６ １０３

食品表示講習会 ２ ２７

食品衛生責任者養成講習会 ４ １６３

集団給食施設関係者講習会（中止）

計 １２ ２９３

 
■出前講座（再掲・食品表示講習を含む） 

区       分 実施回数 受講者数

食品関係営業者等 ３ ３４

計 ３ ３４

 

⑤ 食中毒の発生状況 

令和３年度は管内において１０件の食中毒が発生し、計１０名の患者が確認されました。 

なお、原因は全てアニサキスだったため、生食用鮮魚介類の加工・販売業者に対し、食中

毒予防について啓発と指導を行いました。 
■管内の食中毒の発生件数 

 

 

 

 

（２）ＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入推進（再掲） 

食品事業者に対し、国際標準の食品衛生管理手法であるＨＡＣＣＰによる衛生管理に放

射性物質対策をを加えた本県独自の「ふくしま食品衛生管理モデル」（通称：ふくしまＨ

ＡＣＣＰ）の導入を推進しました。 

 

① ＨＡＣＣＰ導入のためのの業種別手引きの配布説明 

ＨＡＣＣＰ導入普及のための支援マニュアル「ふくしまＨＡＣＣＰ導入手引き書」を施

設の営業形態別や食品の種類別ごとに応じて、管内の対象施設に配布しました。 

② 手引き書等を用いた研修会等の開催 

食品事業者等を対象とする講習会において、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化につ

いて説明しました。 

■ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化について説明した衛生講習会 

区       分 実施回数 受講者数 

食品関係営業者等講習会 ６ １０３

食品衛生責任者養成講習会 ４ １６３

計 １０ ２６６

病因物質 発生件数 患者数 
アニサキス   １０   １０

計   １０   １０
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③ 食品事業者の衛生管理計画への指導・助言 

    県が開発したスマートフォン用アプリを活用した「ふくしまＨＡＣＣＰ導入支援研修会」

は、新型コロナウイルス感染症の影響で開催できなかったため、個別相談や施設調査の機

会等に必要に応じて衛生管理計画への指導助言を行うことにより、ＨＡＣＣＰ導入の促進

を図りました。 

  

（３）食品の放射性物質検査事業 

県内産農林水産物等を原材料とする加工食品等の放射性物質検査を行い、基準値を超え

る食品の流通防止を図るとともに、食品の安全確保に努めました。 

なお、令和３年度において、基準値を超過したものはありません。 

    実施期間：令和 3 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 

    実 施 数：184 検体 

    基準値超過数：0 検体 

 

 

Ⅵ－４ 健康危機管理体制の強化（医療薬事課） 
 

（１）健康危機管理体制整備事業（医療薬事課） 

① 災害時医薬品等の備蓄 

県では災害発生時に必要とされる医薬品等の品目を定め、福島県医薬品卸組合に委託し、

災害時医薬品の備蓄を行っている。備蓄する営業所は二次医療圏毎に県が福島県医薬品卸

組合と協議して指定する営業所であり、県南管内の卸売販売業の営業所も１カ所指定を受

けている。 
令和４年３月１８日に医薬品卸売販売業者の調査を実施し、適切に災害時医薬品が備蓄

されていることを確認した。 
 

 

Ⅵ－５ 災害時の保健医療福祉体制の強化（総務企画課） 
 

（１）避難行動要支援者避難支援個別計画策定等支援 
   福祉避難所指定状況・避難行動要支援者名簿策定状況 

 
市町村 福祉避難所指定状況 避難行動要支援者名簿策定状況 

白河市 ７箇所 作成済 

西郷村 １７箇所 作成済 

泉崎村 ２箇所 作成済 

中島村 ２箇所 作成済 

矢吹町 ３箇所 作成済 

棚倉町 ２箇所 作成済 

矢祭町 １箇所 作成済 

塙  町 ２箇所 作成済 

鮫川村 ４箇所 作成済 

※ 福島県保健福祉部「福祉避難所の指定状況調査結果（R4 年 3 月末現在）」 

※ 総務省消防庁「避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果」（令和 3 年 3 月 30 日） 
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表１　幼児歯科健康診査の状況

（１）１歳６か月児
・むし歯有病率（％）の推移 ・一人平均むし歯数（本）の推移

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2
全国 1.9 1.8 1.8 1.5 1.3 1.2 1.0 1.1 全国 0.06 0.05 0.05 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03
県 2.5 2.1 2.1 1.6 1.6 1.2 1.1 1.1 県 0.07 0.07 0.07 0.04 0.04 0.03 0.03 0.04
県南地域 2.1 1.4 1.1 1.6 2.2 0.7 0.9 1.0 県南地域 0.05 0.05 0.03 0.04 0.05 0.02 0.03 0.03
白河市 2.2 0.7 1.0 1.7 1.5 1.1 0.0 1.7 白河市 0.05 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03 0.00 0.05
西郷村 2.2 0.6 1.1 1.2 2.7 1.1 3.1 0.0 西郷村 0.04 0.02 0.03 0.01 0.06 0.03 0.11 0.00
泉崎村 0.0 0.0 0.0 2.5 4.5 0.0 0.0 2.8 泉崎村 0.00 0.00 0.00 0.10 0.07 0.00 0.00 0.22
中島村 0.0 3.4 2.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 中島村 0.00 0.07 0.05 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00
矢吹町 2.6 1.5 1.9 1.7 3.9 0.0 0.8 0.0 矢吹町 0.07 0.12 0.06 0.05 0.09 0.00 0.02 0.00
棚倉町 4.7 5.1 0.9 3.4 2.8 0.0 0.0 0.0 棚倉町 0.12 0.19 0.01 0.08 0.03 0.00 0.00 0.00
矢祭町 2.1 2.0 0.0 2.1 1.9 0.0 3.0 2.9 矢祭町 0.04 0.02 0.00 0.09 0.15 0.00 0.15 0.12
塙町 0.0 2.0 1.5 0.0 1.8 0.0 4.3 0.0 塙町 0.00 0.12 0.01 0.00 0.04 0.00 0.19 0.00
鮫川村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 鮫川村 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

（２）３歳児
・むし歯有病率（％）の推移 ・一人平均むし歯数（本）の推移

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2
全国 17.9 17.7 17.0 15.8 14.4 13.2 11.9 11.8 全国 0.63 0.62 0.58 0.54 0.49 0.44 0.40 0.39
県 27.374 26.4 24.8 23.5 20.9 18.8 16.6 16.3 県 1.14 1.06 0.99 0.91 0.08 0.69 0.60 0.59
県南地域 28.919 25.6 24.6 20.4 19.9 18.4 14.0 13.3 県南地域 1.20 1.26 1.14 0.81 0.75 0.64 0.47 0.46
白河市 29.518 29.4 23.8 21.1 17.7 18.9 15.4 13.2 白河市 1.19 1.29 0.97 0.85 0.63 0.64 0.58 0.46
西郷村 21.311 13.9 16.0 16.0 15.0 11.6 6.3 7.2 西郷村 0.73 1.51 1.47 0.49 0.44 0.27 0.22 0.15
泉崎村 34.1 20.0 24.1 19.6 18.9 8.9 7.1 15.6 泉崎村 1.64 1.00 1.26 0.91 0.55 0.68 0.10 0.75
中島村 18.182 26.0 26.5 16.7 11.6 17.5 9.5 13.5 中島村 0.86 1.00 0.71 0.76 0.51 0.78 0.40 0.46
矢吹町 26.531 21.8 30.8 24.3 29.8 16.8 17.4 16.5 矢吹町 1.11 0.95 1.26 0.89 1.23 0.65 0.56 0.57
棚倉町 41.549 29.6 28.8 18.3 22.8 23.3 17.6 15.3 棚倉町 2.15 1.14 0.96 0.64 0.91 0.66 0.52 0.68
矢祭町 36.364 28.9 28.2 24.5 46.5 27.1 19.6 11.1 矢祭町 1.11 1.62 1.13 1.58 2.19 1.06 0.54 0.47
塙町 22.951 33.9 31.0 32.1 18.2 30.0 14.3 24.0 塙町 1.00 1.59 1.64 1.23 0.65 0.92 0.36 0.78
鮫川村 26.7 23.5 22.2 3.6 13.0 25.0 27.3 17.4 鮫川村 0.60 0.91 0.89 0.14 0.70 1.35 0.45 0.52

【出典】全国値：H25～26厚生労働省母子保健課・歯科保健課調べ　　　　H27～R2地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省）
県、県南地域：H25～26母子保健事業実績（福島県保健福祉部児童家庭課）、H27～R2福島県歯科保健情報システム（福島県保健福祉部健康づくり推進課）





　表２　管内医療機関等

一般 療養 精神 感染症 結核 一般 療養

白河市 2 605 4 12 49 36 36 43 5

西郷村 10 5 1 12 4

泉崎村 3 3 5 1

中島村 3 3 1

矢吹町 3 102 91 346 8 10 11 2

棚倉町 9 19 6 10 1

矢祭町 4 2 3

塙　　町 2 167 34 63 4 4 1 5

鮫川村 2 1 1 1

計 7 874 125 409 4 12 92 55 70 2 90 15

２年度 8 907 125 470 4 12 91 55 70 2 89 15

元年度 8 907 125 470 4 12 91 58 69 2 86 15

３０年度 8 907 125 470 4 12 91 58 70 1 91 15

２９年度 8 907 125 470 4 12 93 89 70 1 92 15

※　病床数は使用許可後の数

備考

（令和４年３月３１日現在）

市町村名 病院

種別別病床数

診療所

種別病床数
歯科
診療所

助産所 施術所
歯科
技工所



（参考）表3　市町村別医師・歯科医師・薬剤師の数
市町村別医師・歯科医師・薬剤師数、人口１０万対

医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師

総 数 207 93 188 137.9 62.0 125.2 204 97 199 138.7 66.0 135.3

白 河 市 140 45 120 216.4 69.5 185.5 138 48 124 217.8 75.7 195.7

西 郷 村 8 8 13 40.5 40.5 65.8 9 8 13 45.6 40.5 65.9

泉 崎 村 1 3 5 14.7 44.1 73.5 2 4 5 30.1 60.2 75.2

中 島 村 1 4 - 19.4 77.6 - 2 4 1 39.6 79.3 19.8

矢 吹 町 25 15 29 135.8 81.5 157.5 22 15 34 121.9 83.1 1883.0

棚 倉 町 11 8 9 73.0 53.1 59.8 8 8 8 54.5 54.5 54.5

矢 祭 町 2 3 1 31.5 47.3 15.8 2 3 1 32.4 48.6 16.2

塙 町 18 6 11 182.1 60.7 111.3 21 6 13 220.5 63.0 136.5

鮫 川 村 1 1 - 25.1 25.1 - - 1 - - 26.1 -

医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師

総 数 204 90 196 140.3 61.9 134.8 206 96 210 144.2 67.2 147.0

白 河 市 133 46 123 212.0 73.3 196.1 135 50 127 219.8 81.4 206.7

西 郷 村 8 7 11 40.5 35.4 55.6 7 8 12 34.4 39.3 59.0

泉 崎 村 3 3 4 45.8 45.8 61.1 2 3 6 31.0 46.6 93.1

中 島 村 1 3 1 20.0 60.0 20.0 1 4 1 20.1 80.4 20.1

矢 吹 町 26 13 33 145.0 72.5 184.1 27 13 38 155.7 75.0 219.1

棚 倉 町 9 7 10 62.3 48.4 69.2 9 8 10 64.1 57.0 71.2

矢 祭 町 2 3 1 33.5 50.2 16.7 2 3 1 34.1 51.2 17.1

塙 町 21 7 13 225.6 75.2 139.6 22 6 15 244.9 66.8 166.9
鮫 川 村 1 1 - 27.3 27.3 - 1 1 - 28.9 28.9 -

医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師 医師 歯科医師 薬剤師

総 数 211 85 213 150.6 60.7 152.0 227 96 208 163.6 69.2 149.9

白 河 市 139 45 129 230.7 74.7 214.1 146 50 127 245.4 84.0 213.5

西 郷 村 11 7 14 53.9 34.3 68.6 17 7 16 81.7 33.6 76.9

泉 崎 村 2 3 6 31.6 47.3 94.7 3 3 5 48.3 48.3 80.5

中 島 村 1 4 3 20.5 82.1 61.6 1 4 2 20.5 81.9 40.9

矢 吹 町 27 11 33 158.3 64.5 193.4 29 14 30 167.8 81.0 173.5

棚 倉 町 10 5 11 72.7 36.4 80.0 10 8 11 74.9 60.0 82.4

矢 祭 町 2 3 0 35.6 53.5 0.0 2 3 1 37.1 55.6 18.5

塙 町 18 6 13 209.1 69.7 151.0 18 6 16 216.8 72.3 192.7
鮫 川 村 1 1 0 31.3 31.3 0.0 1 1 - 32.8 32.8 -

医師・歯科医師・薬剤師（人口１０万対）管内、県、全国比較

年　　次 管内 県 全国 管内 県 全国 管内 県 全国
平成２２年 137.9 191.2 230.4 62.0 70.6 79.3 125.2 170.6 215.9
平成２４年 138.7 187.8 237.8 66.0 67.6 80.4 135.3 167.6 219.6
平成２６年 140.3 196.9 244.9 61.9 72.0 81.8 134.8 178.6 226.7
平成２８年 144.2 204.5 251.7 67.2 72.4 82.4 147.0 188.4 237.4
平成３０年 150.6 214.2 258.8 60.7 74.5 83.0 152.0 197.0 246.2
令和２年 163.6 215.9 269.2 69.2 76.6 85.2 149.9 206.9 255.2

(出典：医師・歯科医師・薬剤師統計)

平成３０年 令和２年

実数 人口１０万対 実数 人口１０万対

薬剤師

平成24年

実数 人口１０万対

医師 歯科医師

平成２８年

実数 人口１０万対

平成２６年

実数 人口１０万対

平成22年

実数 人口１０万対



　表４　定点把握疾患別報告数（令和３年） 単位：件

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

(週報毎) 1～4 5～8 9～13 14～17 18～21 22～25 26～30 31～34 35～39 40～43 44～47 48～52

インフルエンザ 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

ＲＳウイルス感染症 1 0 0 0 15 74 118 19 11 14 5 0 257

咽頭結膜熱 0 0 1 1 0 5 4 1 0 3 5 3 23

Ａ群溶血性レンサ球菌

咽頭炎
13 6 9 3 1 2 3 7 1 1 2 3 51

感染性胃腸炎 19 21 33 36 30 39 34 21 16 16 22 27 314

水痘 3 0 2 2 1 0 0 1 0 2 2 5 18

手足口病 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 9 11

伝染性紅斑 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2

突発性発しん 5 7 11 10 6 10 14 8 3 0 3 5 82

ヘルパンギーナ 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 4 0 7

流行性耳下腺炎 1 1 2 1 1 3 4 2 3 2 1 1 22

急性出血性結膜炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

流行性角結膜炎 5 7 8 8 6 6 5 6 2 2 1 5 61

細菌性髄膜炎 （※） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

無菌性髄膜炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

マイコプラズマ肺炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

クラミジア肺炎

（オウム病を除く）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性胃腸炎

（ロタウイルス）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

インフルエンザ（入院） 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

性器クラミジア感染症 2 3 2 2 4 2 4 2 4 2 3 6 36

性器ヘルペスウイルス

感染症
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

尖圭コンジローマ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

淋菌感染症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4

メチシリン耐性

黄色ブドウ球菌感染症
8 7 4 3 9 3 4 8 3 7 6 5 67

ペニシリン耐性

肺炎球菌感染症
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

薬剤耐性緑膿菌感染症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 ※ インフルエンザ菌、髄膜炎菌、肺炎球菌を原因として同定された場合を除く。

合計



　表５　B型肝炎の予防接種実施状況（令和２年度）

（単位：人）  

白河市

西郷村

泉崎村

中島村

矢吹町

棚倉町

矢祭町

塙　 町

鮫川村

合　計

（出典：厚生労働省　令和２年度地域保健・健康増進事業報告（令和4年3月30日公表））

第 １ 回 第 ２ 回 第 ３ 回

接 種 者 数 接 種 者 数 接 種 者 数
市町村名

363

145

28

24

123

71

26

50

16

846

365

140

30

24

118

69

381

165

30

31

109

65

18

38

13

850

25

45

16

832



表６　小児慢性特定疾病医療費支給認定状況　

(1)市町村別認定状況

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16

悪
性
新
生
物

慢
性
腎
疾
患

慢
性
呼
吸
器
疾
患

慢
性
心
疾
患

内
分
泌
疾
患

膠
原
病

糖
尿
病

先
天
性
代
謝
異
常

血
液
疾
患

免
疫
疾
患

神
経
・
筋
疾
患

慢
性
消
化
器
疾
患

染
色
体
又
は
遺
伝
子
に

変
化
を
伴
う
症
候
群

皮
膚
疾
患

骨
系
統
疾
患

脈
管
系
疾
患

白河市 10 2 0 5 7 2 1 1 2 0 7 3 0 0 0 0 40

西郷村 4 0 0 1 6 0 1 0 0 2 1 0 0 0 0 0 15

泉崎村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中島村 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

矢吹町 2 0 0 0 3 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 9

棚倉町 1 0 0 1 4 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 8

矢祭町 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2

塙町 2 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 6

鮫川村 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

管外 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3

計 19 2 0 10 24 4 3 3 2 2 10 6 0 0 0 0 85

(2)小児慢性特定疾病医療費支給認定状況の推移　（平成２２年度～令和３年度）

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16

悪
性
新
生
物

慢
性
腎
疾
患

慢
性
呼
吸
器
疾
患

慢
性
心
疾
患

内
分
泌
疾
患

膠
原
病

糖
尿
病

先
天
性
代
謝
異
常

血
液
疾
患

免
疫
疾
患

神
経
・
筋
疾
患

慢
性
消
化
器
疾
患

染
色
体
又
は
遺
伝
子
に

変
化
を
伴
う
症
候
群

皮
膚
疾
患

骨
系
統
疾
患

脈
管
系
疾
患

22 19 17 2 13 34 5 10 4 4 2 0 118

23 24 21 2 12 31 3 12 3 4 3 0 121

24 30 18 0 15 28 3 10 2 4 2 0 118

25 31 17 0 11 24 2 6 0 2 2 0 101

26 27 15 0 9 25 2 7 0 2 2 0 95

27 27 10 0 9 26 2 5 0 4 7 1 0 97

28 22 7 0 11 29 2 3 1 2 3 6 7 0 0 93

29 18 6 0 13 30 1 3 1 5 2 9 6 1 0 0 0 95

30 16 4 0 14 28 2 4 1 2 3 8 10 1 1 0 0 94

R元 17 4 0 13 28 3 4 1 2 3 10 10 2 1 0 0 98

Ｒ2 18 4 1 13 29 3 5 2 2 4 10 8 3 2 0 0 104

Ｒ3 19 2 0 10 24 4 3 3 2 2 10 6 0 0 0 0 85

表７　先天性代謝異常等検査状況の推移　 単位：人

H27

H28

H29

H30

R元

R2

R３ 0 0 0 0

0 0 0 0

1 1 0 0 プロピオン酸血症

1 0 1 0 先天性甲状腺機能低下症

1 0 0 1 高フェニルアラニン血症

1 1 0 0 先天性甲状腺機能低下症

0 0 0 0

年度
精密検査
対象者

結果の内訳
疾患名

異常あり 異常なし 経過観察

6

令和４年３月３１日現在　　単位：人

市町村 計

単位：人

年度
計
（延）

8

6

6

6

6



表８ 令和3年度 女性のミカタ健康サポートコール相談件数  R4.3.31 現在

    単位：人

電話相談 来所相談

6 1 0

1 0 0

8

0

15 1 0

不妊症    単位:人 不育症    単位:人

実施方法 相談延べ件数 実施方法 相談延べ件数

電話相談 123 電話相談 0

来所相談 62 来所相談 0

メール相談 0 メール相談 0

郵送 6 郵送 0

計 191 計 0

表１０ 特定不妊治療費助成状況  

(1)年次別申請状況の推移 単位：人 (2)令和2年度 市町村別申請状況  単位：人

年度 実数 延数 市町村 実数 延数

25 79 112 白河市 37 63

26 62 89 西郷村 8 12

27 79 109 泉崎村 2 2

28 72 119 中島村 2 4

29 58 86 矢吹町 8 13

30 76 114 棚倉町 14 26

31(元） 50 72 矢祭町 1 2

2 45 60 塙 町 2 4

3 75 128 鮫川村 1 2

計 75 128

           単位：人

年度 実数 延数

28 1 1

29 0 0

30 3 4

31(元） 0 0

2 0 0

3 0 0

計

表１１ 不育症治療費助成状況の推移

種別
サポート

コール（延）

表９ 令和3年度 不妊症、不育症に関する専門相談

サポートコール以外（延）

思春期

妊娠・避妊に関すること

不妊に関すること

不育症に関すること



表12　管内の児童数の推移 [単位；人]

区分 

人 口 総 数 児 童 数 児 童 比 率 人 口 総 数 児 童 数 児 童 比 率

国勢調査年 （A） （B） （B/A） （A） （B） （B/A）

昭和５０年 140,375 42,613 30.4% 1,970,616 581,302 29.5%

昭和５５年 142,376 40,632 28.5% 2,035,272 562,989 27.7%

昭和６０年 147,999 40,358 27.3% 2,080,304 551,795 26.5%

平成　２年 159,180 41,632 26.2% 2,104,058 520,850 24.8%

平成　７年 154,858 36,781 23.8% 2,133,592 472,970 22.2%

平成１２年 155,015 33,109 21.4% 2,126,935 426,363 20.0%

平成１７年 153,347 29,217 19.1% 2,091,319 380,067 18.2%

平成２２年 150,117 26,455 17.6% 2,029,064 341,463 16.8%

平成２７年 144,080 23,346 16.2% 1,914,039 286,764 15.0%

令和２年 138,770 20,792 15.0% 1,833,152 257,564 14.1%

(出典：国勢調査報告による年齢（各齢）別人口表）
・児童数；児童福祉法第4条に基づく満18歳に満たない者の数

県 南 管 内 県 内



1 白河市 わかば保育園 公　　　立 150 3 23 30 29 26 30 141 94%

2 〃 さくら保育園 公　　　立 90 6 16 19 18 16 21 96 107%

3 〃 おもてごう保育園 公　　　立 65 4 21 22 0 0 0 47 72%

4 〃 ひがし保育園 公　　　立 55 7 19 23 0 0 0 49 89%

5 〃 たいしん保育園 公　　　立 50 2 10 11 0 0 0 23 46%

6 〃 白河みのり保育園 社会福祉協議会 89 3 10 18 16 18 18 83 93%

7 〃 白河保育園 社会福祉協議会 120 8 23 24 22 19 16 112 93%

8 〃
認定こども園　ぼだ
い樹

学校法人 100 4 10 16 16 20 16 82 82%

9 〃
認定こども園  西
こども園

学校法人 80 4 10 12 12 13 17 68 85%

10 〃
認定こども園　さ
くらの木

学校法人 60 1 6 9 10 14 10 50 83%

11 〃 丘の上保育園 学校法人 40 5 12 14 0 0 0 31 78%

12 〃
認定こども園らの
みな

学校法人 72 3 9 12 11 2 1 38 53%

13 西郷村 まきば保育園 公　　　立 165 2 23 22 23 35 30 135 82%

14 〃 みずほ保育園 社会福祉協議会 160 7 24 27 28 29 26 141 88%

15 〃 くまっこ保育園 社会福祉協議会 140 3 18 24 22 28 25 120 86%

16 〃 川谷保育園 社会福祉法人 100 4 18 18 20 20 21 101 101%

17 泉崎村 泉崎保育所 社会福祉協議会 60 7 28 31 0 0 0 66 110% ○

18 中島村　 中島保育所 公　　　立 55 4 19 21 0 0 0 44 80% ○

19 矢吹町　　　
認定こども　野の
はな

学校法人 90 2 16 14 18 11 11 72 80%

20 〃 矢吹町ひかり保育園 社会福祉協議会 120 9 16 31 14 16 19 105 88%

21 〃
認定こども園  ポ
プラの木

学校法人 130 4 12 31 30 27 28 132 102%

22 棚倉町 棚倉保育園 社会福祉法人 110 7 45 47 0 0 0 99 90% ○

23 矢祭町
やまつりこども園
保育部

公　　　立 70 0 13 22 0 0 0 35 50% ○

24 塙町
はなわこども園保
育部

公　　　立 90 4 24 22 0 0 0 50 56% ○

25 鮫川村
さめがわこどもセン
ター 公　　　立 130 2 10 10 22 8 20 72 55% ○

2,391 102 426 518 300 300 308 1,954 82% 9

※認定こども園については1号認定児を含む。

　表１３　保育所入所児童及び保育対策等促進事業等の実施状況

NO 市町村名 保育所名 設置区分 定員

　　　　　入所児童数（令和４年４月１日現在）

定員
充足
率(%)

○

○

○

計

多子世
帯保育
料軽減
事業
（R3）０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児

５歳児
以上

計



０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児以上 学童児 児童数

院内 2 3 11 8 4 5 0 31

その他 1 0 1 0 1 0 0 2

1 1 1 1 0 0 0 3

4 4 13 9 5 5 0 36 　

院内 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 1 9 4 4 0 0 0 17

1 0 4 3 3 0 1 11 学童1人

2 9 8 7 3 0 1 28 　

院内 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 1 2 2 0 0 0 0 4

0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 2 0 0 0 0 4 　

院内 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 1 0 2 1 0 0 0 3

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 2 1 0 0 0 3 　

院内 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

院内 2 3 11 8 4 5 0 31

その他 4 11 9 5 1 0 0 26

2 1 5 4 3 0 1 14

8 15 25 17 8 5 1 71

院内 3 22 19 13 8 5 0 67

その他 4 12 12 8 0 0 0 32

3 3 18 15 17 21 2 76

10 37 49 36 25 26 2 175

院内 3 19 16 20 7 20 5 87

その他 4 9 9 7 3 0 0 28

4 8 16 13 25 7 7 76

11 36 41 40 35 27 12 191

院内 3 8 25 24 16 10 16 99

その他 3 1 8 8 5 0 0 22

4 10 15 28 17 2 8 80

10 19 48 60 38 12 24 201

事業所内 院内 4 12 27 28 16 10 16 92

その他 5 1 12 11 5 0 0 21

その他 6 19 30 53 32 2 13 92

計 15 32 69 92 53 12 29 205

事業所内 院内 4 11 24 19 13 23 2 78

その他 3 0 6 9 6 0 0 22

その他 6 5 24 19 28 13 3 100

計 13 16 54 47 47 36 5 200

事業所内 院内 4 3 19 15 24 15 2 79

その他 3 0 8 11 3 0 0 23

その他 7 8 20 27 32 8 5 82

計 14 11 47 53 59 23 7 184

事業所内 院内 3 0 13 16 15 31 4 64

その他 3 6 7 7 3 0 0 18

その他 6 6 26 21 14 12 3 86

計 12 12 46 44 32 43 7 168

　表１４　認可外保育施設の状況 （令和４年３月３１日現在）

市町村名
施 設 区
分

施設数
入 所 児 童 数

備考

白河市

事業所内

その他

計

西郷村

事業所内

その他

計

矢吹町

事業所内

その他

計

棚倉町

事業所内

その他

計

塙町

事業所内

その他

計

合計

事業所内

その他

計

令和元
年度

事業所内

その他

計

平成30
年度

事業所内

その他

計

平成29
年度

事業所内

その他

計

(出典：認可外保育施設の現況調査外)

平成28
年度

平成27
年度

平成26年
度

平成25年
度



　表１５　放課後児童クラブの状況 （令和3年度）

市町村名 放課後児童クラブ名 開設場所

年
間
開
設
日
数

児
童
数

放
課
後
児
童
健

全
育
成
事
業

障
害
児
受
入
推

進
事
業

放
課
後
子
ど
も
環

境
整
備
事
業

白河第一小学校児童クラブ 白河第一小学校 ～

白河第二小学校児童クラブ 白河第二小学校 ～

白河第三小学校児童クラブ 白河第三小学校 ～

白河第三小学校第二児童クラブ 白河市関川窪団地内

大沼まめがら児童クラブ 白河第四小学校敷地内 ～

白五小児童クラブ 白河第五小学校敷地内 ～

表郷小学校児童クラブ① 表郷小学校 261 13:00 ～19:00 46 ○ ○

表郷小学校児童クラブ② 表郷小学校 261 13:00 ～19:00 45 ○

釜子なないろ児童クラブ 釜子小学校敷地内 266 13:00 ～19:00 36 ○ ○

釜子たいよう児童クラブ 釜子小学校敷地内 265 13:00 ～19:00 36 ○

大屋小学校児童クラブ 大屋小学校 244 13:00 ～19:00 23 ○

小野田小学校児童クラブ 小野田小学校体育館内 246 13:00 ～19:00 22 ○

みさか小学校きらりん児童クラブ みさか小学校敷地内 268 13:00 ～19:00 54 ○ ○

みさか小学校スマイル児童クラブ みさか小学校敷地内 268 13:00 ～19:00 54 ○

せきべ児童クラブ 関辺小学校 241 13:00 ～19:00 43 ○

五箇小学校児童クラブ 五箇小学校 241 13:00 ～19:00 31 ○

こたがわ児童クラブ 小田川市民センター内 242 13:00 ～19:00 30 ○

信夫一小学校児童クラブ 信夫第一小学校 244 13:00 ～19:00 30 ○ ○

信夫第二小学校児童クラブ 信夫第二小学校 281 13:00 ～19:00 26 ○

にこにこ児童クラブ 関川窪第三集会所 243 13:00 ～19:00 14 ○

学び舎 民間（白河第三小学校近く） 267 14:00 ～19:00 36 ○

小田倉児童クラブＡ 小田倉児童館 292 13:00 ～19:00 32 ○

小田倉児童クラブＢ 小田倉児童館 292 13:00 ～19:00 39 ○

小田倉児童クラブＣ 小田倉児童館 292 13:00 ～19:00 40 ○

小田倉児童クラブD 小田倉児童館 292 13:00 ～19:00 41 ○

西郷村 熊倉児童クラブＡ 熊倉児童館 292 13:00 ～19:00 43 ○

熊倉児童クラブＢ 熊倉児童館 292 13:00 ～19:00 44 ○

熊倉児童クラブＣ 熊倉児童館 292 13:00 ～19:00 35 ○

米児童クラブＡ 旧みずほ保育園舎 292 13:00 ～19:00 30 ○

米児童クラブＢ 旧みずほ保育園舎 292 13:00 ～19:00 26 ○

川谷児童クラブ 川谷小中学校の旧校長住宅 250 13:00 ～18:30 20 ○

羽太児童クラブ 旧上羽太公民館 292 13:00 ～19:00 27 ○

備考
開設時間

西郷村

開 設 状 況 補助事業の種別



市町村名 放課後児童クラブ名 開設場所

年
間
開
設
日
数

児
童
数

放
課
後
児
童
健

全
育
成
事
業

障
害
児
受
入
推

進
事
業

放
課
後
子
ど
も
環

境
整
備
事
業

備考
開設時間

開 設 状 況 補助事業の種別

泉崎村第一児童クラブＡ 泉崎第一小学校 296 14:00 ～18:30 43 ○

泉崎村第一児童クラブＢ 泉崎第一小学校 296 14:00 ～18:30 39 ○

泉崎村第二児童クラブＡ 泉崎村児童館 296 14:00 ～18:30 24 ○

泉崎村第二児童クラブＢ 泉崎村児童館 296 14:00 ～18:30 23 ○

なかじま第１児童クラブ 中島村児童館輝らキッズ 291 9:15～18:30 35 ○

なかじま第２児童クラブ 中島村児童館輝らキッズ 291 9:15～18:30 38 ○

なかじま第３児童クラブ 中島村児童館輝らキッズ 291 9:15～18:30 31 ○

矢吹小学校放課後児童クラブA 矢吹小学校 250 14:30 ～18:30 27 ○

矢吹小学校放課後児童クラブB 矢吹小学校 250 14:30 ～18:30 26 ○

善郷小学校放課後児童クラブＡ 善郷小学校 250 14:30 ～18:30 39 ○

善郷小学校放課後児童クラブＢ 善郷小学校 250 14:30 ～18:30 39 ○

善郷小学校放課後児童クラブＣ 善郷小学校 250 14:30 ～18:30 39 ○

中畑小学校放課後児童クラブＡ 中畑小学校 250 14:30 ～18:30 23 ○

中畑小学校放課後児童クラブＢ 中畑小学校 250 14:30 ～18:30 22 ○

三神小学校放課後児童クラブA 三神公民館 250 14:30 ～18:30 14 ○

三神小学校放課後児童クラブB 三神公民館 250 14:30 ～18:00 13 ○

棚倉児童クラブA 棚倉町子どもセンター 288 13:00 ～18:00 50 ○

棚倉児童クラブB 棚倉町子どもセンター 288 13:00 ～18:00 32 ○

棚倉児童クラブＣ 棚倉町子どもセンター 288 13:00 ～18:00 34 ○

社川児童クラブ 社川小学校 288 13:00 ～18:00 68 ○

近津児童クラブ 近津小学校 288 13:00 ～18:00 9 ○

高野児童クラブ 高野小学校 288 13:00 ～18:00 53 ○

矢祭町 矢祭小放課後児童クラブ 矢祭小学校 285 13:00 ～18:45 86 ○

塙第一児童クラブ 塙小学校 280 14:30 ～18:00 38 ○

塙第二児童クラブ 塙小学校 280 14:30 ～18:00 38 ○

笹原児童クラブ 笹原小学校 203 14:30 ～18:00 16 ○

鮫川村 鮫川村放課後児童クラブ 鮫川小学校 237 14:00 ～18:30 41 ○

泉崎村

中島村

矢吹町

棚倉町

塙町



表１６　児童手当支給状況

令和３年度(令和４年２月末時点） 単位：人

うち第3子～

白河市 1,160 5,377 485 382 6,919

西郷村 435 443 189 75 953

泉崎村 105 635 64 13 753

中島村 102 488 58 11 601

矢吹町 371 1,647 148 55 2,073

棚倉町 238 1,302 143 44 1,584

矢祭町 134 487 71 21 642

塙町 124 670 80 18 812

鮫川村 44 238 21 1 283

2,713 11,287 1,259 620 14,620

令和２年度(令和３年２月末時点） 単位：人

うち第3子～

白河市 1,044 4,449 651 1,500 6,993

西郷村 449 1,726 233 532 2,707

泉崎村 101 489 73 178 768

中島村 91 392 74 153 636

矢吹町 356 1,334 192 433 2,123

棚倉町 206 1,025 187 317 1,548

矢祭町 72 383 82 125 580

塙町 112 552 105 192 856

鮫川村 46 194 48 57 297

2,477 10,544 1,645 3,487 16,508
※１　一般分、特例給付、施設等受給者、非被用者の合計である。

合計

※１　一般分、特例給付、施設等受給者、非被用者の合計である。
※２　支給額に応じて、合計人数を把握できるようにしたものである。

児童手当※１

0～3歳未満
３歳以上小学校終了前

中学生 合計

児童手当※１

0～3歳未満
３歳以上中学校終了前

特例給付

西白河郡

東白川郡

計

西白河郡

東白川郡

計



　表１７　児童福祉施設への施設入所人員 （令和３年度）

施設種別 

 区　　分

前 年 度 末
現在措置数

年　度　中
措　置　数

3 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 3 (0)

年 度 中
措置解除数

8 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 2 (0) 0 (0) 2 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 12 (0)

年 度 末 現
在 措 置 数

令和２年度

令和元年度

平成30年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

ファミリー
ホーム

知　　  的
障がい児

ろうあ児
肢　　　体
不自由児

重症心身
障がい児

計
児 　　童
養　　 護

児　　  童
自立支援

児　　  童
自立生活
援　　　助

乳 児 院
情緒障害
児短期治

療
里　　 親

3 10 0 0 1 4626 0 0 1 0 5

3 8 0 0 1 3721 0 0 1 0 3

2 11 0 0 2 4729 0 0 0 0 3

24 0 0 0 0

24 0 1 0 0

6 13 0 0 1 44

13 0 0 2 444

32 0 1 1 0

26 0 0 0 0

5 16 0 0 1 56

14 0 0 1 476

1 1 55

19 0 1 1 58

26 1 － 1 1

32 0 0 0 0 5

　　・ （　 ）内の数値は、施設間の移動又は保健福祉事務所間のケース移管による措置変更のもので、外数表示。

　　・ 障がい児施設に係る年度中措置解除数には、契約制度移行に伴う施設入所措置解除及び児童福祉法の一部改正による１８歳
　　以上の障がい児施設入所者の県から市町村への実施主体変更のものを含む。

30 0 0 0 0 494 2 12 0 0 1

7 17 0

3 10 0 0 1 4626 0 0 1 0 5



　表１８　児童福祉施設別入所状況 （令和4年4月1日現在）

　　施設区分 西郷村 泉崎村 中島村 矢吹町 棚倉町 矢祭町 塙町 鮫川村

い わ き 育 英 舎 0

ア イ リ ス 学 園 3 3

青 葉 学 園 2 2

福 島 愛 育 園 1 1 2

白 河 学 園 2 2 4

堀 川 愛 生 園 1 1

会 津 児 童 園 3 2 5

相 馬 愛 育 園 0

森 の 風 学 園 1 3 4

小 計 5 5 3 0 2 0 0 4 0 2 21

福 島 学 園 0

Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 福 島 0

若 松 乳 児 院 1 1

ま る 家 2 2

あ じ ゅ が 1 1

小 計 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3

1 1 1 3

安 積 愛 育 園 0

大 笹 生 学 園 0

桜 が 丘 学 園 1 1 1 1 4

白 河 め ぐ み 学 園 1 1 2

白 河 こ ひ つ じ 学 園 1 1 2

福島県ばんだい荘わかば 0

原 町 学 園 0

東 洋 学 園 児 童 部 0

小 計 3 1 0 0 1 0 0 1 0 2 8

福 島 光 風 学 園 0

福島県総合療育センター 0

福 島 整 肢 療 護 園 0

小 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福 島 整 肢 療 護 園 0

国立病院機構福島病院 1 1

国立病院機構いわき病院 0

小 計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

13 7 4 0 3 1 0 5 0 4 37

12 10 4 2 5 1 0 6 0 6 46

17 8 4 2 4 2 0 5 0 7 49

15 6 4 2 4 2 0 7 0 5 45

17 10 4 2 6 2 0 0 0 4 45

14 11 1 2 5 4 0 0 0 4 41

16 12 1 3 5 4 0 0 0 5 46

そ の 他 合 計

里 親 委 託

市町村名　　　
白河市

西 白 河 郡 東 白 川 郡

児 童 養 護 施 設

児 童 自 立 支 援 施 設

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）

乳 児 院

フ ァ ミ リ ー ホ ー ム

平 成 29 年 度

平 成 28 年 度

福 祉 型 障 害 児 入 所 施 設

（ 旧 ） 知 的 障 害 児 施 設

（ 旧 ） ろ う あ 児 施 設

医 療 型 障 害 児 入 所 施 設

（ 旧 ） 肢 体 不 自 由 児 施 設

（ 旧 ） 重 症 心 身 障 害 児 施 設

令 和 ３ 年 度

合 計

令 和 ２ 年 度

平 成 31 年 度

平 成 30 年 度



　表１９　母子世帯及び父子世帯数

西
郷
村

泉
崎
村

中
島
村

矢
吹
町

棚
倉
町

矢
祭
町

塙
　
町

鮫
川
村

３年度 583 181 56 81 166 120 54 84 27 1,352 （令和３年６月１日現在）

２年度 602 171 52 78 173 114 46 66 24 1,326 （令和２年６月１日現在）

元年度 617 208 68 67 163 120 40 66 27 1,376 （令和元年６月１日現在）

３０年度 647 197 66 77 175 146 38 81 26 1,453 （平成３０年６月１日現在）

２９年度 657 295 79 55 186 160 35 78 24 1,569 （平成２９年６月１日現在）

２８年度 701 210 78 60 173 164 31 84 25 1,526 （平成２８年６月１日現在）

２７年度 761 219 76 53 217 162 32 83 30 1,633 （平成２７年６月１日現在）

３年度 64 19 10 3 12 12 12 14 14 160 （令和３年６月１日現在）

２年度 59 21 10 7 13 8 11 7 14 150 （令和２年６月１日現在）

元年度 63 25 9 2 12 12 11 9 14 157 （令和元年６月１日現在）

３０年度 64 27 8 10 13 19 11 12 15 179 （平成３０年６月１日現在）

２９年度 60 33 6 10 18 23 11 10 19 190 （平成２９年６月１日現在）

２８年度 64 23 6 13 23 25 7 13 21 195 （平成２８年６月１日現在）

２７年度 81 25 8 12 24 21 6 28 27 232 （平成２７年６月１日現在）

(出典：ひとり親世帯数等調査外)

（単位：世帯数）

西　白　河　郡　

合計

白
　
河
　
市

年度

備考

東　白　川　郡

母子世帯

父子世帯



　表２０　母子・父子相談受付状況 　　　　　　　　（単位：件）

西白 東白 計 西白 東白 計 西白 東白 計 西白 東白 計 西白 東白 計

14年度 175 124 299 16 3 19 128 44 172 0 0 0 319 171 490

15年度 135 196 331 11 10 21 103 26 129 0 0 0 249 232 481

16年度 236 162 398 32 11 43 195 40 235 0 1 1 463 214 677

17年度 138 225 363 26 21 47 261 90 351 0 0 0 425 336 761

18年度 110 288 398 36 7 43 275 183 458 0 0 0 421 478 899

19年度 107 219 326 40 10 50 267 276 543 1 0 1 415 505 920

20年度 82 174 256 7 6 13 186 254 440 9 0 9 284 434 718

21年度 12 167 179 0 2 2 444 273 717 0 0 0 456 442 898

22年度 156 157 313 2 2 4 297 212 509 0 0 0 455 371 826

23年度 308 158 466 72 4 76 342 246 588 0 0 0 722 408 1,130

24年度 11 156 167 1 3 4 261 282 543 0 0 0 273 441 714

25年度 86 146 232 1 0 1 331 247 578 0 0 0 418 393 811

26年度 82 128 210 0 6 6 429 271 700 0 0 0 511 405 916

27年度 100 39 139 25 0 25 471 200 671 0 0 0 596 239 835

28年度 191 48 239 57 1 58 558 198 756 0 0 0 806 247 1,053

29年度 200 70 270 56 7 63 550 130 680 3 1 4 809 208 1,017

30年度 106 76 182 32 14 46 368 202 570 5 5 10 511 297 808

元年度 9 9 18 1 4 5 243 78 321 0 0 0 253 91 344

２年度 20 17 37 0 10 10 338 118 456 0 0 0 358 145 503

3年度 14 15 29 1 10 11 388 114 502 0 0 0 403 139 542

※元年度から集計方法を変更したため件数が激減している。

そ の 他 合 計生 活 一 般 児 童
経済的支援
生 活 援 護



　　（単位：円）

件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額 件 金　額

白河市 1 360,000 1 252,905 2 612,905 0 0 2 612,905

西郷村 1 2,081,200 1 2,081,200 1 480,000 1 480,000 2 2,561,200

泉崎村 0 0 1 302,400 0 0

中島村 1 18,400 1 490,000 2 508,400 0 0 2 508,400

矢吹町 0 0 0 0 0 0

棚倉町 1 267,000 1 178,000 2 445,000 0 0 2 445,000

矢祭町 0 0 0 0 0 0

塙 　町 0 0 1 288,000 1 288,000 1 288,000

鮫川村 0 0 0 0 0 0

合 計 3 645,400 2 668,000 1 2,081,200 0 0 0 0 1 252,905 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 3,647,505 2 782,400 0 0 1 288,000 0 0 3 1,070,400 10 4,717,905

令 和
2 年 度

2 959,000 2 1,096,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1,012,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5 3,067,000 1 808,200 0 0 0 0 0 0 1 302,400 6 3,369,400

令 和
元 年 度

3 808,200 0 0 0 0 0 0 3 808,200 3 808,200

平 成
３ ０ 年 度

3 783,000 2 970,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1 744,547 0 0 0 0 0 0 0 0 6 2,497,547 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 2,497,547

平 成
２ ９ 年 度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1,152,000 0 0 0 0 0 0 1 1,152,000 1 1,152,000

平 成
２ ８ 年 度

1 520,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 520,000 4 3,593,000 1 492,000 0 0 0 0 5 4,085,000 6 4,605,000

平 成
２ ７ 年 度

0 0 1 465,000 0 0 0 0 1 492,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 957,000 5 4,357,300 0 0 0 0 0 0 5 4,357,300 7 5,314,300

平 成
２ ６ 年 度

2 749,000 1 122,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 320,000 4 1,191,000 7 6,248,400 0 0 0 0 0 0 7 6,248,400 11 7,439,400

平 成
２ ５ 年 度

4 2,252,000 2 556,660 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 2,808,660 7 4,694,680 0 0 0 0 0 0 7 4,694,680 13 7,503,340

平 成
２ ４ 年 度

3 1,813,600 3 890,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 2,703,600 10 6,710,280 0 0 0 0 0 0 10 6,710,280 16 9,413,880

平 成
２ ３ 年 度

3 2,076,000 1 146,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 270,000 5 2,492,000 11 6,749,280 0 0 0 0 0 0 11 6,749,280 16 9,241,280

小　　　　計小　　　計
修学資金
修業資金

生活資金 技能習得資金 特例児童
扶養資金

表２１　母子父子寡婦福祉資金貸付状況（令和３年度）

新　　　　規　　　　貸　　　　付 継　　続　　貸　　付

合　　　計
修学資金 就学支度資金

事業開始
資金

事業継続
資金

生活資金
住宅資金
転宅資金

技能習得資金
医療介護資

金
就職支度資金

特例児童
扶養資金

修業資金



（単位：人）

新任 再任 男 女 新任 再任 男 女 新任 再任 男 女

白河市 122 42 80 74 48 20 3 17 10 10 142 45 97 84 58

西郷村 39 15 24 27 12 2 1 1 0 2 41 16 25 27 14

泉崎村 15 7 8 10 5 2 0 0 0 2 17 7 8 10 7

中島村 13 8 5 10 3 2 0 0 0 2 15 8 5 10 5

矢吹町 33 10 23 8 25 2 1 1 2 35 11 24 8 27

棚倉町 41 24 17 27 14 4 1 1 1 3 45 25 18 28 17

矢祭町 22 12 10 6 16 2 1 1 0 2 24 13 11 6 18

塙町 33 15 18 19 14 2 0 0 1 1 35 15 18 20 15

鮫川村 16 11 5 12 4 2 0 0 1 1 18 11 5 13 5

計 334 144 190 193 141 38 7 21 13 25 372 151 211 206 166

表２２　民生委員・児童委員（令和４年４月１日現在）

民生委員 主任児童委員 合計



（令和４年４月１日現在）

　人　　　口（人）　 人　　口　　比

１８歳未満 １８歳以上 合計 （R4.4.1現在） （％）

西 西  郷  村 12 622 634 20,748 3.05

白 泉　崎　村 3 293 296 6,096 4.85

河 中　島　村 3 211 214 4,743 4.51

郡 矢　吹　町 10 706 716 17,068 4.19

計 28 1,832 1,860 48,655 3.82

棚　倉　町 9 557 566 12,945 4.37

東
矢　祭　町 4 250 254 5,187 4.89

白
塙　　　 町 3 383 386 8,093 4.76

川
鮫　川　村 1 164 165 2,901 5.68

郡
計 17 1,354 1,371 29,126 4.70

45 3,186 3,231 77,781 4.15

39 2,136 2,175 58,294 3.73

84 5,322 5,406 136,075 3.97

83 5,396 5,479 138,244 3.96

82 5,381 5,463 139,235 3.92

73 5,382 5,455 140,493 3.88

72 5,441 5,513 140,508 3.92

72 5,443 5,515 141,867 3.88

70 5,535 5,605 143,338 3.91

76 6,492 6,568 144,795 4.53

75 6,397 6,472 145,497 4.44

72 6,287 6,359 146,857 4.33

73 6,134 6,207 147,385 4.21

75 6,118 6,193 149,800 4.13

75 6,104 6,179 150,039 4.11

81 5,978 6,059 150,931 4.01

91 6,165 6,256 151,734 4.12

92 6,043 6,135 152,438 4.02

94 5,876 5,970 152,982 3.90

平成22年4月1日

平成25年4月1日

平成30年4月1日

令和3年4月1日

平成29年4月1日

身障手帳交付者数
（R4.3.31現在）

平成23年4月1日

　表２３　身体障がい児者（身障手帳所持者）の状況

　白　　河　　市

 管　内　合　計

(出典：福島県障がい者総合福祉センター調べ)

市町村

平成20年4月1日

平成19年4月1日

平成18年4月1日

平成27年4月1日

平成24年4月1日

平成21年4月1日

平成26年4月1日

　郡　　合　　計

令和2年4月1日

平成31年4月1日

平成28年4月1日



（令和４年４月１日現在）

市町村名 判　　定　　区　　分

　　　合計

Ａ Ｂ
小
計

Ａ Ｂ
小
計

Ａ Ｂ (R4.4.1現在）

西
西郷村 14 48 62 58 100 158 72 148 220 20,748 1.06

白
泉崎村 1 15 16 18 35 53 19 50 69 6,096 1.13

河
中島村 2 12 14 18 27 45 20 39 59 4,743 1.24

郡
矢吹町 11 35 46 43 122 165 54 157 211 17,068 1.24

計 28 110 138 137 284 421 165 394 559 48,655 1.15

東
棚倉町 8 31 39 40 65 105 48 96 144 12,945 1.11

白
矢祭町 3 12 15 20 34 54 23 46 69 5,187 1.33

川
塙   町 5 19 24 37 56 93 42 75 117 8,093 1.45

郡
鮫川村 3 5 8 16 24 40 19 29 48 2,901 1.65

計 19 67 86 113 179 292 132 246 378 29,126 1.30

47 177 224 250 463 713 297 640 937 77,781 1.20

50 131 181 174 334 508 224 465 689 58,294 1.18

97 308 405 424 797 1,221 521 1,105 1,626 136,075 1.19

96 274 370 428 797 1,225 524 1,071 1,595 138,244 1.15

85 253 338 425 768 1,193 510 1,021 1,531 139,235 1.10

78 242 320 418 744 1,162 496 986 1,482 140,493 1.05

75 240 315 417 723 1,140 492 963 1,455 140,508 1.04

75 243 318 409 690 1,099 484 933 1,417 141,867 1.00

84 234 318 409 664 1,073 493 898 1,391 143,338 0.97

88 210 298 400 639 1,039 488 849 1,337 144,795 0.92

85 197 282 451 635 1,086 536 832 1,368 145,497 0.94

93 190 283 442 608 1,050 535 798 1,333 146,857 0.91

91 187 278 440 586 1,026 531 773 1,304 147,385 0.88

85 177 262 435 568 1,003 520 745 1,265 149,800 0.84

78 170 248 434 543 977 512 713 1,225 150,039 0.82

80 155 235 419 519 938 499 674 1,173 150,931 0.78

82 161 243 416 492 908 498 653 1,151 151,734 0.76

89 147 236 395 480 875 484 627 1,111 152,438 0.73

93 135 228 376 466 842 469 601 1,070 152,982 0.70

(出典：福島県障がい者総合福祉センター調べ)

管内合計

平成29年4月1日

人
口
比
（

％
）

合
計

平成18年4月1日

平成31年4月1日

平成25年4月1日

平成27年4月1日

平成28年4月1日

人
　
口
（

人
）

平成23年4月1日

平成19年4月1日

平成30年4月1日

　１８歳未満

平成24年4月1日

平成20年4月1日

　　１８歳以上

令和3年4月1日

表２４　知的障がい児者（療育手帳所持者）の状況

平成21年4月1日

平成22年4月1日

郡合計

白河市

平成26年4月1日

令和2年4月1日



　表２５　精神障がい者の状況

（令和4年4月1日現在）

　　　精神保健福祉手帳所持者数
自立支援医療費
（精神通院医療）

　人　　　口
（R4.4.1現在）

人 口 比
(手帳）

１級 ２級 ３級 合計 受給者数
(R4.3.31現在)

（人） （％）

西
西  郷  村 17 81 72 170 246 20,748 0.81

白
泉　崎　村 6 19 16 41 77 6,096 0.67

河
中　島　村 3 13 11 27 64 4,743 0.56

郡
矢　吹　町 21 81 62 164 331 17,068 0.96

計 47 194 161 402 718 48,655 0.82

棚　倉　町 6 39 40 85 162 12,945 0.65

東
矢　祭　町 2 14 14 30 41 5,187 0.57

白
塙　　　町 4 48 27 79 149 8,093 0.97

川
鮫　川　村 2 17 8 27 43 2,901 0.93

郡
計 14 118 89 221 395 29,126 0.75

61 312 250 623 1,113 77,781 0.80

37 254 228 519 807 58,294 0.89

98 566 478 1,142 1,920 136,075 0.83

98 545 440 1,083 1,881 138,244 0.78

89 521 404 1,014 1,956 139,235 0.72

80 522 347 949 1,863 140,493 0.67

85 496 318 899 1,791 140,508 0.63

81 439 293 813 1,700 141,867 0.57

104 536 311 951 2,185 143,338 0.66

84 409 233 726 1,593 144,795 0.50

81 398 198 677 1,479 145,497 0.46

77 359 165 601 1,427 146,857 0.40

83 317 148 548 1,401 147,385 0.37

77 316 132 525 1,322 149,800 0.35

75 284 97 456 1,263 150,039 0.30

61 262 95 418 1,145 150,931 0.27

市町村

平成23年4月1日

平成24年4月1日

　郡　　合　　計

平成26年4月1日

　白　　河　　市

 管　内　合　計

平成25年4月1日

平成27年4月1日

平成30年4月1日

平成31年4月1日

令和2年4月1日

令和3年4月1日

(出典：福島県精神保健福祉センター調べ)

平成22年4月1日

平成21年4月1日

平成28年4月1日

平成29年4月1日



　表２６　女性相談の受付状況　

 経  路 新規 再来 小計 延べ 新規 再来 小計 延べ 新規 再来 小計 延べ 新規 再来 小計 延べ 新規 再来 計 延べ

本　人 23 13 36 72 7 4 11 15 14 19 33 91 1 0 1 3 45 36 81 181

その他 4 2 6 9 1 0 1 1 39 19 58 89 5 0 5 5 49 21 70 104

計 27 15 42 81 8 4 12 16 53 38 91 180 6 0 6 8 94 57 151 285

　表２７　女性相談の主訴別受付状況　

夫
等

子
ど
も

親
族

交
際
相
手

そ
の
他

生
活
困
窮

ｻ
ﾗ
金
・
借
金

そ
の
他

病
気

精
神
的
問
題

そ
の
他

受付件数 183 4 8 15 51 0 3 3 0 2 1 6 9 0

％ 64 1.4 2.8 5.3 17.9 0.0 1.1 1.1 0.0 0.7 0.4 2.1 3.2 0.0

　表２８ 　配偶者暴力相談支援センターにおける相談等対応件数

届出
あり

届出
なし

届出
有無
不明 【一時保護等の実績件数】

来　所 23 20 0 0 3 0 0 3
電　話 40 36 0 0 0 4 0 2

訪問・その他 12 8 0 0 0 4 0 2
計 75 64 0 0 3 8 0 0

相談の形態

件
数
小
計

（注）本表は、県南保健福祉事務所が配偶者暴力相談支援センターとして
    受け付けた相談件数で、内容にＤＶを含むものの延件数です。

配偶者からの暴力の被害者の保護
に関する証明書の発行

本人自身

加害者との関係 交
際
相
手
か
ら
の
暴
力

ス
ト
ー

カ
ー

行
為
等
に
関

す
る
相
談

配偶者
　　　　
　     　
離婚　
　　　　
　済
み

一時保護

保護命令申立の支援

住民基本台帳事務における
支援措置申出の支援

（令和３年度）

受付件数計
（手紙等）

（令和３年度）

主　訴

人間関係 経済関係 医療関係
住
居
問
題

帰
省
先
な
し

そ
の
他

計

285 （小計）

100.0

（令和３年度）

　　    内  訳 来　　所 訪　　問 電　　話
その他



番号 分　類 建築物等の名称 市町村 交付年度

1 医療施設 白河病院 白河市 平成５年度

2 医療施設 新白河中央病院 白河市 平成５年度

3 官公庁舎 福島県白河合同庁舎 白河市 平成５年度

4 医療施設 渡部病院 矢吹町 平成５年度

5 社会福祉施設等 福島県社会福祉事業団太陽の国病院 西郷村 平成６年度

6 文化施設 矢吹町図書館 矢吹町 平成６年度

7 官公庁舎 白河社会保険事務所 白河市 平成９年度

8 学校等 西郷村第二保育所 西郷村 平成10年度

9 物品販売業 コメリＨ＆Ｇ東村店 白河市 平成10年度

10 社会福祉施設等 特別養護老人ホーム小峰苑 白河市 平成11年度

11 物品販売業 メガステージ白河ダイユーエイト棟 白河市 平成11年度

12 物品販売業 メガステージ白河酒・やまや 白河市 平成11年度

13 物品販売業
メガステージ白河べる（ベビーチャイルドミル
ク）棟

白河市 平成11年度

14 物品販売業 メガステージ白河ユニクロ棟 白河市 平成11年度

15 物品販売業 メガステージ白河ヨークベニマル棟 白河市 平成11年度

16 物品販売業 メガステージ白河庄子デンキ（電撃倉庫）棟 白河市 平成11年度

17 物品販売業 メガステージ白河地元館（else)館 白河市 平成11年度

18 物品販売業 メガステージ白河マツモトキヨシ棟 白河市 平成11年度

19 医療施設 きたむら整形外科 矢吹町 平成12年度

20 理容・美容所 コワフュール　ドゥー　ブレッジ 白河市 平成12年度

21 社会福祉施設等 白河市表郷福祉センター 白河市 平成12年度

22 文化施設 福島県文化財センター白河館 白河市 平成13年度

23 医療施設 だいらく歯科クリニック 白河市 平成13年度

24 社会福祉施設等
総合社会福祉施設太陽の国　太陽の国管理セン
ター

西郷村 平成13年度

25 社会福祉施設等
総合社会福祉施設太陽の国　太陽の国厚生セン
ター

西郷村 平成13年度

26 社会福祉施設等
総合社会福祉施設太陽の国　福島県勤労身体障害
者体育館

西郷村 平成13年度

27 薬局 （有）隆矢薬局（あゆみ調剤薬局） 白河市 平成14年度

28 医療施設 らくらく医院 白河市 平成14年度

29 医療施設 福島県立矢吹病院 矢吹町 平成14年度

30 官公庁舎 福島県県南保健福祉事務所 白河市 平成14年度

31 社会福祉施設等 介護老人福祉施設寿恵園 棚倉町 平成15年度

32 官公庁舎 福島県県南保健福祉事務所棚倉支所 棚倉町 平成15年度

33 官公庁舎 白河警察署 白河市 平成19年度

34 公衆便所 南湖公園菅生舘駐車場トイレ 白河市 平成22年度

35 物品販売業 ヨークベニマル白河横町店 白河市 平成23年度

36 官公庁舎 棚倉警察署 棚倉町 平成25年度

37 物品販売業 ダイユーエイト白河店 白河市 平成29年度

（出典：福島県やさしさマーク交付先一覧表）

表２９　「福島県やさしさマーク」施設



表30　環境衛生関係施設の年間監視指導状況(令和3年4月1日～令和4年3月31日までを集計したもの）
4月～3月31日分集計値 R4.3.31 現在

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 行　　政　　処　　分
分 番 区　分 ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

R3.3.31 許可認可 許可認可 監視指導 無  許  可 ③＋④＋⑤ ⑥÷① ④のうち
前　 及び 無  届  出 苦情処理 違　     反 説　    諭 営　   業 改　   善

現       在 届出受理 届出時の 施  設  の 総  監  視 １  施  設 による 使　   用
類 号 業　種 調査指導 調査指導 当　　  り 監視件数 件　     数 処　    分 停　   止 命　   令

総施設数 施  設  数 延  件  数 延  件  数 延  件  数 件        数 監視率％ 処　   分

1 旅 館 ・ ホ テ ル 88 1 1 2 3 3.4

2 簡 易 宿 所 36 2 2 2 4 11.1

営 3 下 宿 1 0

業 4 常 設 興 行 場 6 2 2 33.3

関 5 そ の 他 の 興 行 場 0

係 6 普 通 公 衆 浴 場

施 7 そ の 他 の 公 衆 浴 場 42 6 6 14.3

設 8 理 容 所 193 5 5 2.6

9 美 容 所 323 9 9 13 22 6.8

10 クリーニング所（一般） 19 2 2 2 10.5

11 取 次 所 39 1 1 1 2.6

A　　　小　　　　計 747 15 15 30 0 45 6.0 0 0 0 0 0 廃止施設

13 水 道 用 水 供 給 事 業 1 1 1 100.0 0

14 上 水 道 6 8 8 133.3 0

飲 15 簡 易 水 道 5 5 5 100.0 0

料 16 専 用 水 道 18 0 0

水 17 簡 易 専 用 水 道 92 4 1 1 1.1 0

施 18 準 簡 易 専 用 水 道 50 0 0

設 19 給 水 施 設 17 9 9 52.9 0

B　　　小　　　　計 189 4 0 24 24 12.7 0 0 0 0 0

20 火 葬 場 2 0 許可の

そ 21 墓 地 ・ 納 骨 堂 431 0 内　 訳 区分 新規 変更 廃止

の 22 特 定 建 築 物 45 0 種別

他 23 ビ ル 管 理 業 登 録 業 者 7 1 1 2 3 42.9 火葬場

の 24 ｺｲﾝｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 38 1 1 1 2 5.3 3 墓　 地

施 25 無 店 舗 取 次 店 1 0 納骨堂

設 26 一 般 プ ー ル 15 11 11 73.3

27 そ の 他 の 水 浴 場

C　　　小　　　　計 539 2 2 14 16 3.0 3 0 0 0 0

28 井 戸 等 0

そ 29 家 庭 用 品 関 係 0 試買施設   1/13 　1施設　 11点

の 30 そ 族 こ ん 虫 0

他 31 住 環 境 関 係 0

32 そ の 他 施 設 0

D　　　小　　　　計 0 0 0 0 0 0 0

合　　　　計 1475 21 17 68 0 85 5.8 3 0 0 0 0
(=A+B+C) (=A+B+C)



白　河　市 (1) (7) (59) (63) (4) (134)

西　郷　村 1 1 10 31 17 3 63

泉　崎　村 1  9 5 15

中　島　村 1 4 1 6

矢　吹　町 1  3 16 6 4 30

小　　計 1 3(1) 1 13(7) 60(59) 29(63) 7(4) 114(134)

棚　倉　町 1 3 2 18 8 2 34

矢　祭　町 1 4 5 1 11

塙　　　町 1 3 5 5 7 21

鮫　川　村 1 1 3 5

小　　計 0 3 4 5 28 21 10 71

合　　計 1 6(1) 5 19(7) 88(59) 50(63) 16(4) 185(134)

延監視件数 1 9 6 17 8 15 56

表３１　水道施設等の状況

令和3年3月31日現在　　単位：か所

簡易水
道

専用水
道

計市町村
簡易専
用水道

準簡易
専用水
道

給水施
設

※(　)は白河市上水道は厚生労働省管轄のため、白河市専用水道、簡易専用水道、準簡
易専用水道及び給水施設は白河市に権限移譲のため対象外

用水供
給事業

上水道



表３２－１
令和4年3月末時点

新規 継続
許可
取消

営業
禁止

営業
停止

改善
命令

廃棄
命令

回収
命令

その
他

検体
数
不適
件数

一 般 食 堂 ・ レ ス ト ラ ン 等 706 33 7 16 43

仕 出 し 屋 ・ 弁 当 屋 93 10 2 5 23

旅 館 66 1

そ の 他 347 67 50 7 35

（ 小 計 ） 1,212 111 59 28 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

210 25 3 8 23

1 2 1

4 1 1

1

58 10 1 3 22

1 3 2

3 2 3

34 2 2 2

55 2 2 19

自 動 販 売 機 （ 再 掲 ） 31 2 2 17

5 2 2

16 5 2 1

7 1

45 5 1 2 23

5 4 4

5 1

25 1 1

2

5 5 1

7

9 2 1

4 1 1

39 6 3 5

73 7 5 6

2

10 3 1 4

1,838 201 67 52 208 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 0

酒 類 製 造 業

豆 腐 製 造 業

氷 雪 製 造 業

食 品 の 放 射 線 照 射 業

合 計

納 豆 製 造 業

麺 類 製 造 業

そ う ざ い 製 造 業

添 加 物 製 造 業

清 涼 飲 料 水 製 造 業

食 用 油 脂 製 造 業

マーガリン又はショートニング製造業

み そ 製 造 業

し ょ う ゆ 製 造 業

ソ ー ス 類 製 造 業

ア イ ス ク リ ー ム 類 製 造 業

食 肉 処 理 業

食 肉 販 売 業

食 肉 製 品 製 造 業

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業

乳 製 品 製 造 業

集 乳 業

魚 介 類 販 売 業

喫 茶 店 営 業

あ ん 類 製 造 業

魚 介 類 競 り 売 り 営 業

魚 肉 練 り 製 品 製 造 業

食 品 の 冷 凍 又 は 冷 蔵 業

か ん 詰 又 は び ん 詰 食 品 製 造 業

乳 処 理 業

特 別 乳 搾 取 処 理 業

飲
食
店
営
業

菓 子 製 造 業

　 収去
件数

営業許可
件数 廃

業
施
設
数

（旧）食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設

　

営
業
施
設
数

監
視
件
数

違
反
件
数

処分件数

告
発

処分
以外
の
措置
件数

指導
票発
行数



表３２－２
令和4年3月末時点

　

　

新規 継続
許可
取消

営業
禁止

営業
停止

改善
命令

廃棄
命令

回収
命令

その
他

検体
数
不適
件数

飲 食 店 営 業 204 205 60 134 1

調理の機能を有する自動販売機 9 9 9

食 肉 販 売 業 6 6 1 5

魚 介 類 販 売 業 6 6 3 3

魚 介 類 競 り 売 り 営 業

集 乳 業

乳 処 理 業

特 別 牛 乳 搾 取 処 理 業

食 肉 処 理 業 1 1 1

食 品 の 放 射 線 照 射 業

菓 子 製 造 業 22 22 7 15

ア イ ス ク リ ー ム 類 製 造 業 1 1 1

乳 製 品 製 造 業

清 涼 飲 料 水 製 造 業 2 2 1 1

食 肉 製 品 製 造 業

水 産 製 品 製 造 業

氷 雪 製 造 業

液 卵 製 造 業

食 用 油 脂 製 造 業 1 1 1

み そ 又 は し ょ う ゆ 製 造 業 3 3 1 2

酒 類 製 造 業 2 2 1 1

豆 腐 製 造 業 2 2 2

納 豆 製 造 業

麺 類 製 造 業 2 2 1 1

そ う ざ い 製 造 業 16 16 5 11

複 合 型 そ う ざ い 製 造 業

冷 凍 食 品 製 造 業 2 2 1 1

複 合 型 冷 凍 食 品 製 造 業

漬 物 製 造 業 1 1 1

密 封 包 装 食 品 製 造 業 5 5 1 4

食 品 の 小 分 け 業

添 加 物 製 造 業

合 計 285 286 83 192 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業許可
件数 廃

業
施
設
数

改正食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設

営
業
施
設
数

監
視
件
数

収去
件数違

反
件
数

処分件数

告
発

処分
以外
の
措置
件数

指導
票発
行数



表３３
令和4年3月末時点

営業
禁止

営業
停止

改善
命令

廃棄
命令

回収
命令

その
他

検体
数

不適
検体
数

魚介類販売業（包装済みの魚介類
の み の 販 売 ）

117 40

食肉販売業（包装済みの食肉のみ
の 販 売 ）

152 40

乳 類 販 売 業 293 40

氷 雪 販 売 業 1

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋
内 設 置 ）

192

弁 当 販 売 業 1 4

野 菜 果 物 販 売 業 9 40

米 穀 類 販 売 業 23 40

通信販売・訪問販売による販売業 4

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア 14 13

百 貨 店 、 総 合 ス ー パ ー 22 3

自動販売機による販売業（自動洗浄・
屋内設置。ただし、コップ式自動販売
機（自動洗浄・屋内設置）を除く。）

49

そ の 他 の 食 料 ・ 飲 料 販 売 業 44 40

添加物製造・加工業（法第13 条第１
項の規定により規格が定められた添
加 物 の 製 造 を 除 く 。 ）

いわゆる健康食品の製造・加工業 1

コーヒー製造・加工業（飲料の製
造 を 除 く 。 ）

3

農産保存食料品製造 ・ 加 工業 15

調 味 料 製 造 ・ 加 工 業 3

糖 類 製 造 ・ 加 工 業

精 穀 ・ 製 粉 業 17 2

製 茶 業 2

海 藻 製 造 ・ 加 工 業

卵 選 別 包 装 業 5 1

そ の 他 の食 料品製造 ・ 加 工業 37 1

行 商 1

集 団 給 食 施 設 42 9

器具、容器包装の製造・加工業（合成
樹脂が使用された器具又は容器包装
の 製 造 、 加 工 に 限 る 。 ）

11

露店、仮設店舗等における飲食の提
供のうち、営業とみなされないもの

そ の 他 1

1,059 270 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

施
設
数

届出を要する食品関係営業施設

　

　

監
視
件
数

旧
許
可
業
種
で
あ
っ

た

業
種

販
売
業

製
造
・
加
工
業

合 計

上
記
以
外
の
も
の

収去件数
違
反
件
数

処分件数

告
発

処分
以外
の
措置
件数

指導
票発
行数



表３４　食品収去検査結果 令和４年３月３１日現在

1

2

4

3

1

20

115

4

4

154

魚介類加工品（缶詰・瓶詰除く）

肉卵類及びその加工品（缶詰・瓶詰除く）

凍結前加熱加熱後摂取冷凍食品

酒精飲料

検査した
収去検体

数
（実数）

野菜類・果物及びその加工品（缶詰・瓶詰除く）

魚　　　介　　　　類

冷凍食品

無加熱摂取冷凍食品

アイスクリーム類・氷菓

穀類及びその加工品（缶詰・瓶詰除く）

かん詰びん詰食品

氷雪

菓子類

添加物

計

不　　良　　理　　由　（延　べ　数）

大腸菌群 異　物
添 加 物
使用基準

法 定 外 
  添 加 

物

不良
検体数

（実数） その他

凍結前未加熱加熱後摂取冷凍食品

食　　品　　種　　別

器具・容器包装・おもちゃ

乳及び乳製品

清涼飲料水

水

その他の食品



所 在 地 

 
○県南保健福祉事務所 
〒961-0074  福島県白河市郭内１２７番地 
 
電話 市外局番（0248) 

健康福祉部 生活衛生部 総務企画部 

◇保健福祉課 
22-5478（高齢福祉担当）
22-5647（児童福祉担当）
22-5647（母子保健担当）
22-5649（障がい福祉担当） 

 
◇生活保護課 

 22-5483（生活保護担当）  
 
◇健康増進課 

22-5443（健康づくり担当） 
  
FAX：22-5451 

◇医療薬事課  
22-5479（医事薬事担当） 
22-6405（感染症担当） 

 
◇衛生推進課  

22-5486（環境衛生担当） 
22-5487（食品衛生担当） 
 

FAX：23-1252 

◇総務企画課 
 22-5441,5447 
（総務・企画担当） 
 
FAX：22-5451 

ホームページアドレス 
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21130a/ 

 
○東白川福祉相談コーナー 
〒963-6131 福島県東白川郡棚倉町大字関口字上志宝５０番地１ 

福島県棚倉合同庁舎内 
電話・FAX（0247)33-2225 

 
 

○県中児童相談所白河相談室（県南保健福祉事務所内） 
電話：（0248）22-5648、21-8119  FAX：（0248）22-5451 
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